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序文：自然資本コアリション　エグゼクティブ・
ディレクター、マーク・ゴーフ

意思決定に自然資本を含める利点は多くの組織が認めており、そ
の数は増える一方です。本書を手にするということは、皆さんもその
一員に加わるということです。これは組織のさらなる成功につなが
るだけでなく、私たちの社会と経済を支える自然界を保全し充実さ
せるためにも不可欠です。
自然資本についてはさまざまなイニシアティブがあり、時にはこの分野がいか
に混乱しやすいかについては、皆様もご存じのことと思います。自然資本コア
リション（Natural Capital Coalition）は、既存のベスト・プラクティスを調和
させ、広く受け入れられる標準化されたグローバル・アプローチを策定しまし
た。
気候変動や生物多様性など、今日私たちが直面している大きな世界的課題
に対処するには、お互いに協働することが不可欠です。これらを単独で解決
できる組織など存在せず、持続性のある解決策を見つけるには、すべてのス
テークホルダーの見解をまとめる新たなやり方が必要です。プロトコルの開
発はこの理論を実証するまたとない機会であり、私たちは協働を通して、社
会のあらゆる要素から受け入れられ支持される解決策を提供できることを証
明しました。自然を見ていると、私たちは複雑な相互関係で成り立つシステム
の中で生きていることが分かりますが、これを踏まえることで大きな可能性を
解き放つことができるのです。
プロトコルは重要な前進ですが、企業が自然資本を保全し強化する世界とい
うコアリションのビジョンを実現するには、意思決定に使われるデータと情報
について一定のルールに合意することも必要になります。成功するためには
政策環境の整備と、最終的には自然資本が通常業務に不可欠なものとなる
ように、自然資本をすべての意思決定に統合していくことが必要です。
この場を借りて、ビジネス・エンゲージメント・プログラムを実施し、付属のセ
クターガイドを開発したテクニカル・チーム、パイロット企業、ドラフトにコメ
ントをお寄せいただいた多くの方 、々有益な助言を提供してくれた運営グルー
プ、可能性を信じて出資してくれた資金提供者、理事会の方 、々そして私たち
のホストとして案内役を務めてくれたICAEWなど、プロコトルの開発に携わっ
たすべての方 に々謝意を表したいと思います。
次のステップは単純です。プロトコルを適用し、協働し続け、経験を分かち合
い、より良い決断を下すことです。
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オリエンテーション

0.1 自然資本プロトコルとは?
自然資本プロトコル（以下「プロトコル」）とは、ビジネス・マネジャーが意思決定に必要とする、信用・信
頼でき、かつ行動を起こせる情報を生成するためにデザインされた枠組みである。
プロトコルは、私たちが自然、より具体的には自然資本とどう向き合うかを意思決定に組み入れることで、
より良い決断を支援することを目的としている。これまで、自然資本はそのほとんどが意思決定から除外さ
れ、意思決定に含まれたとしても一貫性に欠けたり、どうとでも解釈できるものであったり、道徳論でしか
なかった。
企業が意思決定に自然資本を組み入れる必要があるのはなぜか?　自然資本を保全し充実させる必要性
の高まりについてはすでに多くの事が書かれている。私たちは地球が修復できる速度を上回るスピードで
天然資源を枯渇させており、そのスピードはいっそう加速しているということは既知の事実である（WWF 
2014）。私たちは主に自然資本と社会資本を使用・搾取し、劣化させることで金融資本を増やしてきた。
ほとんどの企業にとって、自然との相互作用は今のところ、製品の価格や使用する原料に対する価格、キ
ャッシュフローやリスク特性に影響を及ぼしていない。たとえ影響を及ぼすとしても、損益計算書や貸借
対照表に数字として表れるわけではない。これらは依然として「外部性」、つまり社内になんら影響を及ぼ
さない問題にすぎない。しかし、将来的にそうした外部性の内部化に繋がる要因がいくつかある。規制措
置や法的措置の増加、市場原理と変化する事業環境、社外のステークホルダーによる新たな活動や彼らと
の関係、そして透明性を求める声の高まりや、将来の成功には透明性が重要だと認識する企業が自主的に
その向上に努めるようになってきていること、などである。
プロトコルは、「Corporate Ecosystem Services Review (WRI, WBCSD and the Meridian Institute 
2012)」 や「Guide to Corporate Ecosystem Valuation (WBCSD, IUCN, ERM, and PwC 2011) 」な
ど、企業が自然資本を計測し価値評価を行うのに役立つ、すでに存在するたくさんのアプローチに基づい
ている。これら以外にも巻末に多数の重要な参考文献と資料を掲載しており、このプロトコルのステージと
ステップを進めていくうえで非常に有益なガイダンスになる。
ただし、プロトコルでは、特定のツールや手法を明示的にリストしたり推奨したりはしない。どのツールを選
ぶかは、ビジネスの背景やリソース、ニーズによって異なるからである。さらに、自然資本の計測と価値評
価は常に進化しており、新たなアプローチと手法が次々に生まれている。
プロトコルは社内の意思決定を改善することに焦点を当てている。報告書を作成するための正式な枠組み
でもなければ、評価結果を社外に報告したり開示したりすることは想定あるいは要求していない。とはい
え、中には評価結果を報告したいと考えている企業もあるだろうし、ステークホルダーにリスクや機会、価
値の創造を示す手段としては奨励されている。プロトコルは標準化されたプロセスを提供するものの、どの
計測／価値評価方法を使うかの選択肢には柔軟性を残しており、企業や用途内、もしくはそれぞれの間で
結果を比較することはできない可能性がある。とはいえ、プロトコルは自然資本の報告と標準の策定にお
ける比較可能性に向けた将来的な作業の基礎を提供するものである。

 用語集
自然資本プロトコル
自然資本への直接的および間接的影響 
（ポジティブとネガティブ）や依存度を
特定、計測、価値評価するための標準化
された枠組み

自然資本
人々に一連の便益をもたらす再生可能お
よび非再生可能な天然資源（例：植物、
動物、空気、水、土、鉱物）のストック（
出典：Atkinson and Pearce 1995; 
Jansson et al 1994）

市場価格
あるものが市場で売り買いできる金額

価格
あるものに対して支払いとして期待さ
る、要求される、または与えられる金額 
（通常、市場が必要）。

外部性
行為者以外の人に影響を及ぼし、その行
為者が補償も罰則も与えられないアクシ
ョンの結果。外部性はポジティブなこと
もあればネガティブなこともある
(WBCSD et al 2011)。

オリエンテーション
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本書は意図的に、組織の規模や活動地域に関わらずどのようなビジネス・セクターにも応用できる幅広く
柔軟な枠組みになっている。これを使うことで、必要に応じて既存のビジネス・プロセスをこの枠組みに適
応、活用、統合でき、判断材料を提供したい決定事項に応じてさまざまなアプローチや手法を試すことも
できる。本書は、判断項目にどれが最も適切かによって、定性的、定量的、金銭的のあらゆるタイプの価値
評価にガイダンスを提供する。
自然資本は、一般に認識されている資本の一つである。他の資本としては、金融資本、製造資本、社会関
係資本、人的資本、知的資本がある。自然資本は他のすべての資本を支える基盤と見ることができ、私た
ちが社会や経済、組織を構築する際に使う資源を提供するとともに、最終的に人間生活を可能にする環
境条件を規定するものである。さらに、自然資本の便益（例：淡水）は、他の資本形態（例：金融資本を使
って購入し社会的・人的資本のおかげで所有／操作できるウォーター・ポンプなどの製造資本）を用いる
ことでしか実現されないことが多い。こうしてそれぞれの資本が関連していることから、どれか一つの資本
だけを完全に切り離すのは不可能であり、トレードオフの検討はどんな意思決定でも起こる。資本のさま
ざまな形についての詳細は、統合報告フレームワーク （IIRC 2013), Pearce and Atkinson 1993, World 
Bank 2011, WBCSD 2015（社会資本プロトコルの開発）を参照されたい。

ボックス 0.1 価値評価と貨幣換算（マネタイゼーション)
何かの価値を評価するということは、それが私たちにとってどれだけの価値があるかを理解するというこ
とである。プロトコルでは、価値評価は、ある状況の下で、自然資本が人々にとってどれだけ重要で価値
があり有益かを見積もるプロセスを指す。
財務会計では、価値評価とは貨幣換算（マネタイゼーション）することを指すが、環境経済学とこのプロ
トコルでは、価値評価とは単なる貨幣換算でなく、定性的、定量的、金銭的アプローチ、もしくはこれら
の組み合わせを指す。
プロトコルにおける価値評価は、人々の環境権や種の生存権といった道徳的判断とは異なることに留意
したい。道徳的判断は別のアプローチを必要とするが、それはプロトコルの範囲外である。

 用語集 
価値
あるものの重要さ、値打ち、有用さ

経済的価値
市場価値と非市場価値をすべて含む、人
々にとってのあるものの重要さ、値打ち、
有用さ。より専門的に言えば、ある与え
られた量の物品またはサービスに対する
個々人の嗜好の総和。経済的価値は通
常、限界変化に対して貨幣（例：$/単
位）を単位として表される。
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0.2 自然資本プロトコルの枠組み

図 0.1
自然資本プロトコルの枠組み
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プロトコルの枠組み（図0.1）は、「なぜ」、「何を」、「どうやって」、「次は何」という4つのステ
ージから成り立っている。プロトコル・ステージはさらに9つのステップに分かれ、自然資本の
評価を進める中で答えるべき質問を含んでいる。 

オリエンテーション
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図 0.1
自然資本プロトコルの枠組み
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図0.2に示すとおり、一連のプロセスは直線ではなく、ステージとステップは反復されるものである。必要
に応じて前のステップに戻ることもある。例えば、ステップ04で最も重要（マテリアル）な影響と依存度を
特定したあと、前に戻ってステップ02と03で評価の目的や範囲を変更する必要が生じる、などである。
プロトコルの各ステップは、統一された順番で紹介されている。まず包括的な質問と短い紹介があり、その
後そのステップを完了するのに必要な作業の詳細な説明と、期待されるアウトプットが続く。

0.3 プロトコルは誰のため?
本書はどのような組織にとっても関連性があるが、企業向けに開発されたものである。
本書は主にサステナビリティ（持続可能性）、環境、安全衛生、オペレーション部門のマネジャーを対象に
しており、リスク評価、調達、運用実施計画、財務計画、役員会の資料など、自然資本情報を既存のビジネ
ス・プロセスに統合可能にすることを目的としている。作成した情報はそれで終わりではなく、ビジネスの
意思決定に明確につなげる必要がある。すでにあらゆるマネジャーが意思決定を下しているが、本書を適
用して作られた情報を含めることでその意思決定はより的確になる。
本書は技術的な文書であり、万人向けではない。また、本書を読んでもすぐに自然資本の評価を行えるよ
うになるわけではない。むしろ、本書は必要に応じて社内外の専門家を招く際に求められる情報や知識を
提供するためのものである。
本書は、自然資本に関する経験の多寡に拘わらず、あらゆる企業に価値をもたらすことを目指している。ま
だ自然資本の価値評価のメリットを十分認識していない企業に対して、プロトコルは自然資本の評価を行
う上で、一般に受け入れられ、すぐにでも使えるプロセスと、関連する用語および概念についてまとめてい
る。すでにある程度の経験を持っている、あるいは自社と自然資本の関係について理解している企業にと
っては、本書は、評価をさらに進め、これらの評価を日々の意思決定に組み入れるための標準化した枠組
みとなる。
また、本書は、組織内の様々な機能を結びつけるのにも役立つ。結果を比較し、シナジーをみつけ、より統
合的な考え方をサポートするための一貫した方法を示すとともに、日々のプロジェクト管理に関わる決定
を長期戦略にリンクさせることに導いていく。

図 0.2
プロトコルの反復プロセス

ステージ４
適用  

次は何？

ステージ３
計測と価値
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なぜ？

オリエンテーション
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0.5 原則
自然資本プロトコルには、自然資本評価プロセスにおいて次の4つの原則がある。

関連性
自然資本評価の全体を通じて、企業とそのステークホルダーにとって最も重要（マテリアル）な影響や
依存度など、最も関連性の高い課題について検討すること（出典：CDSB 2015、WRI and WBCSD 
2004)。
厳格性
技術的な評価・検証（科学的、経済的な視点から）に耐えうる、目的に即した情報とデータ、方法を用い
る。
再現可能性
すべての前提・データ・注釈事項・手法は、透明性が高く、追跡可能で、完全に文書化され、繰り返し可能
であること。これにより、必要に応じて検証や監査を受けることができるようになる（出典：GRI 2013）。
整合性
評価に使われるデータと手法がお互いに、また分析のスコープとも整合性を持っていること。分析のスコ
ープは全体的目標と想定される用途によって決まる（出典：WRI and WBCSD 2004、IIRC 2013）。

注：関連性はプロトコル本書の使用を通じて一貫して守るべき原則であるが、マテリアリティはステップ04
「 影響や依存度を決定する」で取り上げている。
評価全体を通じて整合性の原則に従うことが推奨されるが、アウトプットは状況に応じて異なるため、プロ
トコルはアウトプットが企業間での整合性と比較可能性を持つことを提唱していない。結果の比較可能性
については、今後の検討に委ねる。
下記のとおり、評価結果が信用でき目的に即したものとなるよう、これら原則はプロトコルの4つのステー
ジ全体を通じて守る必要がある。

国家レベルおよび準地域レベルでの自然資本勘定は、ビジネス・レベルに特化しているプロトコルと類似
点および相違点を持つ。このプロトコルでは取り上げていないが、政府、金融機関、企業は、自然資本や環
境インパクトについて集めるデータと情報をより積極的に共有することで多大なメリットが得られ
(Spurgeon 2015)、将来的に連携すればすべての当事者にとってメリットがある。

0.4 セクターごとの具体的なガイダンスはどこで入手できるか?
自然資本コアリション（以下「コアリション」）は、プロトコルに付属するセクターガイドも開発している。セク
ターガイドは、自然資本がなぜ関連するか、それによって得られる利点、またプロトコル適用の手ほどきを、
ケーススタディも用いて紹介することで、セクターに対するより具体的なガイダンスを提供する。
セクターガイドはコアリションのwebサイトから入手できる。コアリションは、特定セクターのイニシアティブ
に携わっていてそのセクターに対する追加のガイドを開発することに関心を持っている方 と々の意見交換を
歓迎する。
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フレーム
• これまで検討に含めてこなかったが事柄も含めて、自社およびステークホルダーに関連性があるかも

しれない自然資本への影響と依存度について、幅広く検討する。
• 自然資本に関するより良い情報が、自社の意思決定プロセスにどのような関連性を持ちうるかについ

て考える。どういう事柄が、どういうタイムスケールで決定されればメリットがあるか?
• 社内外のステークホルダーとの関わりを記録することで再現可能性を確保する。

スコープ
• スコープのステージでは、貴社とステークホルダー双方の視点から、マテリアリティ・プロセス（ステップ

04）を通して最も関連性の高い自然資本への影響や依存度を確認する。
• ステークホルダーの参画を求めるにあたっては、配慮と厳格性をもって臨む。
• このステージでスコープを定義したら、以降のステージとステップを通じて整合性を保ち、このスコープ

内で進めていくことが大切である。そうすることで、当初の目的と関連性が維持された結果を得ること
ができる。

計測と価値評価
• 計測と価値評価ステージでは、厳格性が特に重要である。データと手法が技術的に正しく、科学的に

正確で、経済理論と整合がとれていることが求められる。
• 計測と価値評価では、関連性がある、もしくは重要（マテリアル）と判断した影響や依存度を対象とす

る。
• 将来の再現可能性、モニタリング、比較を可能にするため、計測、価値評価、仮定をすべて記録に残し

ておくことが大切である。
• 計測と価値評価プロセスを通じて、スコープが整合性を維持していることを繰り返しチェックするこ

と。生産的で管理可能なレベルを超えないように。

適用
• 適用ステージは再現可能性と透明性が大切になる。過去の決定、手法、注意点、仮定をすべて文書化

し記録しておけば、確認・検証に役立つ。
• 結果の解釈には厳格性を用いること。結果が経営判断に適切であるという十分な確証を得られるま

で仮定をテストし、強みと弱みを突き詰めることが重要である。これには、結果が当初の目的と関連
性を保っているかのチェックも含まれる。

• 評価間で結果を比較したい場合は、それぞれの評価のアプローチの整合性が不可欠になる。

オリエンテーション



フ
レ
ー
ム・

ス
テ
ー
ジ

ス
コ
ー
プ・

ス
テ
ー
ジ

計
測
と
価
値
評
価
の
ス
テ
ー
ジ

適
用
ス
テ
ー
ジ

用
語
集

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

9

0.6 プロトコルで使う架空の例
プロトコルの理解を助けるため、架空の例を用意した。この例は純粋に説明のためのものであり、各ステッ
プがどう働くかを示すため、アクションと意思決定は簡素化されている。各ステップの終わりに、この架空
の会社が何をしたかを示す。また、いくつかのステップに例を示し、セクターガイドにさらに追加の例を用
意した。この例に関連する文はすべて紫色のボックス内に示してある。

架空の例 NSCI

架空の例は、世界中の食品飲料業界にインスタント・コーヒーを卸しているNever Sleep Coffee 
International, Ltd. (NSCI)という大手メーカーである。
NSCIは市場と顧客のサステナビリティ・トレンドを把握している。NSCIのシニア・マネジャーらは同社
の重要課題を検討し、定期的にサステナビリティ目標を更新している。マネジャーらは同社の社会・環
境面への影響を定性的に理解しており、原料の消費、排出量、廃棄物について定量的データを有する
環境管理システムを持っている。しかしながら、彼らは自然資本への影響と依存度に伴う長期的なリス
クと機会については十分理解していないと感じている。NSCIのサプライチェーン担当マネジャーから最
近届いた報告も、同社が特に淡水の利用可能性、花粉媒介、洪水からの保護に関して、以前の評価より
自然資本への依存度が高い可能性があることを示唆している。サプライチェーンにおける水利用と製
造施設からの大気汚染物質の排出量を抑えなければならないというプレッシャーも高まるばかりであ
る。
NSCIの経営者層は、同社にとってどの影響と依存度が最も重要なのかを理解することで、今後10年間
にわたりこれらを効果的に管理する計画を策定したいと考えている。そこで、NSCIのマネジャーらは自
然資本の評価を行うため自然資本プロトコルを使うことに決定した。  
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フレーム・ステージでは、自然資本評価を行う理由を明確にする。
フレーム・ステージは1ステップだけで構成される。

ステップ このステップが回答する質問 アクション

01 はじめに なぜ自然資本の評価を行うべき
なのか?

1.2.1 自然資本の基本的概念を知る
1.2.2 これらの概念をビジネスの文脈に適用する
1.2.3 自然資本評価の準備をする

補注
このステージでは、基本的概念と用語を紹介することで、自然資本と自社のビジネス、そして社会との間
の相互作用について基本的な理解を得る。さらに詳しい内容はプロトコルの後のステージで掘り下げて
いく。

このステージをどのように計画すべきか？  
フレーム・ステージを通じて、以下の点を考える

• 自然資本評価により改善したい判断事項は何か、結果の潜在的な用途は?
• 自然資本評価のビジネス・ケース構築に協力できるのは誰か?
• 社内または社外において、自然資本評価プロセスについて常に情報を伝えておかなければならないの

は誰か?
•  始めるうえで必要な追加の研修や技能は? 

フレーム・ステージ 
なぜ?

フレーム・ステージ 



11

自然資本プロトコル

フ
レ

ー
ム・

ス
テ

ー
ジ

ス
コ

ー
プ・

ス
テ

ー
ジ

計
測

と
価

値
評

価
の

ス
テ

ー
ジ

適
用

ス
テ

ー
ジ

用
語

集
オ

リ
エ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

01
1.1 イントロダクション
ステップ01を完了すると、以下の質問に答えられる： 
なぜ自然資本の評価を行うべきなのか? 

ステップ01では、自然資本への影響や依存度のどれがビジネスに関連するかを検討する。また、自然資
本評価により対処できるようになるリスクや機会、ならびに評価結果の使い方についても述べる。これら
はステップ02～04でスコープを検討するための重要な材料であり、社内で自然資本評価に対する理解
を得ることにも役立つ。
注：社内で自然資本への影響や依存度についてすでに詳しく理解されている場合、このステップは必要
ないかもしれない。しかし、プロトコルで使われている用語や概念を理解し、また重要・マテリアルとな
りうる自然資本への影響、依存度、リスク、機会をすべて考慮したことを確認するためにも、目を通すこと
をお勧めする。 

1.2 アクション
自然資本が自社のビジネスにどう関連するかを理解するため、以下のことを行う必要がある。
1.2.1 自然資本の基本的概念を把握する。

1.2.2 これらの概念をビジネスの文脈に適用する。

1.2.3 自然資本評価の準備を行う

はじめに

 用語集 
自然資本評価
適切な手法により、関連性のある（「マ
テリアルな」）自然資本への影響と依存
度を計測、価値評価するプロセス。

計測
本書では、自然資本とそれに伴う生態系
や非生物的サービスの量、範囲、状態を
物的単位で表現するプロセス。

価値評価
本書では、人 （々もしくは企業）にとって
特定の文脈における自然資本の相対的
重要性、価値、有用さを見積もるプロセ
ス。価値評価は定性的、定量的、金銭的
アプローチをどれか一つ、もしくはこれ
らを組み合わせて行う。

01 はじめに 
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1.2.1 自然資本の基本的概念を知る
ここでは、プロトコルの各ステップを進めるうえで必要となる基本的概念と定義を紹介する。
a.自然資本のストックとフローの基礎となる概念
自然資本とは、地球上の再生可能／非再生可能な天然資源（例：植物、動物、大気、土壌、鉱物）のストック
を意味する言葉である。これら天然資源がまとまって人々に便益、つまり「サービス」のフローを生み出す(出
典：Atkinson and Pearce 1995; Jansson et al. 1994)。
これらのフローにはビジネスと社会に価値を提供する生態系サービスと非生物的サービスがある（図1.1）。
生態系サービスとは、木材、繊維、花粉媒介、水調整、気候調整、レクリエーション、メンタルヘルスといっ
た、生態系から人々への便益である。
非生物的サービスとは、生態学的プロセスに依存せず地質学的プロセスから起こる人々への便益であり、
鉱物、金属、石油と天然ガス、地熱、風、潮流、季節を含む。
生物多様性は、洪水や干ばつといった自然災害に対する回復力を提供し、炭素循環と水循環、土壌形成
といった基礎的プロセスを支えることから、自然資本の健全性と安定性にとって極めて重要である。した
がって、生物多様性は自然資本の一部であるとともに生態系サービスを下支えするものでもある。

図1.1
自然資本のストック、フロー、価値 
 
自然資本評価という目的から、本書は企業にとっての価値と社会にとっての価値を区別している。明らか
に、企業も完全に社会の一部であるため、実際はこれほど単純ではない。

 用語集
自然資本
人々に一連の便益をもたらす 再生可能
およ 再生び非再生可能な天然資源 
(例：植物、動物、空気、水、土、鉱物）
のストック（出典：Atkinson and 
Pearce 1995; Jansson et al 1994）

天然資源
天然資源とは生産や消費に使用できる
自然界で発生する各種原料のこと。 
•  再生可能資源:これらの資源は、使用

速度が再生速度を超えない（つまり、
他に大きな攪乱がない前提において
ストックが再構築できる）限り無限に
使用可能である。再生可能資源を再
生の速度を超えて使用した場合は、
再生不可能になる（過剰捕獲が種の
絶滅を招くように）（UN 1997）。

•  非再生可能資源：一度使用されると、
実用的な期間内には再生できない資
源。非再生可能資源は再利用可能資
源（例：ほとんどの金属）と再利用不
可能資源（例：燃料炭）に分けられ
る。

ストック
自然資本

生物多様性

フロー
生態系サービス
非生物的サービス

価値
企業と社会への便益

01 はじめに 
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 用語集 
生態系
一つの機能単位として相互作用する、動
植物と微生物、およびそれらの非生物環
境の動的複合体。例として砂漠、サンゴ
礁、湿地帯、熱帯雨林がある（MA 
2005a）。生態系は自然資本の一部であ
る。

生態系サービス
生態系サービスの最も一般的な定義は、
「ミレニアム生態系評価 (MA 2005a)」
の「人々が生態系から得る便益」という
表現である。MAは、生態系サービスをさ
らに4つのカテゴリーに分類している。 
•  供給：自然からの原料アウトプット

（ 例：海産物、水、繊維、遺伝物質）

•  調整：生態系プロセスの調整を通して
作り出される自然からの間接的便益
（ 例：炭素吸収による気候変動の緩
和、湿地帯による水ろ過、植生による
浸食防止や高潮からの保護、昆虫に
よる花粉媒介）

•  文化：自然からの物質的でない便益
（ 例：スピリチュアル、景観、レクリエ
ーション等）

•  基盤：他の生態系サービスの提供を
支援する基礎的な生態学的プロセス
（例：栄養循環、一次生産、土壌形
成）。

非生物的サービス
基礎的な地質学的プロセス（例：鉱物、
金属、石油と天然ガス、地熱、風、潮
流、年間を通じた季節）から得られる便
益。

生物多様性
すべての生物（陸上生態系、海洋その他
の水界生態系、これらが複合した生態系
その他生息又は生育の場のいかんを問
わない）の間の変異性。種内の多様性、
種間の多様性及び生態系の多様性を含
む（UN 1992）。

ボックス1.1 生態系サービスの分類
2005年に「ミレニアム生態系評価」（MA 2005a）が出版されて以来、生態系サービスの概念を明確化
し、異なるサービス・カテゴリー間の重複を減らし、他の分析フレームワーク（例：環境経済会計）との
整合性を改善するため、生態系サービスの代替定義がいくつか提唱されてきた。主な焦点はサービスの
「提供」と「調整」の区別の明確化と、人々が自然から得る最終的な便益（「最終アウトプット」や「最
終生態系サービス」とも呼ばれる）の明確化である。
こうした作業は以下のために重要である。
 i. 複数の評価間で比較を行う。
 ii. ダブルカウントを最小限に抑える。
 iii. 異なる用途間で情報の変換を容易にする。
 iv. 学問的背景の異なる専門家間でコミュニケーションの円滑化を図る。
現在使われている生態系サービスの主流となっている分類としては、「生態系サービスの共通国際分
類」(Common International Classification of Ecosystem Services: CICES)と「最終的生態系物品・
サービス分類体系」(Final Ecosystem Goods and Services Classification System: FEGS-CS)」があ
る。

•  CICESは生態系の「最終アウトプット」（産物）を分類し、さまざまな用途に使えるよう、簡単に統計情
報に変換できるようにする。経済製品や活動の基準に近い（Haines-Young and Potschin 2013）。

•  FEGS-CSは、個々の受益者にたどり着く直前の自然からの要素として定義される「最終生態系サ
ービス」（Boyd and Banzhaf 2007）を分類するとともに、これら便益を産出する生態系の種類
（ 環境クラス）についても解説している（Landers and Nahlik 2013）。

上記の分類法は現在も進化しており、その発展と使用はさらなる改良につながるものと思われる。生態
系サービスの定義と分類についての詳細は付録Aを参照のこと。
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ボックス 1.2 生物多様性とそれがもつ企業にとっての価値
生物多様性は、洪水や干ばつといった災害への回復力を提供するとともに、炭素循環と水循環、土壌形
成などの基礎的プロセスを支えることから、自然資本の健全性・安定性と生態系サービスのフローに欠
かせない。種は、人間生活を支えるのに必要な、地球生命圏の海、陸、大気の要素を構築し、維持して
いる。
ビジネスと自然資本の他の相互作用（例：大気への排出、淡水の使用）と比べて、ビジネスの生物多様
性への影響と依存度を体系的に計測・価値評価するのは難しいことが多く、生物多様性のあらゆる面
を一つの値や指標で捉えるのは不可能である。
とはいえ、企業が生物多様性を計測・価値評価する方法について早急にコンセンサスを持とうという機
運が高まっており、価値評価の手法は急速に進化している。
企業が生物多様性に及ぼす影響
企業が生物多様性に及ぼす影響を計測、価値評価するには、企業活動、生物多様性における変化、こ
れら影響に伴うコストや便益間の因果関係を理解することが必要である。企業が生物多様性に及ぼす
影響は、例えば資源の過剰使用、生息地の喪失や修復、生態系の分断化や劣化、汚染、外来種の移入、
もしくは気候変動への寄与を通して、直接的なこともあれば間接的なこともある。現在、企業が生物多
様性に及ぼす影響の計測は、一定の基準に照らし、種の分布や生態系における変化に焦点を当てる傾
向がある（例：IUCNレッドリスト、KBA（Key Biodiversity Areas／生物多様性重要地域）、HCV（High 
Conservation Value／高い保全価値）、平均生物種豊富度（Mean Species Abundance／MSA）、IFC
パフォーマンス・スタンダード６（開発が重要生息地に影響を及ぼしそうな場合に一定の条件を満たすよ
う定めている／IFC 2012）など）。
（原因が企業かどうかに関わらず）生物多様性の変化を価値評価するために使われる方法は、次に例
を挙げるように、何が評価の対象かによって変わってくる。
• 個人あるいは社会にとっての生物多様性そのものの価値（例：ある場所に生息する絶滅危惧鳥類な

ど）。
• 生物多様性により調整されるプロセスに依存する生態系サービスの価値（例：バクテリアやミミズによ

る分解と栄養循環に依存する食糧生産など）。
• 生物多様性のある要素が信頼できる指標または代理的指標と考えられる生態系サービスの価値。例

えば、種子を散布する動物は「指標生物」として、その個体数は森林の総合的な健全性と機能性の代
理的指標として役立つ。これは一部の企業にとって、特定の場所で生物多様性の価値を経時的に監
視する効率的な方法になりうる。

生物多様性特別な要素の価値が必要とされるのでない限り、生態系サービスの包括的な価値評価は生
物多様性の価値を含むことが多い。
企業の生物多様性への依存度
企業の生物多様性への依存度を計測・価値評価するには、ビジネス活動が生物多様性のどの部分に依
存しているのかと、外部要因がそれらにそう影響しうるかを理解する必要がある。生物多様性が企業に
与える価値は、産業によっては非常に分かりやすい。野生の動植物に含まれる遺伝情報をもとに新薬を
開発する製薬会社、バイオテクノロジー産業や、病害虫への抵抗力（回復力の源）を維持するため、野
生種または地域固有の品種の多様性に依存する農業セクターが例である。
 生物多様性への企業の依存度を評価するために使われる方法は、依存の文脈とタイプで異なる。例え
ば、花粉媒介など、商業プロセスにおける生物多様性の価値を評価する際は、生産関数アプローチを使
うことがある。これとは別に、生物多様性が生態系の安定性と災害に対する回復力を高めることで提供
する価値は、代替法（例えば、自然の湿地帯により提供される洪水防備機能の価値は、それと同等レベ
ルの機能を確保するのに必要な人工物の建設費用により評価）が用いられる場合がある。

01 はじめに 
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ボックス1.2 生物多様性とそれが持つ企業にとっての価値 （つづき）
内在的価値の考慮
生物多様性の総合的経済価値には、経済学者が「存在価値」と呼ぶものが含まれる。存在価値とは、
人々が生物に遭遇したり生態系を体験したりするかどうかにかかわらず、それら生物や生態系が存在す
ることに置く価値である。中には、生物多様性は人々が持つ用途や価値を超えて、「本質的な」「内在的
な」価値を持っていると主張する人 も々いる。このような考え方は、人々にとっての便益に関わらず、自然
に対するスチュワードシップといった概念に結び付けられることが多い。これは特定のステークホルダー
にとって非常にセンシティブな課題であり、自然資本評価の過程で明示的に考慮に入れる必要があるか
もしれない。

b.  企業と社会、自然資本の相互作用
個人、家族、会社、そして社会全体と、我々はすべて自然資本とそこから得られる便益によって生かされて
ている。同時に、私たちの個人的もしくは集団的活動は、私たちが自然資本をどう使うかによって、これを
構築することも劣化させることもできる。
どのような企業であれ、ある程度自然資本に影響を及ぼし依存しており、そうした影響や依存に伴うリスク
や機会を経験することになる。
評価の文脈を設定できるよう、図1.2に自然資本と企業、社会の相互作用を示した。この図は、企業のリス
クと機会、もしくは社会に対するコストと便益の観点から、自然資本への影響と依存度を計測・価値評価
するため本書がとるアプローチを図解したものである。

図1.2
自然資本への影響と依存度：企業に対する概念モデル 
図1.2の説明:どの企業も自然資本に依存し、影響を及ぼしている（TEEB 2012）。こうした影響や依存は
企業と社会にとってのコストおよび便益となり、リスクを招くとともに機会も提供する。自然資本への影響
と依存は企業業績に直接影響し、特定のステークホルダーや社会全体にポジティブまたはネガティブな影
響を与える。ステークホルダーと社会の反応も追加のリスクと機会を生むことがある。

自然資本

企業 社会

影響／
依存度

コスト/便益 コスト/便益

リスク／機会
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1.2.2 これらの概念をビジネスの文脈に適用する 
このアクションは、アクション1.2.1で得た概念に基づき、それらがビジネス・モデルやサプライチェーン、オ
ペレーション等にどう関連するかを示す。このアクションの目的は、実施される自然資本評価が、企業とス
テークホルダーにとって重要もしくはマテリアルである潜在的な自然資本への影響や依存度をすべて考慮
することである（ステップ04で詳しく解説）。
a.ビジネスに関連する自然資本への影響
自然資本への影響には、企業活動が自然資本に及ぼすネガティブまたはポジティブな影響の両方が含ま
れる。
自然資本への影響は、事業経営から直接的に、もしくは製品とサービスの使用から間接的に発生する。原
材料の探査、採掘、中間処理、最終製品の生産、流通、消費、廃棄、リサイクルを通して、バリューチェーン
のどの時点でも起こりうる。自然資本への影響は、業種の属性や、サプライチェーンの段階、事業拠点の場
所によっても異なる。
自然資本インパクトは土地の劣化や汚染といったネガティブなものもあれば、ポジティブなものもある。ポ
ジティブな影響の例としては、敷地の回復に向けた企業投資による生態学的再生、処理水のろ過と浄化
による地下水と表流水の改善（取水時より高品質な水が環境に戻されることもある）がある。
図1.3に、企業が自然資本にどのような影響を与えうるかについていくつか例を示す。ステップ04では、自
然資本への影響がどのようにして起こるかについて詳しく解説する。

図1.3 
企業が自然資本に与える影響の例
出典：MA (2005b)

 用語集 
自然資本への影響
事業活動が自然資本に及ぼすネガティ
ブまたはポジティブな影響

温室効果ガスの排出

土地管理

廃棄物

攪乱（騒音、光害）

取水、水管理

地下水への排水企業

土壌への排水

01 はじめに 
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 用語集 
自然資本への依存度
事業活動が自然資本を頼りにしているこ
と、自然資本を使用すること。

b.ビジネスに関連する自然資本への依存度
すべての企業は直接的または間接的に、自然資本とそれに関連した生態系、さらに非生物的サービスに依
存している（図1.4参照）。例えば、土地や原材料、水、エネルギーといった生産活動に不可欠なインプット
を自然資源に依存している。また、水の自然ろ過、廃棄物の分解吸収、洪水や暴風による損害からの保護
など、様々な調整的な生態系サービスにも依存している。多くの企業は観光とレクリエーション、あるいは
従業員の士気などの点においても、文化的生態系サービスに依存している。
図1.4に企業の自然資本への依存度についていくつか例を示す。

図1.4
企業の自然資本への依存度の例
出典：MA (2005b)

企業の自然資本や特定の生態系、非生物的サービスへの依存度は、業種やバリューチェーンにおける役
割、事業拠点の場所によって変わってくる。
例えば、農林水産業などの第一次産業は、食糧、水、繊維など必須の供給サービスに依存するとともに、
その供給を促進する。これらの供給サービス（または「物品」「財」）は多くの製造・加工工程にとって重
要な天然の原材料でもある。自然花粉媒介や害虫防除などの調整サービスは農業において重要であり、
水のろ過や浸食防止などは水力発電事業者や飲料会社にとって重要である。金融サービスや情報通信、
小売り流通などの第三次産業では、自然資本への依存は間接的かもしれないが重要であることに変わり
はない。そうした企業にとって、自然資本への依存に関わるリスクと機会は、サプライヤーや顧客との関係
の中で発生することが多い。
企業の自然資本への影響と依存度は密接につながっている。例えば、企業が水に依存するとして、その企
業がどれだけ水をうまく管理するかで、水の使用から生じる影響の大きさは変わってくる。あるいは、農業
生産者は作物を生産するために土壌や植生、水資源を管理する。管理の方法次第では、貴重な供給サー
ビス（つまり、作物）を提供する自然資本の能力を高める可能性がある一方で、同じ自然資本が他の企業
が依存する生態系サービスを提供する能力（例えば、レクリエーションのための野生生物や、洪水防止の
ための植生など）を減らすかもしれない。ステップ04では、自然資本への影響と依存度についてより詳しく
議論する。

エネルギー

気候調整

花粉媒介

原材料

レクリエーション

風害・水害防備

水企業

土壌侵食の制御
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c.ビジネスに関連するリスクや機会
自然資本評価のビジネスへの適用は、目に見えない、見過ごされている、誤解されている、もしくは過小評
価されている自然資本への影響や依存度から起こるリスクと機会を特定することが基礎になる。いったん
これらを特定、計測、そして最終的に価値評価できるようになれば、それを経営判断に組み込む方法を検
討できるようになる。
自然資本のリスクと機会は、事業活動、法律、規制、金融、評判、マーケティング、社会など、ビジネスのあ
らゆる分野で起こりうる。表1.1に、これらリスクと機会の例を示す。ビジネスに最も関連するのはどれかを
考え、自然資本評価を行うためビジネス・ケースの検討に役立ててほしい。 
表1.1
企業にとっての自然資本のリスクと機会の例

カテゴリー 自然資本のリスクの例 自然資本の機会の例

事業活動
通常の事業活動、支
出、プロセス

 −自然災害コストの増加（例：沿岸部の生態系の劣化
とその自然の防災機能の喪失に起因する、より頻
繁・甚大な暴風雨被害）
 −セキュリティ・コストの増加（例：資源や汚染に対す
る社会的摩擦による）
 −原料や資源のコスト増加（例：水道料金の引き上
げ）
 −主要天然資源の不足の深刻化や生産量の変動幅拡
大によるサプライチェーンの劣化

 −「グリーン」インフラへの投資によるコスト削減（
例：湿地帯の回復による自然災害からの保護や水ろ
過の改善）
 −廃棄物を最小限に抑制もしくは廃棄物に価値を付
加し、本来捨てられていたはずの貴重な原材料を回
収
 −資源投入のコスト削減（例：効率化やサプライヤー
の変更）
 −原材料を適時、確実に調達

法律・規制
業績に影響を及ぼす
法律、公共政策、規制

 −遵法コストの増加（例：排出量削減のため）
 −許認可の却下や遅延による資本コストの増加や生
産量の低減
 −罰金、罰則、補償、訴訟コストの増加（例：自然資本
への影響に対する責任）
 −新たな規制や認可に伴う費用（例：地下水の抽出や
廃棄物処理のコスト増加）

 −資源をより効率的に使い廃棄物を削減することで遵
法コストを削減
 −許認可手続きと操業承認の迅速化
 −罰金、罰則、補償、訴訟コストの削減（例：ネガティ
ブな影響を事前に予測し回避）
 −環境関連の料金・請求を削減
 −政府の政策作りに影響力

ファイナンス
資金調達のコストと
アクセス（デット・ファ
イナンス（借り入れ）
とエクイティ・ファイ
ナンス（新株発行）を
含む）
 

 −ファイナンス・コストの増加（金利の上昇と不利な条
件）
 −資産の座礁（公開株と未公開株）および不良債権

 −投資家からの関心と信頼を獲得し維持
 −資金調達の手段を向上
 −ファイナンス・コストを削減
 −場合により新たな「グリーン・ファンド」を利用可能

評判とマーケティング
顧客やサプライヤー、
従業員など、直接的ス
テークホルダーとの信
頼関係

 −顧客の価値観や嗜好の変化が市場シェアの低下に
つながる恐れ
 −離職率の増加、採用および定着コストの増加
 −主要サプライヤーやビジネス・サービス・プロバイダ
ーのロイヤリティ低下

 −環境関連の市場と製品が新たな収益源となる可能性
（例：カーボンオフセット、余剰水利権の売却、生
息地クレジット）
 −環境認定製品（例：エコラベル付き木材、海産物、
アパレル）に対する需要の高まり
 −価格競争力を高めるため製品を差別化
 −人材を惹きつけ維持する能力を向上

社会
幅広い社会との関係
（例：地域コミュニテ
ィ、NGO、政府機関、
その他のステークホ
ルダー）

 −企業活動の結果、地域コミュニティは自然資本や関
連の生態系サービスへのアクセス／利用が制限され
る可能性
 −企業が自然資本に与える影響の間接的な結果とし
て、大気汚染による呼吸器疾患など、健康へのリス
クにさらされる可能性がある。

 −地域コミュニティが企業の自然資本管理から便益
を得る（管理された湿地をレクリエーションに利
用、集水域管理で向上した水質など)

出典：WRI (2005); WRI et al. (2012); World Economic Forum and PwC (2010); TEEB (2010); IPIECA (2011); AICPA and CIMA 
(2014); ACCA, Flora and Fauna International, and KPMG (2012).

01 はじめに 
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リスクや機会は、時間軸が変われば重要性も変わることに注意が必要である。時間に関連する要素につい
ては、ステップ03でより詳しく議論する（アクション3.2.6.d）。
同じセクター内に、自然資本に関わるリスクや機会を評価し、得られた知見を共有してくれる企業がないか
探すことをお勧めする。他社と自社の類似点が見つかり何らかのヒントが得られるかもしれない。

1.2.3 自然資本評価の準備をする
a. 評価結果の想定用途を特定する
アクション1.2.2.cで解説したビジネスの潜在的なリスクと機会のレビューをもとに、このアクションでは、よ
り充実した情報を与えるべき経営判断と、自然資本に関するより良い情報からどのような便益が得られる
かを特定できるようにする。
プロトコルの利用者は必ず、自然資本評価を実施する理由（ビジネス・ケース）と、結果をどう適用するの
がベストかについて、自分なりのアイデアを持つようになる。
ほとんどの自然資本評価は、ビジネス戦略、経営、もしくは事業運営に関する決定により幅広く深い情報を
提供することを目的としている。これは、プロジェクト・デザインに対する単発的なインプットの場合もあれ
ば、原料調達やオプション評価、「ネット・ポジティブ・インパクト」（ボックス1.3のミティゲーション・ヒエ
ラルキーを参照）の推計といった、標準的なビジネス・プロセスへの自然資本の統合を目的とする場合もあ
る。さらに、企業の価値評価のための資産の再評価、環境への正味の影響に関する規制当局への実証、
損害賠償／補償請求に対するステークホルダーの分析、もしくは公的報告など、社外を対象にするものも
ある。
本書では、ビジネス用途とは、意思決定に役立てるための、自然資本評価の結果の使用目的と定義され
る。表1.2に、考えられるビジネス用途と、自然資本評価が役に立つと考えられる戦略的または業務上の意
思決定のタイプを紹介する。これらの用途はお互いに独立しているものでも、全体で網羅的でもなく、社
内で使われている用語とは異なるかもしれないが、用途の考えられる範囲についてなんらかのアイデアを
得られるはずである。
ステップ02で目標を明確にする際、このビジネス用途に再び戻ってくる。関連するビジネス用途は複数あ
るかもしれない。優先順位を考え、最も適切な用途に焦点を絞っていただきたい。

 用語集 
ビジネス用途
本書では、意思決定に役立てるため自
然資本評価の結果をどのように用いるか
という使用目的
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表1.2
自然資本評価のビジネス用途

ビジネス用途のタイプ 目的

リスクと機会の評価 自然資本インパクトや依存の性質と規模、ならびにそれに関連するリスクと機会を評価する。
例えば、以下の質問に答えられるよう、プロトコルを使って最もマテリアルな自然資本への影響と依存度
を見つけ出す。

 −別のやり方で土地を利用するか新たな環境市場に参入することでさらに利益を増やすことは可能か?
 −自然資本への影響や依存が深刻なリスクになっているようなビジネス活動はあるか?

上記の用途は下記より幅広いので、この表はここで区切る。上記は全体を概観するもので、以下にリストする用途においてさらに詳細な
検討がなされる。

オプションの比較  相対的な自然資本インパクトや依存度を考慮しながら、幅広い代替オプションを比較、対照、選択してい
く。
例えば、優先順位付けは、多くの経営判断に役立つ情報であり、次のような質問に答えることができる。

 −自然資本リスクが最も小さい調達先はどこか?
 −新しい立地候補のうち、より大きな機会を生み出すのはどちらか?

投資対象を決める際は、活動のポートフォリオを評価する必要があるが、プロトコルは以下のような質問
に答えるのに役立つ。

 −自然資本のリスクや機会を考慮した場合、どの会社や資産をポートフォリオに含むべきか、あるいは除
外すべきか?
 −湿地再生は従来の水ろ過施設と比べて、水処理のためのよりコスト効率の良い設備投資なのか?

ステークホルダーへの影響
を評価

事業活動による自然資本の変化で影響を受けるステークホルダーや、そのステークホルダーが受ける影
響の程度を明らかにする。これにより以下の質問に答えられる。

 −最近の訴訟での補償請求額は、影響を受けたステークホルダーにとっての自然資本の価値を正しく反
映しているか?
 −影響を受けるコミュニティとどう関わるか（そのための投資と活動の優先順位を判断する）、またそれ
らコミュニティで操業の許可をどう確保するか?

総価値やネット・インパクト
を見積もる

事業活動にリンクしている自然資本の総価値を把握する。これは企業が保有する土地の価値評価をした
り、土地その他の環境資産を管理したりするのに役立ち、また以下の問いに答えられるようになる。

 −自然資本の総価値の変化は、再生や回復のための投資に見合うか?
 −総価値の観点から見て、農業、林業、鉱業等は、私の土地の最も効率の良いベストな使い方か?

事業活動が自然資本に及ぼす影響が正味プラスかマイナスかを判断するため、ネット・インパクトを評価
する。異なるタイプの影響のトレードオフが発生し、例えば以下の問いに答えられるようになる。

 −自然資本に検証可能な形でネット・ポジティブ・インパクトを持つ施設や製品をどうすれば開発できる
か?
 −社または事業の全体的「環境損益」はどうなっているか?

社内または社外のコミュニケ
ーション 

社内外のステークホルダーに自然資本への影響や依存度を伝える。例えば、社外のステークホルダーへ
のマーケティングや投資家・顧客を引き付けるには、自然資本への影響や依存度を減らすために何を達
成したか情報提供する必要があり、例えば以下の問い答えられるようになる。

 −社会的「操業許可」を維持し高めるにはどうすればよいか?
 −環境／社会／コーポレート・ガバナンス（ESG）体制の一部として自然資本評価を提示することで、新
たな投資家をどのように呼び込めるか?

報告・開示は一般に会社レベルで行われるが、製品およびプロジェクト・レベルで行われることも増えて
いる。自然資本評価を行うことで、例えば以下の問いに答えられるようになる。

 −自然資本のパフォーマンスにどのようにベンチマークを設け、他社と比較するか?
 −自然資本パフォーマンスは時間の経過とともにどのように変わり、それは自社が掲げた目標、目的に沿
っているか?

01 はじめに 
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ボックス1.3 ネット・ポジティブ・インパクトとミティゲーション・ヒエラルキー
一部の企業は、「社会、環境、世界経済から得たものよりも多くを返す」 （Forum for the Future, 
WWF, and The Climate Group 2014）という意味の「ネット・ポジティブ・インパクト」を目指している。
この目標をいかに達成するかが、プロジェクト立案、土地その他の自然資産の管理においてマテリアル
な課題となることが多い。
「ミティゲーション・ヒエラルキー」は、生物多様性に関するアクションに優先順位を付けるための基礎と
して使われることがある。優先順位とは、まず生物多様性の影響を回避および最小限に抑え、次にでき
るだけ現地の生物多様性を回復させ、最後の手段として「相殺」（オフセット）もしくはその他の補償対
策を講じることである（BBOP 2012）。生物多様性への依存度が非常に大きい、もしくは影響を回避す
るのが難しい場合、保護するエリアを設定することで保全価値の高い種や生態系を守る助けになる。

b. 社内のサポートを確保する
自然資本評価プロセスの支持を得るには、社内のシニア・レベルの参画が必要になることが多い。シニア・
マネジメントはビジネスの中核的な課題に関する視点を持っているため、そうした人々の参画を得ることに
より、価値評価のデザインにそれを反映することができる。
同様に、業務とマネジメントのさまざまな声を聞くことも、自然資本評価に対するよりバランスの取れたビ
ジネス・ケースを作り上げるのに役立つ。これは適用ステージで詳しく述べるように、評価の結果を解釈し
ビジネスの意思決定とプロセスに統合する際に役立つ。ビジネスの意思決定に真の価値を付加する評価
を開発することに繋がるため、ビジネスにおける評価の目的と用途を定義する際に社内の関与が不可欠で
ある。
注：理想としては、財務や調達など、サステナビリティ以外の部門からシニア・レベルの「推進派」（チャン
ピオン）を招くとよい。評価結果をビジネス・プロセスと意思決定に取り入れてもらいやすくなる。
社外の主要ステークホルダーから支持を取り付けることも、社内での賛同者を増やし評価の質を改善する
ことにつながる。これについてはアクション2.2.2で、最も関連性の高いステークホルダーとどの程度の参
画が適切なのかを詳しく説明する（例：自然保護団体、学界、コンサルティング会社その他の企業）。
c. 自然資本評価のプロセスを計画する
自然資本評価を始める前に、各ステージで何をすることになり、どういうリソースが必要になるかを知って
いくことが重要である。
表1.3に、評価の各ステージを実施するのに必要なリソースを簡単にまとめた。

 用語集
ステークホルダー
意思決定やプロセスの結果に「利害関
係」を持つ個人や組織、セクター、もしく
はコミュニティ。
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表1.3
評価の際に必要となる代表的なリソース

ステージ スキル 社内外の意見 作業期間

フレームワー
ク

 −ビジネスの知識  −主に社内

数週間から数カ月

スコープ  −ビジネス戦略とリーダーシップ
 −ビジネスの知識
 −プロジェクト管理
 −特にステップ04のマテリアリティ評
価において、専門知識（例：生態学
者、環境経済学者）が必要

 −相当量の社内意見の収集（大企業
の場合は実施するのが複雑）
 −特にステップ04のマテリアティティ
評価において、同様の事例の経験と
結果
 −ステークホルダーと自然資本の関係
についての知識

2、3週間で済むこともあるが、やり取り
の回数によって1、2か月かかるのが一
般的

計測と価値
評価

 −プロジェクト管理
 −計測、環境モデル、価値評価、分析
のための専門知識（例：生態学者、
研究者、環境経済学者、社会科学
者）

 −少なくとも作業を指示／管理するの
に十分なだけの、手法に関する社内
知識
 −専門家のインプットを取り入れ、必
要に応じてレビューするには、おそら
く社外リソースが必要

1か月～（データ収集の範囲などに応
じて）

適用  −解釈。環境経済学者とデータ・アナ
リストの専門知識が必要。
 −ビジネス戦略とリーダーシップ
 −コミュニケーション
 −ビジネスと現在の環境管理について
の知識

 −相当量の社内意見
 −同様の意思決定の経験を持つ人々
から社外意見を求めることも。 2、3週間で済むこともあるが、1、2カ月

かかるのが一般的。ビジネス・プロセ
スを調整する場合はさらに長くかか
る。

必要なリソースを特定するうえで留意すべきその他の要素には、下記がある。
• 社内スタッフ内でスキルと知識を構築するか、十分な専門知識を持つ社外の専門家を採用するかのトレ

ードオフ。
• 経済的価値評価手法を適用するのに必要なリソースの範囲（表7.1を参照）。
• 評価について意思決定者や他のステークホルダーにどう伝えるか。タイミングについて考え（例：評価結

果が必要となる次回の取締役会）、社内または社外（またはその両方）に伝える主要メッセージに合意
し、レポートや論文、ニュースレターを作成するのにかかる時間を考慮に入れる（詳しくはアクション
9.2.2を参照）。

01 はじめに 
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1.3 アウトプット 
ステップ01のアウトプットは次のとおり。
• 自然資本の基本的概念の理解
•  現在から将来にかけて、どの自然資本への影響や依存度がビジネス上のリスクや機会になりうるかにつ

いて、初期段階での見解
•  評価結果の潜在的用途
• 評価に対する主なビジネス・ステークホルダーからの支持（総論として）
• 自然資本評価の実施に必要なリソースについての初期段階での理解（以降のステップでさらに深めてい

く）。
これらのアウトプットは評価における以降のステップ、特にステップ02、03、04で解説するスコープ・ステー
ジを理解するためのしっかりとした基礎となる。
後の適用ステージで評価結果を解釈し自然資本をビジネスに組み込んでいくために、評価プロセスと決め
たことの根拠・理由を記録しておくことが重要である。

架空の例 NSCI

表1.4
NSCIのステップ01のアウトプット

NSCIのビジネスの文脈に
自然資本の基本的概念を
適用

ステップ01で理解した自然資本に関する基本概念をもとに、NSCIのチームは業界のトレンドを
レビューし、社内外の専門家の意見を求めた。そうすることで、以下に挙げる、自社のコーヒー豆
の栽培と製品製造に対する現存するリスクと将来起こりうるリスクを多数特定した。
コーヒー豆の栽培:

 −一部地域でコーヒー生産量が過去10年間で30%低下した。
 −コーヒー豆の収穫高は気温と雨量に左右されるため、業界では気候変動が将来のコーヒー豆
の価格に及ぼす影響について不安が高まっている。
 −生産高は蜂による花粉媒介にも依存するが、蜂の生息地は気候変動と土地利用の変化により
リスクにさらされている。例えばコスタリカでは、自然の花粉媒介はコーヒー栽培業者にとって
1農園当たり6万ドルにも相当する恩恵をもたらしている（Ricketts et al. 2004）。
 −利用できる水が減ると、コーヒー豆の生産に再生可能な水資源の比率を高める必要があるが、
灌漑を使っている栽培業者はすでに政府や地域社会から、特に乾季に水の消費量を減らすよ
う圧力を受けている。

コーヒーの製造:
 −最近作成された地図によると、同社の製造施設の多くは沿岸の洪水のリスクが高まると予測さ
れている地域にあることがわかった。
 −同社の製造施設周辺の都市化が進むにつれ、施設から大気中への排出ガスが詳しく検査さ
れるようになり、今後数年で規制が厳しくなると考えられる。

評価結果の潜在的用途を
特定

NSCIの初期評価に対するビジネス用途は、水利用、花粉媒介、洪水のリスク、および大気中への
排出をめぐり、影響と依存度が将来的に事業の継続性にどういう影響を及ぼすかを理解するた
めのリスクと機会の評価である。

NSCIの自然資本評価の準
備

これが初めての評価だったため、チームはシニア・マネジメントに、気候変動に関する主な問題点
と、それが製造施設周辺における水利用、花粉媒介、洪水リスク、大気中への排出にもたらす意
味について、概要を伝えることを目指すことを決めた。
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スコープ・ステージでは、自然資本評価に対する目的を設定するために
何を考える必要があるかを決める。
スコープ・ステージには3つのリンクするステップがある。 

ステップ 各ステップが答える
問い

アクション

02 目的を定義す
る

評価の目的は何か? 2.2.1 情報を伝える相手（オーディエンス）を決める
2.2.2 ステークホルダーを特定し、適切な参画レベルを決める
2.2.3 評価の目的を明確にする

03 評価の範囲を
決める

目的を達成するために
適切な範囲は?

3.2.1 評価対象を決める
3.2.2 バリューチェーンの境界を決める
3.2.3 誰の価値視点かを明確にする 
3.2.4 評価する影響や依存度を決める
3.2.5 どのタイプの価値を考慮するかを決める
3.2.6 他の技術的問題（ベースライン、シナリオ、空間的境界、時間枠）

を考慮する
3.2.7 計画立案の主な課題に対処する 

04 影響や依存度
を検討する

どの影響や依存度がマ
テリアルか?

 4.2.1 マテリアルとなりうる自然資本への影響や依存度をリストする
4.2.2 マテリアリティ評価の基準を明確にする
4.2.3 関連情報を収集する
4.2.4 マテリアリティ評価を完了する

スコープ・ステージ
何を?

スコープ・ステージ
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補注
フレーム・ステージでは、自然資本がビジネスにどう関連するかを確定した。スコープ・ステージでは、評
価の境界を確定し、選択した目的にとって自然資本のどの要素がマテリアルかを明確に決める。
このステージを構成する3つのステップは繰り返し実施され、お互いに情報を伝え合う。一つのステップ
の結果、前のステップに戻らなければならないことがある。これは普通のことなので、評価のタイムライン
に組み入れておくとよい。
このステージではプロセスにステークホルダーを取り込む。目的に即した評価を行うためには、誰がステ
ークホルダーであるかと、評価にどこまで参画させるのがふさわしいかを明確にすることが不可欠であ
る。自社が自然資本に及ぼす影響が社会でどう評価されているかを理解したければ、社外のステークホ
ルダーに相談することも必要だ。ステークホルダーは社内、社外のほぼ誰でもなれるため、評価プロセス
にどのステークホルダーを参画させる必要があるかは、評価の目的と照らし合わせて明確にすることが鍵
となる。
ステップ04で解説するマテリアルな影響や依存度の分析は、フレーム・ステージ（ステップ01）で実施し
た初期評価に基づいている。ステップ04は、選ばれた事業目的にとって、どの自然資本インパクトや依存
度が最もマテリアルかを体系的に分析するためのいくつかのオプションを提示している。これをステーク
ホルダーの意見と組み合わせることで、これまで考えていなかった追加の課題が明らかになるかもしれ
ない。
このステージのステップを終了したら、例えば評価の範囲が以前に特定したビジネス・ケースと合わない
場合などに、フレーム・ステージに戻る必要があるかもしれない。
サーキュラー・エコノミー、GHGプロトコル、持続可能な開発目標（SDGs）など、すでに別のアプローチ
を採用している企業もあるだろう。その場合、評価の範囲に影響が生じる。例えば、サーキュラー・エコノ
ミーのアプローチはバリューチェーンの3つの部分（上流、直接オペレーション、下流）をすべて見なけれ
ばならない。自然資本プロトコルは他のアプローチを補完するものである。標準化された方法でこれらの
アプローチの結果の価値を位置づけることで、その結果を意思決定に活かす一助となることを目指して
いる。

このステージをどのように計画すべきか？ 
自然資本評価のスコープ・ステージ全体を通じて、以下を考えると役立つ。
• 自然資本評価に関連する経験を持ち、評価の範囲の決定に貴重な意見を述べてくれそうな人が社内

にいるか?
• 評価はいつまでに完了しなければならないか、またいつまでかかるか?
• 評価のための予算と人的リソースは?
• どのようなデータが必要か、またどのような情報ギャップが評価を制限するか?
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02
2.1 イントロダクション
ステップ02を完了すれば、以下の問いに答えられるようになる。
評価の目的は何か?

ステップ01で自然資本がなぜビジネスに関連するかの概要を把握したので、次のステップでは評価の目的
を明確にする。

2.2 アクション
自然資本評価の目的を設定するには、以下のアクションを実施する必要がある。
2.2.1 情報を伝える相手（オーディエンス）を決める。

2.2.2 ステークホルダーを特定し、適切な参画レベルを決める。

2.2.3 評価の目的を明確にする。

2.2.1 情報を伝える相手（オーディエンス）を決める
対象オーディエンスを決め、その人たちを動かすのは何かを理解することが目的を定義するうえで鍵とな
る。評価の実施方法やアウトプットのタイプ、望ましいアウトカムは、対象オーディエンスに合わせて決めら
れるからである。ここで、対象オーディエンスとは、評価のアウトプットを使う主たるユーザー（意思決定の
ためアウトプットを読み、使う人たち）と定義する。対象オーディエンスとしては社内のステークホルダーや
意思決定者が考えられるが、目的が会社の報告書のためのアウトプットを提供することであるなら、株主な
ど社外ステークホルダーを対象とすることも考えられる。
この対象オーディエンスと関連するのが、最初にその評価の実施を承認したり出資したりする必要がある
ステークホルダーである。このステークホルダーは対象オーディエンスと同じことが多い。評価を実施する
必要性を正当化するために、しっかりしたビジネス・ケースを策定することが重要である。
以下に挙げる社内外の対象者がステークホルダーとなりうる。対象者は具体的なほど良い。これは、より
綿密なステークホルダー・マッピングを行うアクション2.2.2と並行して実施すると良い。あるいは、社内で
のディスカッションを通して、また必要に応じて第三者を招くことで、対象者を確定させることもできるだろ
う。
評価は社内向けなのか社外向けなのか、それともその両方なのか、慎重に考える必要がある。それによっ
て確認や検証が必要かどうか決まってくるからだ。対象オーディエンスが誰かによって、結果の伝え方も違
ってくる（アクション9.2.2を参照）。

目的を定義する

 用語集 
スコーピング
本書において、自然資本評価の目的、境界、
マテリアルな焦点を決定するプロセス。

社内の対象オーディエンスには以下が考えられる
• 株主（該当する場合）
• シニア・エグゼクティブとディレクター（役員や各

部門の最高責任者）
• サステナビリティ、環境、安全衛生担当の責任者

や、サイト・マネジャー、オペレーション担当者
• 財務、戦略、調達、マーケティング&コミュニケー

ション、報告書作成、広報または政府関連、IR、
人事、監査とコンプライアンスなどの部門

• 従業員と請負業者

社外の対象オーディエンスには以下が考えられる
• 株主（該当する場合）
• 投資家
• サプライヤー
• 市民社会（NGO、労働組合等）
• コミュニティやその他の影響を受けるステークホ

ルダー（例：地域住民、学校、他の企業、圧力団
体、農家、漁師、旅行客等）

• パートナー機関
• 政府機関
• 監督機関
•  顧客
• 先住民族

02 スコープ・ステージ
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2.2.2 ステークホルダーを特定し、適切な参画レベルを決める
開始当初から社内外の適切なステークホルダーを関与させて相談できれば、自然資本評価を長期にわた
ってより関連性、信頼性の高い、有益なものにできるはずである（例：ビジネス戦略に自然資本評価を組み
込む場合）。対象オーディエンスに加え、以下を行える人々など、結果により影響を受けるかもしれない他
のステークホルダーの参画を求める場合もある。
i. 評価の実施に役立つ情報を提供する。
ii. 考え方や行動の点で評価に影響を与える。
iii. 評価の確認、検証、解釈を支援する（例：専門家）。
さまざまなステークホルダーが、評価とその結果に有意義な視点を与えてくれるかもしれない。社内のステ
ークホルダーは、例えば調達部門のスタッフのバリューチェーンに関する知識など、豊富な視点を提供でき
るだろう。社外のステークホルダーから意見を求めることは、評価結果を様々な批評に耐えうるものにした
り、信頼性を高めるためる利点があるため、推奨される。ただし、その際には、自然資本評価の基本概念に
ついて多少の背景を伝える必要があることに留意すること。
このアクションを行うには、まずステークホルダーの分析やマッピングを行うとよい。ステークホルダーの
分析は一般に、ステークホルダー候補を特定し、彼らの特性を分析し、どのような形でどの程度まで参画
を求めるか、優先順位を付けるためマッピングするという手順を踏む。自社もしくは同業者が最も重要なス
テークホルダーを分析していたら、これを出発点として使うことができる。もしそのようなものがなくても、
ステークホルダーの分析とマッピングについて書かれたたくさんのガイダンスがあるので参考にするとよ
い。ステークホルダーとその関わり方は、評価の目的とどこまで透明にする用意があるか、また予算の制約
を考慮して決める。
一般に、考慮すべき特徴としてはステークホルダーの相対的重要性とその相対的影響力がある。とはい
え、分析と優先順位づけの際には、主たるステークホルダー（影響を受ける資源に依存する）か二次的ス
テークホルダー（直接影響を受けるわけではないが利害関係を持つ）か、彼らの正当性、参加意思、参画
して貢献する能力があるかどうかなど、他にも多くの要素を考慮に入れることができる。
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2.2.3 評価の目的を明確にする
ステップ01では、表1.2を使い、評価の結果をどう使うつもりか、つまり想定するビジネス用途を明らかにし
た。ステップ01とステップ02の最初の2つのアクション（対象オーディエンスとステークホルダーの決定）
で自然資本評価の姿がより明確になった今、なぜこの自然資本評価を行うのかという具体的な目的を設定
し、明確に表現できるはずである。
この評価を実施することにより得られる「期待される便益」を明確に表現できることが重要である。
期待される便益を明確に表現することは、以下のことに役立つ。
• 評価を実施するための人員数やその他リソースの適切な規模を正当化する
• 社内のどの部門が最も便益を受けるかに基づき、評価に関与させる必要があるのは誰かを確 

認する。
• 社内外のステークホルダーの参画を改善する。
• 結果を意思決定に統合する。
目標はSMART(具体的(specific)、計測可能(measurable)、達成可能(attainable)、関連性(relevant)、期
限 が明確 (time-bound))であることが理想である。自然資本評価の目標の例として、次のものが挙げられ
る。
• 今後2年間で顧客とのコミュニケーションとマーケティング・キャンペーンを通して売り上げを増やすた

め、予定している新製品のポジティブな自然資本インパクトを計測、価値評価する。
• ステークホルダーの参画を支援し将来的なサプライチェーンのリスクを最小限に抑えるため、サプライチ

ェーンが今後10年間で自然資本の変化によりどこでどのような影響を受けるかを評価する。
• 自然資本に関連する潜在的な新たな収益源を特定して推計し、これをシニア・マネジメントや財務、マー

ケティング部門に伝達する。

02 スコープ・ステージ
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2.3 アウトプット
ステップ02のアウトプットは、下記を考慮に入れることで定義される「評価の目的（アクション2.2.3）」であ
る。
• 評価結果を最終的に考慮し適用することになるオーディエンス（2.2.1）
• ステークホルダーのリストと適切な参画レベル (2.2.2)
• 評価から期待する具体的な便益 (2.2.3)
各ステップで実施したプロセスと決定事項の根拠を記録することが重要である。そうすることで、将来ステ
ップを進めるうえで助けになるとともに、確認・検証の記録が残り、将来的に評価を実施する際に役に立
つ。

架空の例 NSCI

表2.1に、架空の例に対しこれらアウトプットを記録したテンプレートを示す。
表2.1
NSCIのステップ02のアウトプット

問い 架空の例に対する回答: NSCI

1.  対象オーディエンスは誰
か?

シニア・マネジメント

 2.  特定したステークホルダ
ーと適切な参画レベル
は?

当初の評価は社内用である。評価の結果、将来的に現地の規制当局、投資家、サプライヤーの関与
を求めることもありうる

3.  評価に期待する具体的
な便益は?

自然資本の影響と依存度が長期的な利益にどのような潜在的関連を持つか理解する。最もリスクに
さらされている農家と製造施設を特定し、軽減措置を考える。

4.  目的は? 水利用、花粉媒介、洪水、大気汚染に関し、製造施設と栽培業者がどの程度自然資本に影響を与え
依存しているかを計測、価値評価すること。

優先度の高いリスクに対応する戦略を策定するため、さらに詳細な分析を実施するための基礎を構
築すること。
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03
3.1 イントロダクション
ステップ03を終了すれば以下の問いに答えられるようになる。
目的を達成するのに適切なスコープは?

ステップ03では、評価結果に影響を与えうる主な考慮点を明らかにして、評価の立案を進める。既存の取
り組みをとりあげ、そこで使われている用語と本書で使われている用語の関連を知ることは大切である。例
えば、バリューチェーンに関する表現で、本書で使う「上流」、「下流」にあたることを、「サプライヤー」、「
カスタマー」または「顧客」と表現しているかもしれない。 
シンプルを心掛けたい。選んだビジネス用途によって、広く浅くのアプローチ（会社またはバリューチェー
ン全体で複数の影響を評価）を採用するか、狭く深くのアプローチ（少数の問題、狭い範囲を対象により
詳しい分析）を選ぶかを決めることになるだろう。最初から範囲を広く、深く設定すると、必要な時間とリ
ソースもそれだけ多くなる。

3.2  アクション
評価のスコープを設定するには、次のアクションを行う必要がある。
3.2.1 評価対象を決める

3.2.2 バリューチェーンの境界を決める

3.2.3 誰の価値視点かを明確にする

3.2.4 評価する影響や依存度を決める

3.2.5 どのタイプの価値を考慮するかを決める

3.2.6 他の技術的問題（ベースライン、シナリオ、空間的境界、時間枠）を考慮する

3.2.7 計画立案の主な課題に対処する

評価の範囲を決める

03 評価の範囲を決める
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3.2.1 評価対象を決める
評価対象とは、ビジネスの内、自然資本評価に含める部分を指す。本書は評価対象として、大枠で、コーポ
レート、プロジェクト、製品という3つのレベルを設けている。
これら3つのレベルには、評価がいかに進められるかにおいて、重要な類似点と相違点がある。
適切な評価対象は、選んだビジネス用途によって決まるだろう。表3.1に、適切な評価対象を選ぶ際の追
加的な考慮点を挙げる。 
表3.1
評価対象を選択する際の主な考慮点

コーポレート プロジェクト 製品

 ‒ ビジネス全体でより多く労力と情報の
とりまとめが必要

 ‒ どの子会社を含めるかの定義が必要
 ‒ 影響や依存度を広く浅く評価する可
能性

 ‒ 想定していなかったマテリアルな課
題が浮上する可能性

 ‒ 一つの国や特定の地域など地理的境
界がある可能性

 ‒ オプションの比較に適する
 ‒ どのプロジェクトまたはサイトを評価する
かを決める必要性

 ‒ 既存施設の拡張か新規建設かの評価
 ‒ 新規建設は、特にベースラインについて膨
大なデータ収集が必要となる可能性

 ‒ 評価する具体的な側面や代替オプション
（例：シナリオ）を定義する必要性

 ‒ スコープを狭くすることで影響や依存度
を詳細に評価できる可能性

 ‒  オプションの比較に適する
 ‒ 評価する製品、原材料、関連するサービスの
決定

 ‒ 生産量が多い、成長が早い、もしくは最も利
益が得られる製品が最もマテリアルな課題で
あるとは限らない

 ‒ スコープを狭くすることで影響や依存度を詳
細に評価できる可能性

 

 用語集 
評価対象
本書において、評価するビジネスの部分
（ 例：会社全体、ビジネス・ユニット、製
品、プロジェクト、プロセス、サイト、もしく
はインシデント）。議論を簡単にするため、
以下の3つのレベルに分ける。
•  コーポレート: すべての子会社、ビジネ

ス・ユニット、部門、異なる場所や市場な
どを含む、企業もしくはグループの評
価。

•  プロジェクト: 特定の目的のために計画し
た事業またはイニシアティブの評価。すべ
ての関連サイト、活動、プロセス、インシ
デントを含む。

•  製品: 生産に使われる原材料やサービス
を含む、特定の物品やサービスの評価
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3.2.2  バリューチェーンの境界を決める
評価対象を選ぶとともに、バリューチェーンのどの部分を評価するかを明確にする必要がある。プロトコル
はバリューチェーンの主に3つの部分、つまり上流、直接的な企業活動、下流を想定している。
自らコントロールできる直接的な企業活動から着手するのが当然の選択ではあるが、最もマテリアルな課
題は上流や下流に見つかることがある（ステップ04を参照）。
表3.2に、バリューチェーンの境界を選ぶ際に考慮すべき事柄を挙げる。バリューチェーンの各段階の相対
的重要度はセクターによって異なる。該当するセクターガイドがある場合は、そちらも参照することをお勧
めする。例えば、採掘業界が最も広い土地面積を使うのは上流ステージと直接的な企業活動ステージだ
が、炭素排出量が最大なのは下流ステージである。 
表3.2
バリューチェーンの境界を選択する際の主な考慮点

バリューチェーンの部分 主な考慮点

上流  ‒ 上流のサプライヤーは自然資本への影響や依存度が最も大きく、非常にリスクの高い部分であることが
多い。

 ‒ 上流の問題に対処することは、企業に環境への悪影響やサプライチェーン内の社会的影響を最小限に
抑えることを義務付けている行政区で規制を遵守するのに役立つ。

 ‒ 上流の影響と依存度を評価することは、調達戦略に判断材料を提供し、会社に対する悪い評判を減ら
し良い評判を増やすのに役立つ。

 ‒ 上流の問題は、サプライヤーとの交渉が必要になることから、直接的な企業活動より影響を与えにくい
が、契約交渉ができるため、下流よりもコントロールしやすいことが多い。

 ‒ 上流の評価には、影響データの収集に追加の努力が必要になることがある。

直接的な企業活動  ‒ 直接的な企業活動が自然資本への影響や依存度の最大の要因であることは少ない。しかし、広大な所
有地や直接的な活動区域を持つ企業（例：採掘、農業）にとってはより重要になりやすい。評価に必要
な情報のほとんどは容易に入手できる。

 ‒ 直接的な企業活動の影響と依存度は、バリューチェーンにおける他のステージと比べ、より容易かつ定
期的に計測できる。

 ‒ 直接的な企業活動への影響が大きいということは、さまざまな選択肢を試しながら自然資本への影響
や依存度を軽減できるということを意味する。

下流  ‒ バリューチェーンの下流ステージは、自然資本に対するビジネス・インパクトのかなりの部分を占める場
合がある。

 ‒ 下流の影響を評価することは特に顧客にとって重要であり、広報やマーケティングに役立つ場合があ
る。

 ‒ 下流は直接的な企業活動や上流の影響/依存度より、影響を及ぼすことが難しい場合が多い。

GHGプロトコルの3つの範囲（WRI and WBCSD 2004）に詳しい方は、以下の点を知っておくと役立つ。
• GHGプロトコルにおけるScope 1 （あらゆる直接的GHG排出） は、ここでは直接的な企業活動に近

い。 
• GHGプロトコルにおけるScope 2 （購入した電気や熱、蒸気の消費による間接的なGHG排出） は、こ

こでは上流の活動の一種とみなされる。
• GHGプロトコルにおけるScope 3 （他の間接的排出（例：購入した原材料や燃料の採掘と生産、廃棄

物処理））は、ここでは上流と下流両方の活動範囲に入る。
 用語集 

バリューチェーンの境界
自然資本評価に含められる企業のバリュ
ーチェーンの部分。分かりやすくするため、
本書ではバリューチェーンを上流、直接的
な企業活動、下流の大きく3つに分類して
いる。製品のライフサイクルをフルに評価
する場合、これら3つの部分すべてにわた
って評価することになる。

•  上流 (ゆりかごから入口まで): 購入したエ
ネルギーを含む、サプライヤーの活動。

•  直接的な企業活動 (入口から出口まで):
その企業の直接の管理下にある活動（株
式の大多数を保有する子会社を含む）。

•  下流 (出口から墓場まで): その企業の製
品やサービスの購入、使用、再使用、回
収、リサイクル、最終処分に関わる活
動。

03 評価の範囲を決める
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3.2.3 誰の価値視点かを明確にする  
評価で鍵となるのは、誰の価値視点を考慮するかを決めることである。本書では、企業にとっての価値
（ 事業価値）もしくは社会にとっての価値（社会的価値）に評価の焦点を当てる。だが、この2つはお互い
に不可分な関係にあるため、完全に評価するには両方の価値視点が必要になる。とはいえ、最初は分けて
考えた方がそれぞれの視点をより深く理解できる。
例えば、水不足がビジネスに及ぼす財政的意味に焦点を当てている場合、事業価値という視点から取り組
むことになる。ところが、より完全に理解しようとすると、現在から将来にかけて社会への影響がビジネス
にどう影響するかも考えなくてはならない。例えば、自社が十分な水を利用できていても、水不足により近
隣のステークホルダーが水を十分利用できない状態に陥り、自社にも間接的なインパクトが及ぶかもしれ
ない（例：近隣のステークホルダーからの抗議により自社の操業許可が取り消されるなど）。
社会に及ぼすインパクトはその企業の価値にも影響する。社会的価値の性質と規模を理解すれば、潜在的
リスク（と機会）をはっきり認識できる。例えば、社会的価値は社会的操業許可に影響したり、環境の外部
要因が新たな法規制や環境市場を通して「内部化」されるリスクを高めることもある。反対に、より幅広い
社会的便益を提供することで（例：生息地を再生してレクリエーションの機会を提供する）、追加の収益源
を獲得したり、現在の収益源をさらに拡大したりできる可能性がある。表3.3に、適切な価値視点の選び方
についての詳しいアドバイスを紹介する。
表 3.3
価値視点を選択する際の主な考慮点

価値視点 一般的な用途

事業価値  ‒ 自然資本への影響や依存度が会社の財務業績（最終損益）、ひいてはVaR（バリュー・アット・リスク／
予想最大損失額）にどのようなポジティブまたはネガティブに影響するのかを評価する。

 ‒ インパクトや依存度に起因する会社のリスク・エクスポージャを評価する。
 ‒ 会社の経費や負債を最小限に抑え、収益や債権を最大化する。
 ‒ 株主、予算管理スタッフ、経営陣、債権者と意思の疎通を図る。

社会的価値  ‒ 自然資本への影響と依存度が社外のステークホルダーにどのような意味があるのかを理解する。
 ‒ 社会にあたえるアウトカムを検討し、どのステークホルダーがどの程度の影響を受けるか、また社会へ
のネット・インパクトを評価する。

 ‒ 将来的なリスクと機会の内容と規模（操業許可や評判を含む）を調査する。
 ‒ ポジティブかネガティブかを問わず、環境外部性に関連するリスクと機会を評価する。
 ‒ 従業員および社外ステークホルダー（例：規制当局、地元住民、消費者、NGO、サプライヤー、請負業
者、顧客）とコミュニケーションを図る。

両方の価値視点  ‒ 包括的な自然資本評価を実施する。社会的価値、特に社会に及ぼす将来的な影響を評価することで、
あらゆる事業価値も考えることができる。

 出典： A4S (2015)

 用語集 
価値視点
本書において、価値を評価する視点。評価
にどのコストや便益を含めるかは価値視
点で決まる。
•  事業価値: 事業・ビジネスにとってのコス

トと便益。内部、私的、財務、もしくは株
主価値とも言う。

•  社会的価値: 広く一般社会にとってのコス
トと便益。外部、公的、もしくはステーク
ホルダー価値（または外部性）とも言う。
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3.2.4 評価する影響や依存度を決める 
評価対象は影響と依存度のどちらか一つかもしれないし、両方かもしれない。これはビジネス用途と目的
に応じて決めることになる。包括的な評価では、自然資本に関わるリスクと機会を全面的に理解するた
め、影響と依存度を両方検討する。
影響と依存度には相関関係がある。例えば、一般に、企業が何かに依存すると他に影響が出る（例：ある
会社が水を利用すると、他のステークホルダーにとっては利用できる水が減ったり水質が劣化したりという
影響が生じる）。
 影響と依存度については、影響パスウェイと依存度パスウェイの概念を説明するステップ04で詳しく取り
上げる。ステップ04では、評価の際にどの影響と依存度を対象にするかを選択する方法について解説す
る。
影響と依存度は、評価対象やバリューチェーンの境界にも関連していることがある。これらは完全な自然
資本評価を構成する3つのコンポーネントで考えることができる。
• ビジネスへの影響 (自社が自然資本へ及ぼす影響の結果として)
• 社会への影響 (自社が自然資本へ及ぼす影響の結果として)
• ビジネスの依存度 (自社が自然資本から受け取る便益)
これらはどれもすべてのビジネス用途に何らかの形で関連しているため、3つのコンポーネントすべてを自
然資本評価に含めることが推奨される。以下に、個々の分析の例と各コンポーネントを単独で考えること
の限界について解説する。
注：目的により、一つの価値視点や影響もしくは依存度だけを扱うケースがありえる。その場合、3つのコン
ポーネントすべてを評価しない場合の限界を認識しておくことが重要である。

a. ビジネスへの影響
自然資本への影響の結果として起こる「ビジネスへの影響」とは、現在もしくは将来の財務的な損益に作
用する影響という意味である。ビジネスへの影響は直接的な企業活動に起因することもあれば、バリュー
チェーン内のどこか別の部分で起こった自然資本インパクトが結果的に波及してくることもある。以下に 
ビジネスへの影響として考えられる例を挙げる。
• 現在の財務コストまたは便益（例：環境税、罰金、補償金、廃水または排出物の処理コスト、サプライヤ

ーの規制による材料費の高騰、自社製品が自然資本に及ぼす影響に関するネガティブな報道による売
上の減少）

• 将来考えられる財務コストや便益（例：将来新たな規制や課税が行われ、コストが増えたり新たな負債
が生まれたりする可能性）

制約:
• 自然資本への依存度を評価しない。
• ここで得られた推定価値は、自然資本に与える影響に伴い社会に及ぶ外部的なコストや便益を反映し

ない。多くの場合、自然資本への影響によりビジネスに直接もたらされる財務的な結果は、社会が負担
するコストや享受する便益より低い。

リソースとステークホルダーの参画についての考慮点:
• データと技能はすでに社内にある場合が多く、通常は他の2つのコンポーネントよりも少ない外部リソー

ス、少ない専門技能で済む。
• 評価は財務コストと便益に関するものが主体で、ほとんど社内用なので、ステークホルダーの参画はさ

ほど重要でない。
 用語集

自然資本への影響:
事業活動が自然資本に及ぼすネガティブ
またはポジティブな影響

自然資本への依存度: 
事業活動が自然資本を頼りにしているこ
と、自然資本を使用すること

コンポーネント:
本書が認識する完全な自然資本評価の3
要素: 「ビジネスへの影響」、「社会への
影響」、「ビジネスの依存度」

03 評価の範囲を決める
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b. 社会への影響
「社会への影響」は、企業活動から直接的に、またはサプライヤーや消費者といったバリューチェーン内の
社外の部分から間接的に及ぼされる。自社に直接的な責任はなくとも、これらの影響の規模は把握してお
いた方がよい。社会への影響を対象とする分析には、下記のような例がある。
• ビジネスが自然資本に与える影響の結果、より幅広い人間の福祉と社会資本にもたらされる変化
• 企業が自然資本を使うこと（自然資本への依存）に伴う、社会的コストや便益
• 直接的および間接的（例：サプライチェーン）な影響や依存度に伴うコストもしくは便益
制約:
• 自然資本への依存度を評価しない。
• 社会的コストと便益は、貨幣単位で表現された場合であっても、ビジネスの財務コストと便益に直接つ

ながることは滅多にない。こうした社会的コストがそのまま企業に課されたり、便益が利益としてそのま
ま享受されたりすることは稀であるためである。例えば、環境法令により課される財務コスト（例：緩和
措置への出費）は通常、影響の社会的コストよりも低い。同様に、自然資本への影響により評判に傷が
つくことの財務コストが、そうした影響自体による社会的コストより大きい場合がある。

リソースとステークホルダーの参画についての考慮点:
•  一般に、より多くのリソースを必要とする。
• 環境経済学者と厚生経済学者の専門知識がおそらく重要になる。
• 地元の土地や資源（もしくはそれらへのアクセス）を著しく変えるような地域課題を考える際には、ステ

ークホルダーの参画が重要になるだろう。一方、多くの地域をカバーし影響が分散している場合には、ス
テークホルダーの参画はそれほど重要でない（例：サプライチェーン全体の評価）。

c. ビジネスの依存度
「ビジネスの依存度」は、企業活動が自然資本に直接的に依存するか、サプライヤーや消費者などを含む
バリューチェーン内のどこかで間接的に依存するかに関わらず適用される。依存度に直接影響を与えるこ
とはできなくても、これら依存度の規模は理解しておく方がよい。ビジネスの依存度を対象とする分析に
は、下記のような例がある。
• 自然資本を使うことの便益（価値）
• 現在の財務コスト（例：水や農業インプット、鉱物に対して支払う額）
•  将来考えられる財務コスト（例：自然資本からのインプットの価格が上昇するか変動が大きくなると見込

んでいる場合）。
• 直接的および間接的な依存に伴うコスト（例：サプライチェーン内での依存）
制約:
• 自然資本への依存度が著しく大きい場合（例：淡水を膨大に使う会社など）、社会にも多大な影響を及

ぼすことになるが、これは社会への影響を見ずに把握することはできない。これらが社会に及ぼす影響
が深刻な場合、ビジネスにも相応の影響が生じると考えられるが（例：評判への損害や社会的操業許可
の喪失）、これらはビジネスの依存度だけ考えていたのでは見逃してしまう。

リソースとステークホルダーの参加についての考慮点:
• ビジネスが依存する自然資本を変化させる外部要因を評価するには、環境/天然資源のモデリングの専

門家を必要する可能性がある。
• ステークホルダー参画の重要性は評価の目的によって異なるが、他のステークホルダーも同じ自然資本

に依存している可能性があることから、ステークホルダーの参画が重要である場合が多い。
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ステップ01で、評価の結果をどう使う予定か、つまりビジネス用途について明確にした。表3.4を用いて各コ
ンポーネントがビジネス用途にどう関係するかを検討することで、評価に適したコンポーネントを選びやす
くなる。
表3.4
コンポーネントがビジネス用途にどう関連するか

ビジネス用途のタイプ 以下を行う必要がある場合、このビジネス用途が関連

リスクと機会を評価 自然資本インパクトや依存度の内容と規模、それらに伴うビジネス・リスクと機会を評価する。
価値視点は目的によって異なるが、3つのコンポーネントすべてを考慮に入れることでオプショ
ンを検討できる。
将来のリスクという視点から見た場合、ビジネスが依存する他のインプットやサービスとの関
連で自然資本への依存度の価値を確立するには、ビジネスの依存度を考慮することが特に有
益かもしれない。特にこれによって、現在、依存度の一部または全部に価格がついていない場
合、潜在的なリスクを明らかにするなどの示唆を得られるだろう。
同様に、この分析に社会への影響を含めることで、同じ資源に依存している他のステークホル
ダーとの摩擦を招く場面を把握することができるかもしれない。

上記の用途は下記より幅広いので、この表はここで区切る。上記は全体を概観するもので、以下にリストする用途においてさらに詳細な
検討がなされる。

オプションの比較 各種選択肢の中から、それぞれの相対的な自然資本インパクトや依存度を考慮しながら比較
対照して選択する。価値視点は目的によって異なるが、3つのコンポーネントすべてでオプショ
ンを考慮できる。
オプションを検討する際、ビジネスへの影響を考えることが、自然資本インパクトと会社のボト
ムラインの関連性を確立したり、自然資本を財務分析に組み込んだり、また例えばステークホ
ルダーにとっての自然資本のコストや便益を伝えたりするうえで役立つ。
オプションの比較範囲によっては、ビジネスの依存度と社会への影響が該当する場合もある。

ステークホルダーへの影響を評価 事業活動による自然資本の変化にどのステークホルダーがどの程度の影響を受けるかを 
把握する。
この用途は、社会的価値と事業価値の両方の視点から考える必要がある。したがって、社会へ
の影響を考慮することが重要であり、それによって事業が直面するより幅広くより長期的なリ
スクと機会、ならびにこれらが各ステークホルダーにどういう意味を持つのかを把握できる。

総価値やネット・インパクトを推定 事業活動に関係する自然資本の総価値を求めるか、事業活動が自然資本にネットでポジティ
ブ、ネガティブどちらの影響をもたらすかを判定するためネット・インパクトを評価する。
どれか一つのコンポーネントだけでは総価値もネット・インパクトも推定できないため、この用
途では三つのコンポーネントすべてを考慮することが特に重要である。

社内外に伝える 自然資本への影響や依存度を社内外のステークホルダーに伝える。ここでは、プロジェクトの
文脈によっては、3つのコンポーネントすべてが有益である。
注：特定のコンポーネントだけを扱うなど限定的なスコープに焦点を当てて情報を伝達する場
合は、個別の限界とともにその理由の説明を要する。 

03 評価の範囲を決める
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 用語集 
定性的価値評価 : 自然資本インパクトや
依存度を言葉で表現し、高い、中程度、低
い、といったカテゴリーにランク分けする
価値評価

定量的価値評価: 自然資本インパクトや依
存度を評価するため、数値（例：複合指
数）、面積、質量、容積などの金銭以外の
単位を使う価値評価

金銭的評価: 自然資本インパクトや依存度
の価値を評価するため、共通の単位として
通貨（例：$, €, ¥）を使う価値評価

3.2.5 どのタイプの価値を考慮するかを決める
影響と依存度の価値は、別々の方法で評価検討されるかもしれない。本書は定性的、定量的、金銭的とい
う3つのタイプの価値評価を提供する。重要なのは、どのような意思決定に資する情報を得ようとしている
かによって価値評価のタイプを選ぶことである。
評価は通常、定性的な検討から定量的計測へと進み、最後に必要に応じて金銭的価値を推計する。各段
階の検討は、次の段階で役に立つ。
場合によっては、定性的または定量的価値評価で十分ニーズを満たせるかもしれない。そうでない場合、
例えば特定の影響を簡単に貨幣単位で表せないなど、いくつかの変数について信頼できるデータが入手で
きない場合、これら3タイプの価値評価を全部混ぜて使う必要が生じることもある。ボックス3.1では価値
評価のそれぞれのオプションを説明する。

ボックス 3.1 定性的、定量的、金銭的評価
本書において価値評価とは、特定の文脈において、人 （々もしくはビジネス）にとっての自然資本の相対
的な重要性、価値、有用性を推計するプロセスを指す。価値評価は定性的、定量的、金銭的アプローチ
と連続的に位置づけられ、それぞれが次のアプローチに寄与する。
定性的価値評価 は通常は記述的であり、より主観的な変化の認識に焦点を当てる。定性的価値評価は
一般にアンケート調査、審議会方式、専門家ヒアリングを通して行われ、影響や依存度についての予備
調査に便利である。金銭的評価が必要ない場合や、一部のステークホルダーが金銭的評価を受け入れ
られない、もしくは解釈できないといった場合（精神的な価値など）には、定性的価値評価が唯一の選
択肢ということもある。定性的価値評価は、「高い、中程度、低い」、「はい、いいえ」といった言葉を使っ
たり、決められたカテゴリーを使ってオプションをランク付けしたりすることで相対的価値を表現する。
定性的価値評価は、自然資本の変化についての物語や事例史、引用文、感情表現などの形を取ることも
ある。
定量的価値評価は、影響や依存度の価値を貨幣以外の数値で表すことである。定量的価値評価は、文
脈を考慮に入れ理想的には影響を受けるステークホルダーを含めることで影響や依存度の重要性、価
値、有用性を扱うという点で、定量的計測（ステップ05）とは若干異なる。例えば、水不足に悩んでいる
地域で1日1,000m3の水を使う会社は、水に恵まれた地域で1日100,000m3を使う会社よりも他のステー
クホルダーに及ぼす影響の価値ははるかに大きい。一般に、物理単位での定量的計測値（ステップ05の
アウトプット）は定量的価値評価のための入力データとして必要であり、通常は金銭的評価のための必
須の情報である。影響や依存度の定量的価値評価は、例えばアンケート（例：環境の変化により影響を
受ける人数を算出するため）を使ったり、指標（例：障害調整生存年数（DALY））と指数（例：水利用を
水ストレス指数に関連付け）を適用したり、価値ベースの加重・スコアリング方法（例：多基準分析）を
用いて行われる。
金銭的評価は、特定時点や特定期間での影響や依存度における変化分の限界価値に関する情報を提
供するために使うのが最善である。金銭的評価は需給状態における変化の関数として価値のトレンドを
評価するためにも使える。金銭的評価に対する市場アプローチと非市場アプローチは両方とも、前者の
場合は市場において観察された価格を使って、また明示的な市場価格を持たない影響や依存度に対す
る「顕示」もしくは「表明」選好メソッドを使って社会的選好を計測することを目的としている。金銭的
評価は以下を行う必要がある状況で特に有益である。
i.  金銭的価値（例：事業のコストや収益）と簡単に比較できるよう、米ドルやユーロなど共通の単位で

影響や依存度の価値を決める。
ii. 生態系や提供される非生物的サービスの質や量を変える介入の正味のコストと便益を決める。
iii. コストと便益が異なるステークホルダー間でどのように分散されているかを評価する。
iv. 潜在的な資金調達源や収益源の規模を評価する。
通常、自然資本インパクトや依存度の金銭的価値は高度な統計手法に基づいて算定され、資格を有す
る専門家によって実施されるべきである。
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表3.5には、目的に合わせて最も適切なタイプの価値評価を決めるための考慮点をまとめる。
表 3.5
価値のタイプを選択するときの主な考慮点

価値のタイプ 考慮すべき点

定性的  ‒ 定量的計測を行うにはデータが不十分な場合に適している。
 ‒ 多くの異なる影響や依存度がある、もしくはそれらについて多くの視点があるときに使いや
すい可能性。

 ‒ 影響や依存度が強い道徳的または倫理的側面を持つ、あるいは重要なステークホルダーが
金銭的価値を受け入れがたい、もしくは解釈しがたいときに適している。

 ‒ 精神的、宗教的、審美的、レクリエーション、その他の文化的価値を評価するときに適してい
る可能性。

 ‒ 定性的価値評価の一貫性を確保するのは困難であるため、通常は意味のある比較はできな
い。

 ‒ アウトプットにはバイアスがかかっていることがあり、確認や再現は困難な傾向がある。

定量的  ‒ 物理的目標（例：炭素排出量の削減や廃棄物のリサイクル）に向けた進捗状況を評価するの
に適している。

 ‒ 自然の尺度（例：水の体積）と意味を付加した尺度（例：生物多様性の価値が高い地域）に
ついて計測可能。計測には直接的計測（例：魚類の豊富さ）や代理指標（例：魚類の豊富さ
の代理指標としてのサンゴ礁の面積）が使える。

 ‒ 影響や依存度が強い道徳的または倫理的側面を持つ、あるいは重要なステークホルダーが
金銭的価値を受け入れがたい、もしくは解釈しがたいときにも適している可能性。

 ‒ 複数の影響や依存度の間で比較するのは困難な場合がある（例：水の体積と排出物の重量
の比較）。

 ‒ すべての影響や依存度を定量的に計測できるわけではない（例：精神的、宗教的、審美的、
レクリエーション、その他文化的価値、歴史的重要性、政治的安定）。

金銭的  ‒ 金銭的価値を正確かつ一貫性をもって推計すれば（厚生経済学や幸福の経済学の手法を
用いて）、それらの価値は幅広く比較でき、トレードオフの評価に役立つ有意義な情報とな
るはずである（詳しくはボックス8.2を参照）。

 ‒ 意思決定（例：設備投資に関する決定）に必要となる、金銭的もしくは経済的価値を決定す
るときに必須。

 ‒ 金銭的VaR（バリュー・アット・リスク）や（純）収益の変化を検討するのに有益。
 ‒ 特に新たに調査をしてデータを揃える必要がある場合、時間とコストがかかることがある。
 ‒ 低コストの金銭的評価手法がある（例：価値移転法）。
 ‒ ステークホルダーの中には、特定の便益（例：精神的価値）を金銭的に評価することを受け
入れがたい、もしくは解釈しがたいと考える人もいるだろう。その場合、金銭的評価の利点と
限界を説明する特別な努力が必要となるかもしれない。

出典： A4S (2015)

03 評価の範囲を決める
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3.2.6 他の技術的問題（ベースライン、シナリオ、空間的境界、時間枠）を考慮
する
a. ベースライン 
ベースラインは自然資本における変化を比較する基準となる開始点またはベンチマークのことである。ほと
んどの評価では、有意な結論を導き出すには明確なベースラインが必要である。
ベースラインのタイプは評価の性質によって異なる。以下に例を挙げる。
• 一定期間における状況の変遷（今年の排出量を昨年と比較するなど）
• ある時点における自然資本の状態（例えばプロジェクト開始直前の大気汚染状況など）
• 特定の自然資本への影響や依存度のセクター全体、もしくは経済全体の平均レベル（例：業界ベンチマ

ーク）
長期間にわたって評価を実施するときは（例：プロジェクトの影響を20年にわたって評価）、ベースライン
がその期間でどう変化するかを考える必要がある。例えば、自社がプロジェクトを実施しなくても、自然資
本は他の圧力（例：人口の流入、気候変動、他のビジネスの影響）によって変化する可能性がある。自社の
プロジェクトと無関係に起こる変化は、「ビジネス・アズ･ユージュアル」（BAU）または「将来予測」（どのみ
ち起こると予想されること）とも呼ばれる。これらのトレンドを考えることで、プロジェクトを「実施する場
合」のシナリオと「実施しない場合」のシナリオを有意な方法で比較することができるようになる。
表3.6に、さまざまな評価対象とバリューチェーン・オプションのベースラインを選ぶときに考慮すべき点を
概説する。
表3.6
ベースラインを選択する際の主な考慮点

コーポレート プロジェクト 製品

 ‒ ベースラインとして過去の年のデー
タ、もしくは昨年の始めと終わりのデ
ータなどがあり得る。

 ‒ ベースラインを財務報告や戦略的時
間枠と合わせると役立つだろう。

 ‒ セクター内とセクター間で）他社の実
績とベンチマークを行うとさまざまな
ことが明らかになるだろう。

 ‒ プロジェクト・レベルの評価には、ベース
ラインや代替オプション・シナリオが必要
になることが多い。

 ‒ オプションを1対1で比較したり、複数のオ
プション同士を比較したり、また一つのベ
ースライン・シナリオに対して一つまたは
複数の代替シナリオを比較したりでき
る。

 ‒ プロジェクトのベースラインは、自然資本
のストック（程度と状態）を評価する詳細
な調査に基づいて設定されることが多
い。

 ‒ プロジェクトまたはサイト・レベルのベー
スラインは、ある特定の時点（例：会社が
そのサイトの支配権を得たときや、数年前
の過去の状態）のこともあれば、時間とと
もに発展していくもの（通常は、「ビジネ
ス・アズ･ユージュアル」のように徐々に変
化し予想できるもの）もある。

 ‒ 製品評価のためのベースラインの設定は難題
であることがある（特にライフサイクル評価ツ
ールを使っている場合）。 

 ‒ 製品のベースラインを設定する前に、他の同
様の評価をレビューすると良い。

バリューチェーン

 ‒ 細かくセクター分割された経済的な産業連関表を使えば産業界のバリューチェーンの構造について有益な情報を得られ、自然資本ま
で拡張することでバリューチェーンに沿って自然資本への影響と依存度のバランスについても情報を得られる。

 ‒ バリューチェーン全体に適切なベースラインを確立するには、評価の対象とするバリューチェーンとベースラインとするバリューチェーン
が地位的に同じ地域にあり、他の構造上も類似性を持つなど、単純化のための仮定を置くことが必要になる。

 用語集
ベースライン
本書において、事業活動に起因する自然
資本の変化を比較対照できる開始点また
はベンチマーク。
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b. シナリオ
価値評価の概念は少なくとも2つのシナリオ（つまり前述のベースラインと価値評価の対象となるシナリ
オ）の間でアウトプットと影響を比較できるということに基づいている。
考慮するシナリオのタイプには、次のようなものがある（McKenzie et al. 2012）。
• 「介入」シナリオもしくは検討中の実際のシナリオ（例えば、代替の開発プロジェクトやプロジェクト・ロ

ケーションの比較、製品内に使われている代替材料の比較など）。
• 可能性のある想定外の未来を評価する「探索」シナリオ（リスク評価で使われることがある）。
• 明らかに望ましい、もしくは望ましくない未来を記述する「ビジョン」シナリオ（リスク評価と戦略評価で

も使用）。ビジョン・シナリオは潜在的なビジネス･アズ･ユージュアルのシナリオに情報を与える目的でも
使われる。

• 「反事実」シナリオとは、その会社が操業しなかった場合に起こると想定される、現地の状態とその環
境条件を記述するシナリオ。さまざまな視点（ステークホルダーや専門家より）を説明するため複数の反
事実シナリオを考慮することもあり得る。

これらは開始点であって、こうでなければならないというものではない。目的によっては別のシナリオが適
している場合もあることに注意。本書では、シナリオ分析についてこれ以上のガイダンスは提供しない。
ビジネス用途が「オプションの比較」である場合には、シナリオを使うことをお勧めする。
c. 空間的境界
空間的境界を確立するということは、その評価がどこの地理的エリアを考慮するかを決めるという意味で
ある。答えは、ステップ03ですでに決定済の評価対象、バリューチェーン境界、選択した価値視点を含む、
さまざまな要因によって異なる。
例えば、プロジェクト・レベルの評価では、影響のタイプごとに「影響の潜在的エリア」（個別の影響が起
こる総エリア）を含める必要がある。これには以下の点を考慮する必要がある。
• 生態学的関連、野生生物の移動、その他景観レベルの要因により、生物多様性および生態系サービスへ

の影響は、プロジェクトの隣接地域をはるかに超えた地域にまで及ぶかもしれない。
• 水質汚染とそれに関連する課題は、必要に応じて上流、下流、水不足の課題を考慮に入れながら、流域

レベルで評価する必要がある。
• 大気の質の問題に関する評価は、風と分散の結果として影響を受けそうな特定のエリアや特性を念頭

に置くべきである。温室効果ガスの場合、該当する空間的境界は地球全体である。

 用語集 
シナリオ
考えられる未来を記述したストーリー展
開。シナリオは、プロジェクトの代替オプ
ション、ビジネス･アズ･ユージュアル、代替
ビジョンなど、不確実な未来についてさま
ざまな視点と選択肢を探求する。

反事実
活動や操業が行われなかった場合に想定
される状況と環境条件を記述したシナリオ
（出典: Cambridge Natural Capital 
Leaders Platform 2013）。

空間的境界
例えばサイト、流域、敷地、国、世界レベ
ルなど、評価対象とする地理的エリア。空
間的境界は影響と依存度によって異なる可
能性があり、また評価対象、バリューチェ
ーン境界、価値視点その他の要因にも依
存する。

03 評価の範囲を決める
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 用語集 
時間的境界
評価の対象期間。現在の「スナップショッ
ト」、1年間、3年間、25年間、もしくはそれ
以上など。

d. 時間的境界
時間的境界の特定とは、評価の適切な時間枠を決定するということである（影響や依存度を、何日、何カ
月、あるいは何年にわたって評価・比較するのか?）。評価対象期間は目的と関連し、評価対象、マテリアル
な影響や依存度に応じて決める必要がある。これは、以下のような問いに関係がある。
• 評価は過去や現在、将来の影響と依存度をカバーすべきか?
• 最も適切な時間的ベースラインは何で、いつなのか?　企業は自然資本における変化を、元の「原生」状

態あるいはその企業が実質的な支配権を得た状態との比較で考えるべきなのか?　
• 評価はどの程度の期間をカバーするのか?　例えば、評価は特定時点における状況の「スナップショッ

ト」に限定するかもしれない。あるいは特定の会計年度や、プロジェクトの予定期間全体をカバーするか
もしれない。大型合併や買収・売却といった社史上の節目によって重要な時間枠を特定することもでき
る。過去の埋没コストや将来の廃棄コストをどの程度含めるべきかは、目的とスコープに対する問いに
応じて決まる。

注：ステップ04で扱う関連課題・マテリアルな課題の特定は、望ましいスコープに影響することなので、ス
テップ04の後、ここで決定した境界、ベースライン、シナリオについて再検討する心積もりをしておくこと。

3.2.7 計画立案の主な課題に対処する
上述した検討の結果は、計画とリソースの制約（アクション1.2.3.cを参照）に照らして調整する必要がある
かもしれない。これらの制約は、どのスコープが実際に達成可能かを決める「必須の成功要因」と考えら
れ、以下を含む。
• タイムスケール：評価をどれだけ迅速に行う必要があるか?  予想される作業期間に向け十分な時間を

織り込んだか?　
• 資金・リソース: 使える予算と人的資源は？評価を支援する他の財源が社内または社外にないか？さま

ざまな価値評価手法のコストの目安を表7.1に示しているので、参照されたい。
• 能力：評価を行うにあたり、社内で活用できるスキルは何か、（必要な場合）どのようなスキルが追加で

必要か、どの経営判断に影響を与えたいかにより、環境経済学、調査、データ分析、数学的・統計的モデ
リング（スプレッドシートによる平均値や推定値の算出から、複雑な統計的・計量経済学的パッケージ
の使用まで）、ステークホルダーのマッピングと参画、コミュニケーションなど、幅広いスキルと専門知
識が必要になるかもしれない。このリストは必要なスキルを網羅している訳ではなく、あくまで検討の出
発点を示していると考えてほしい。

• データの入手・アクセス：データに対してどんな制約が予想されるか？また他言語に翻訳するうえで必要
な要件は？

• ステークホルダーの関係：調査を行い、将来的に解決策を実施するために、ステークホルダーとの関係
をどの程度まで特定し確立する必要があるか？ステークホルダーの適切な参画レベルについてはアクシ
ョン2.2.2で検討した。

注: ここで特定した主な計画上の課題が今後の成果に影響しそうな場合は、このステップの前のアクション
にいつでも戻る心積りをすること。
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3.3 アウトプット
ステップ03のアウトプットは、表3.7の完成である（下の架空の例を参照）。適用ステージにおける解釈と、
結果のビジネスへの組み込みを助けるために、決定事項に至るプロセスと根拠を記録しておくことが重要
である。

架空の例 NSCI

表 3.7
NSCIのステップ03のアウトプット

問い NSCIの文脈 NSCIの対応

1. 評価対象は？ NSCIは東アジアに加え中南米のコーヒー栽培業者からも買
い付けている。同社はケニアと米国に製造施設を持ってい
る。この初期分析に向け、同社はケニアのサプライチェーンと
製造工程にフォーカスを当てることにした。理由は、ケニアに
はステップ02で特定したすべての問題が存在していたため、
実際に評価を開始するうえでちょうど良かったからである。

ケニアにおける企業レベルの活動

2.  バリューチェーンの境界
は？

サプライチェーンと製造工程両方を対象とすることは、調査
の主目的に基づいて決められた。直接的な活動だけが対象
になり、梱包材や肥料など関連する他のインプットは評価の
範囲に含まれなかった。

ケニアの直営工場と上流のコーヒー
栽培業者。これらの活動への他のイ
ンプット（例：肥料の生産）は評価対
象外。

3. どの価値視点？ チームはステップ02で特定した問題に対処するため、自社の
ビジネスと社会に及ぼす影響、およびビジネスの依存度を考
える必要があると認識した。

ビジネスへの価値と社会への価値

4. どのタイプの価値? NSCIのチームはシニア・マネジメントを念頭に、価値はすべ
て金銭的に表現すると決めた。ただし健康への影響（例：大
気中への排出物）については定量的数値を障害調整生存年
数（DALY: Disability-Adjusted Life Years）で表現すること
とした。DALYは疾病が個人に与える負担を定量化する指
標。1 DALYは「健康的な」人生1年分が失われるということ
を表し、早期死亡（失われた人生の年数）と病的状態（障害
で重み付けした疾病期間）の要素からなる。

金銭的、定量的（具体的には健康に
関するDALY指標）

5. 影響、依存度、どちらを評
価？

NSCIは評価結果を、リスクと機会の完全な評価に活かした
いと考えているため、影響と依存度の両方の評価が必要であ
る。

影響と依存度を考慮する。

6.  他に考慮すべき技術的課
題

a) ベースライン
b) シナリオ 
c) 空間的境界
d) 時間的境界

a) ベースライン: 現在の状態
b) シナリオ: 公表されているIPCC（気候変動に関する政府間パネル）の予測値に基づく気候変動
c) 空間的境界: ケニアにある規模上位3位までの製造施設と農場  
d) 時間的境界: 今後10年間

7. 主な計画上の課題  ‒ プロジェクトを効率的に完遂するには、NSCI内でのデータの利用可能性と課題の初期理解が求め
られる。同社は、評価に使えるデータは限られているが、このような概観的な評価には十分である
と考えている。

 ‒ NSCIでは8カ月後に戦略立案会議が予定されており、評価結果はその場で発表されなければなら
ない。

 ‒ NSCIは評価を支援するため、5万米ドルと環境マネジャーの時間の20%を投入する。既存スタッフ
は評価の実施に必要な経験とスキルのほとんどを持っているが、環境経済学者と気候変動専門家
の支援をある程度必要とする。

03 評価の範囲を決める
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04
4.1 はじめに
ステップ04を完了することで以下の問いに答えられるようになる。 
どの影響や依存度がマテリアルか? 

ステップ04では、どの影響や依存度が自然資本の評価の対象として最も関連性が高いか検討する。関連
性を考える参考として、可能性のある影響と依存度のリストを提示している。また、自然資本評価に最も関
連性の高いものを優先付けするプロセスとその目的について説明する。ただし、影響や依存度はそれぞれ
の評価の文脈に応じて独立して考える必要があるため、本書では、影響と依存度を網羅することを意図し
ていない。
本書において、意思決定に使われる情報の一部として自然資本への影響や依存度の価値を考慮した結
果、その意思決定が変わる可能性がある場合、自然資本への影響や依存度はマテリアルであるとする。マ
テリアリティ評価とは、その評価の目的と用途に照らして何がマテリアルか、あるいは何がマテリアルにな
りうるかを検討するプロセスである。

開示に関する重要な注意点
マテリアリティは、一般語であり、法的概念でもある（Corporate Reporting Dialogue 2016）。自然資
本プロトコルにおけるマテリアリティは、（例えば米国最高裁判所で定められているように）多くの国・
自治体において正式な企業報告に適用されるマテリアリティの法的概念と必ずしも同等ではない。世
界中の数多くの企業が自然資本への影響と依存度について定期的に情報を開示している。しかし、自
然資本への影響や依存度について予定している情報開示の解釈（例えば投資家や監督機関、他のステ
ークホルダーによるもの）について不安があるなら、関連の業界や管轄に精通した独立した法的アドバ
イスを求めることをお勧めする。

ビジネスに影響する課題のマテリアリティを評価するアプローチはさまざまある。ほとんどの会社は、リス
ク管理やガバナンス、財務、あるいは戦略部門を通して少なくとも一つのアプローチを経験している。本書
はマテリアリティの評価に特定の手法を指定しない。その代わりに、汎用性があり体系的で透明なプロセ
スを通して評価を実施することの重要性を説いている。既存のアプローチや独自のマテリアリティ評価が
ある場合はそれをこのステップのアウトプットに用い、必要であれば自然資本を含めるために修正を加える
こと。
マテリアリティは、例えば組織全体の戦略、個別プロジェクト、特定の製品またはサービスというように、そ
れぞれの評価対象に合わせて判断することができる（アクション3.2.1を参照）。また、マテリアリティ評価
そのものは定性的、定量的、金銭的のいずれもあり得る。
基本的に、マテリアリティ評価を実施するというのは大枠のスクリーニングのようなものであり、ステップ05
～07の詳細な計測と価値評価を通してさらに深掘りしていくことになる。
計測と価値評価のステージに進み、影響と依存度の価値についてさらに詳しい情報を手に入れたら、ステ
ップ04に戻ってマテリアリティ評価を再検討したくなるのはよくあることである。
影響か依存度どちらか一方に評価の焦点をあてる場合でも、それぞれがお互いに関係し合ってリスクと機
会を創り出すことが多いため、マテリアリティ評価を実施するときは両方を同時に考えるのは有意義であ
る。また、自らコントロールできない間接的な影響や依存度よりも、コントロールできる事業による直接的
な影響と依存度を理解する方が簡単だという点にも留意すること。
最後に、影響や依存度は個別にマテリアルなこともあれば、まとめたときにマテリアルになることもある。
時間とともに積み重なっていく累積効果も考えることが重要である。
ステップ04でマテリアリティ評価を実施したあと、目的（ステップ02）とスコープ（ステップ03）に戻る必要
があるかもしれない。

影響や依存度を検討する

 用語集
マテリアリティ
本書において、意思決定に使われる情報
の一部として自然資本への影響や依存度
の価値を考慮した結果、その意思決定が
変わる可能性がある場合、自然資本への
影響や依存度はマテリアルであるとする
（ 出典：OECD 2015とIIRC 2013）。

マテリアリティ評価
本書において、自然資本評価の目的と用途
に照らして何がマテリアルか、あるいは何
がマテリアルになりうるかを検討するプロ
セスである。

価値
あるもの・事の重要さ、値打ち、有用さ 。

経済的価値
市場価値と非市場価値をすべて含む、人
々にとってのあるもの・事の重要さ、値打
ち、有用さ。より専門的に言えば、ある与え
られた量の物品またはサービスに対する
個々人の嗜好の総和。経済的価値は通
常、物品またはサービスの供給量の限界
増分について貨幣を単位（例：＄／単位）
として表現される。

04 影響や依存度を検討する
自然資本プロトコル
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4.2 アクション
自然資本評価にどの影響や依存度が該当するかを決めるには、以下のアクションを完了する必要がある。
4.2.1 マテリアルとなりうる自然資本への影響や依存度をリストする

4.2.2 マテリアリティ評価の基準を明確にする

4.2.3 関連情報を収集する

4.2.4 マテリアリティ評価を完了する

4.2.1 マテリアルとなりうる自然資本への影響や依存度をリストする 
マテリアリティ評価において最初に行う事は、選択した目標とスコープに対し、関係ありそうなすべての影
響と依存度を考えることである。
ここでは、影響要因、影響パスウェイ、依存度パスウェイの概念を紹介する。自然資本評価を行う上で、こ
れらの用語は必ず理解しておかなければならない。 
本書において、影響要因とは生産へのインプットとして使われる天然資源の計測可能な量（例：建設に使
われる砂と砂利の体積）、またはビジネス活動の計測可能な製品以外のアウトプット（例：製造施設から
大気中に排出されるのNOxの質量）である。本書の文脈外では、環境「アウトプット」は、「残留物」と呼ば
れることもある（例：UNSEEA（国連環境経済統合勘定）の文書など）。
影響要因は一般に定量単位（例：kg、m3、ha）で表され、すでに会社の非財務報告書に盛り込まれている
か、ライフサイクル評価を通して作成されている可能性がある。
影響要因は影響と同じではない。影響は影響要因の結果として起こる自然資本の量または質の変化であ
る。一つの影響要因が複数の影響に結び付いていることがある。

 

 用語集
影響要因
本書において、影響要因とは、生産へのイ
ンプットとして使われる天然資源の計測可
能な量（例：建設に使われる砂と砂利の体
積）、またはビジネス活動の計測可能な製
品以外のアウトプット（例：製造施設から
大気中に排出されるNOxの質量）である。

04 影響や依存度を検討する
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 用語集 
影響パスウェイ
影響パスウェイは、あるビジネス活動の結
果、特定の影響要因がどのように自然資本
の変化を引き起こし、またこれら変化がど
のようにさまざまなステークホルダーにど
う影響を与えるかを示す。

ボックス4.1 影響および依存度パスウェイ
影響パスウェイ
影響パスウェイは、あるビジネス活動の結果、特定の影響要因がどのように自然資本の変化を引き起こ
し、またこれら変化がどのようにさまざまなステークホルダーに影響を与えるかを示す。
図4.1は、産業の典型的な非製品アウトプットである大気汚染の影響パスウェイを示している。この例で
は、ビジネス活動は化成品の製造であり、特定の汚染物質が排出される（ステップ05で計測する影響要
因）。こうした排出物は大気の質を劣化させ（ステップ06で計測する自然資本の変化）、現地の環境によ
ってはさまざまな人々に重大な影響を及ぼす（ステップ07で価値評価する影響）。ビジネス活動に起因
する自然資本の変化は、「アウトカム」とも呼ばれる。
この例では、大気汚染がマテリアルな影響かどうか、もしそうならどの汚染物質と影響が最も関連する
かを理解するため、マテリアリティ評価が必要になる。

図4.1: 
影響パスウェイにおける一般的ステップ 
(出典：PwC 2015）

化成品製造工場でのビジネス活動は影響要因で
ある大気汚染物質を排出する。

ステップ05: 影響要因を計測する ステップ06:自然資本の変化を計測する

ステップ07:影響を価値評価する

影響要因は自然資本の変化（この場合
は大気質の劣化）を起こす。

自然資本の変化は影響（この場合は健
康上の問題）を招く。
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 ボックス4.1 影響および依存度パスウェイ（つづき）
依存度パスウェイ
依存度パスウェイは、あるビジネス活動が自然資本の個々の要素にどう依存しているかを示す。自然資
本について観察されている、もしくは今後観察されると考えられる変化が、ビジネスを行うコストや便益
にどう影響するかを明らかにする。
図4.2は、コーヒー農場の授粉を例として依存度パスウェイを図式化したものである。森林破壊による自
然の花粉媒介者の個体数が減少し、コーヒー生産量の減少や生産コストの増加（商業的な花粉媒介手
段に頼らざるを得ない）が起こる状況を描いている。
この例のマテリアリティ評価では、生産量の減少や花粉媒介の追加コストが、他の考えられる依存度と
比較してビジネスに重大な影響を及ぼしうるかを検討する。 

図4.2 
依存度パスウェイにおける一般的ステップ 
(出典：PwC 2015）

下の表4.1と4.2は、選ばれたいくつかの影響要因と依存度をまとためものであり、何がビジネスにとってマ
テリアルか検討する際に参考にしてほしい。ビジネス活動（例：水利用）には、影響と依存度の両方をもた
らす可能性があるため両方の表に記載されているものがある。分かりやすさのため、本書ではそれらを別
々に取り上げているが、実際の評価では、両方を同時に検討する必要があるかもしれない。

 用語集
依存度パスウェイ
依存度パスウェイは、あるビジネス活動が
自然資本の個々の要素にどう依存するか
を示す。自然資本にについて観察されてい
る、もしくは今後観察されると考えられる
変化が、ビジネスを行うコストや便益にど
う影響するかを明らかにする。

 コーヒー生産工場におけるビジネス活動はコーヒーの授粉
に依存する。

自然資本の変化
はビジネスの依
存度に影響する
ため、花粉媒介
サービスを外部
から持ち込む。

花粉媒介

自然資本の変化
は、以下の理由に
より蜂の個体数を
減少させる。

- 企業自身
 （例：農薬の
 過剰利用）

- 自然の変化
 （例：異常気象）

- 他社の活動
 など、人為
 的な変化
 （例：生息環
 境の変化）

ステップ05: 依存度を計測する

ステップ07: 依存度
を価値評価する

ステップ06: 自然
資本の変化を計測
する

04 影響や依存度を検討する
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表4.1
影響要因の例

ビジネスのインプ
ットまたはアウト
プット

影響要因の分類 計測可能な影響要因の例

インプット 水利用 地下水、地上水の利用量など

陸上生態系の利用 農業用地のタイプ別面積、植林地のタイプ別面積、露天
掘り採鉱場のタイプ別面積、など

淡水生態系の利用 水浄化や魚の繁殖などの生態系サービスを提供するの
に必要な湿地帯、池、湖、水路、河川、泥炭地の面積。
橋やダム、防潮壁など、河川と湖を使うために必要なイ
ンフラの面積、など

海洋生態系の利用 水産養殖地のタイプ別面積、海底採掘地のタイプ別面
積、など

その他資源の利用 鉱物の採掘量、天然捕獲した種ごとの漁獲高、天然捕
獲した種ごとの哺乳類捕獲数

アウトプット 温室効果ガスの排出 二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、亜酸化窒素(N2O)、 六
フッ化硫黄(SF6)、ハイドロフルオロカーボン類(HFCs) 、
パーフルオロカーボン類(PFCs)、など

温室効果ガス以外の大気汚染物質 微粒子物質 (PM2.5) および粒子状物質 (PM10)、揮発
性有機化合物(VOCs)、窒素酸化物 (NOとNO2、一般に
NOxと呼ばれている)、二酸化硫黄 (SO2)、 一酸化炭素 
(CO)、など

水質汚染物質 水塊に放出される栄養素（例：硝酸塩とリン酸塩）やそ
の他物質（例：重金属と化学物質）の量

土壌汚染物質 土壌に放出され一定期間残留する廃棄物の量

固形廃棄物 分類別（無害、危険、放射性）、構成素材別（鉛、プラス
チック）、または廃棄方法別（埋め立て、焼却、リサイク
リング、専門業者による処理）の廃棄物の量

生活妨害 影響下にある場所の騒音の音の大きさ（デシベル）と期
間、光の明るさ（ルーメン）と期間、など 
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表4.2
依存度の例

ビジネスのイン
プット

依存度の分類 個々の依存度

消費材 エネルギー 太陽、風力、水力、地熱、バイオ燃料、化石燃料

水 淡水 (地中、地表、雨)または海水

栄養素 人間または動物の食べ物

ミネラル 木材繊維、遺伝資源、金属、鉱物、植物／動物原料

非消費財 物理環境の調整 洪水の減衰、水質調整

生物環境の調整 作物の害虫抑制、授粉

廃棄物と排出物の調整 廃棄物の分解吸収、騒音や粉塵の抑制

経験 自然を生かしたレクリエーション、観光業

知識 自然からの情報（例：バイオミミクリー）

福利と精神的／倫理的価値 従業員の満足度とストレス解放、社内のスタッフや業務
を支える神聖な場所やその土地特有の伝統

注: 上記のリストはあくまで一例であり、ここに記載されてなくても、関連性がある影響や依存度は考慮す
る必要がある。

4.2.2 マテリアリティ評価の基準を明確にする
マテリアルだと考えられる課題をリストにまとめたら、どの影響と依存度が最も重大かを判断するための
基準を決める必要がある。
ただし、基準を決める前に、まずはそれらの影響と依存度が誰にとって最も重大なのかを特定する必要が
ある。そのためにはステップ03で選択したコンポーネントを見て、検討するのはビジネスか社会のどちらに
とっての価値か、それとも両方にとっての価値かを考える必要がある。一般的なアプローチとしては、マテリ
アルな課題が役員にとってどれだけ重要かを考える、という方法がある。役員はビジネスと社会両方の視
点を考慮しなければならないからである。過去の役員会の記録を見れば役員が何を重要と考えているか
は分かるが、将来何が重要になるかまではわからない。したがって、自然資本インパクトや依存度は時間の
経過でどの程度変わっていくかを考慮に入れることが重要である。
以下の基準が考えられる。
• 経営: 自然資本への影響や依存度が企業経営、プロジェクトの実行、既存または新製品の価値にどの程

度大きな影響を与えるか。
• 法と規制: 自然資本への影響や依存度がどの程度まで訴訟や法的責任を招く可能性があるか（例：排

出料や採掘量の割り当て、環境への影響の軽減策など）。
• ファイナンス:自然資本への影響や依存度が資本へのアクセス（資本コスト」）、投資家の利益、保険の

条件にどの程度まで影響するか。
• 評判とマーケティング: 自然資本への影響や依存度が製品ポートフォリオ、会社のイメージ、顧客その他

のステークホルダーとの関係（例：顧客の嗜好の変化）にどの程度の影響を与えるか。
• 社会的: 自然資本への影響や依存度が社会にどの程度の大きな影響を及ぼすか。

04 影響や依存度を検討する
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4.2.3 関連情報を収集する 
次に、自然資本への影響や依存度のそれぞれについて、選択したマテリアリティ基準に基づきマテリアリテ
ィを評価するために必要な情報を収集する必要がある。
次のようなタイプの情報を収集することになるだろう。
• 影響や依存度のタイプ
• 影響や依存度の規模
• 影響や依存度が（ビジネスや社会に）与える結果
• タイムスケール（短期、中期、長期）
この情報を収集するには、以下のことが必要になるかもしれない。
• 専門家の意見や分析、主要な問題についての既存の情報（例：環境影響評価の結果）と現場の知識を

活用する。
• 社内外のステークホルダーにコンサルテーションする（例：インタビュー、ワークショップ、アンケート調

査）。
• 個々の問題について公開情報を集める（例：関係する場所のケーススタディ、土地利用図、絶滅危惧種

の評価）
• 簡単に目安となる価値評価を行う（例：総売上高のうち特定の生態系や非生物的サービスに依存してい

る割合は？関連する製造資産の金銭的価値は？）
• （該当する場合には）専用のセクター・ガイダンス（例：自然資本プロトコルのセクターガイド）を参照す

る。
社外コンサルテーションは有益だが、適切な方法を使い、専門家の判断を仰ぐとともに、定性的、定量的
調査を十分に行っていれば、必ずしも必要というわけではない（ステークホルダーとふさわしい参画レベ
ルの見つけ方については2.2.2を参照）。
注：収集する情報を決めるときは、どこから情報を収集するのか、誰がいつそれを整理するのか、どこに保
管するかについても決めておくことが重要である。
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4.2.4 マテリアリティ評価を完了する
必要な情報が揃えば、4.2.2の基準に基づいてそれぞれの自然資本への影響や依存度の相対的なマテリア
リティを評価し、ビジネスと社会にとって重要なものを特定できるはずである。
マテリアリティ評価を実施するに当り、幅広いスキルを持つ関係者を集めたグループを作り、そのグループ
が一貫して評価を行うようにすることをお勧めする。ランク付けするときは閾値を設定し、その値を超える
ものは重要な課題であると判断するようにし、また自らが影響や依存度にどれだけ影響を与えられるかに
ついても考えるとよい。
マテリアルとなり得る自然資本への影響や依存度を評価し、ランク付けしたら、それらをマテリアルであ
る、明らかにマテリアルでない、まだ不明、と分類できるはずである。この結果、評価に含めるマテリアル
な影響要因や依存度のリストが出来上がる。
不明なものが残っている場合、マテリアリティを判断するためさらなる情報収集かコンサルティングが必要
となる。影響や依存度をマトリックスにプロットすれば便利である（図4.3で解説する例を参照）。

図4.3
マテリアリティ・マトリックスの例

ビジネスへの重要度

社
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度

対
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影響の重大性 変化の可能性

04 影響や依存度を検討する
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4.3 アウトプット
ステップ04のアウトプットは、マテリアルな影響や依存度と自然資本の変化について優先付けされたリスト
である。これは、自然資本評価に含められ、ステップ05～07で活用される。
これは、先に設定した基準に従ってランク付けされたリストであろう。表4.3は求められるアウトプットの例
であり、ここではNSCIの架空の例を基に作成した。

架空の例 NSCI

NSCIのチームは、評価の目的とスコープが適切であることを確認するため、影響および依存度パスウェ
イのマッピングを実施し、マテリアリティ・マトリックスを作成した。表4.3はNSCIの影響および依存度
パスウェイを要約したものである。複数のパスウェイを一括して簡単に検討できるよう、ボックス4.1のよ
うな図ではなく表にしてある。
製造における大気排出の影響要因が2行あるのは、ビジネスへの影響に加え、人々に及ぼす影響を検
討しているからである。人々へのコストは内部化することを想定している。
表 4.3
NSCIのステップ04のアウトプット：マテリアルとなり得る自然資本影響・依存度パスウェイ 

課題 影響要因/依存度 自然資本における変化 ビジネス/社会への価値

（社会への）サプライチェーン
の影響： 水利用

ビジネスの水利用 きれいな地上水と地下水の不
足が深刻化

汚い水の利用に伴う人々の健
康へのコスト

サプライチェーンのビジネス依
存度：花粉媒介

コーヒー作物に必要な花粉媒
介

蜂による花粉媒介の減少 生産高の減少や移動型授粉サ
ービス採用のコスト

（社会への）製造インパクト：
大気排出

粒子状物質と二酸化窒素の排
出

大気質の劣化 吸引による人々の健康へのコス
ト

（ビジネスへの）製造インパク
ト：大気排出

粒子状物質と二酸化窒素の排
出

大気質の劣化 人々への影響の結果、規制強
化でビジネスのコスト増大（内
部化）

製造ビジネスの依存度：洪水リ
スク

安定した操業環境に必要 沿岸部の洪水リスク増大 洪水リスクの増大によるビジネ
ス・コスト

マテリアリティを検討し、評価のスコープを確認するにあたって、チームは社内ステークホルダーを参
画させ、彼らの見解の理解に努めた。また、他のステークホルダーにとってのマテリアリティを把握する
ため公開情報を使用した。チームの調査は以下のとおりである。
• 施設のスタッフおよび農家との簡単なインタビュー
• 同社の環境管理システム（EMS）および財務システムから社内データをレビュー
• IPCCの気候予測、海面上昇予測、蜂の個体数におけるトレンドの生態学的レビュー
チームは現在のマテリアリティと、今後10年間で問題がさらに深刻化する可能性について検討した。マ
テリアリティ評価により判明したことは表4.4の通りである。
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表4.4
NSCIのステップ04のアウトプット：マテリアリティ基準に基づく課題のランク

マテリアリティ
基準

淡水供給 洪水防備 花粉媒介 大気質

経営 中
製造施設は現在、水に対
するコストが低い地域に
ある。しかし、チームは、
気候変動による水不足が
深刻化し、将来的にコス
トが増える可能性を指
摘。

高
ケニアの施設は沿岸部に
あり、洪水が増加すれば
影響を受ける。チームは、
海水面の上昇、異常気象
の頻度や深刻度の増加と
ともにとともに洪水のリス
クが高まる可能性を指
摘。

高
栽培業者はコウモリと蜂
の花粉媒介に依存してお
り、土地利用の変更や気
候変動により影響を受け
る可能性がある。チーム
は、気候変動、生息地の
喪失、近隣農家での農薬
使用量の増加により蜂の
個体数の減少が見込まれ
ると指摘。

中 
大気の質の悪化がビジネ
スの及ぼす直接的な影響
は微々たるものだが、規
制の変更により機械類の
アップグレードに多額のコ
ストがかかる可能性があ
る。チームは、大気質に伴
うリスクは製造施設周辺
の都市化の進行によりさ
らに高まると指摘。

法と規制 高 
水利用の制約でコストや
使える水量に影響が出る
可能性

特に問題は見当たらず。 特に問題は見当たらず。 高
規制当局は大気汚染対策
を模索中である。

ファイナンス 関連なし。 NSCIは評価対象の活動に関して資金調達を必要としていない。しかしチームは、NSCIの評判が危
うくなった場合、出資者は他の活動への出資を躊躇する可能性を認める。

評判とマーケティ
ング

中 
水不足が深刻化するにつ
いて、NSCIの水利用によ
り他の利用者が使える浄
水が減少することにな
る。

特に問題は見当たらず 特に問題は見当たらず 高 
NSCIの操業からの排出
は総排出量に比して大き
くないが、最も目立つ製
造施設であり、主要な排
出者と思われている。

社会 中
水をめぐる争いが将来起
こり経営にも影響する可
能性がある。

中
洪水により現地住民も影
響を受ける。

高
他の栽培業者や地元の小
規模な自作農も、さまざま
な作物栽培で花粉媒介に
依存している。

高 
製造施設周辺の地元住民
は大気質劣化の影響を受
ける。

ステップ04の完了後、NSCIのチームは影響と依存度のリストが次のようになることを確認した。
• サプライチェーンの影響：水利用が人々に与える影響
• サプライチェーンの依存度：気候変動により脅威にさらされる水利用と花粉媒介のコストや便益
• 製造の影響：大気汚染の地元住民への影響と、これら影響が将来的にビジネスに及ぼす可能性の

あるコスト
• 製造の依存度：気候変動に伴う潜在的な洪水増加のコスト
どんな規制の変更も社会への影響の度合いにより行われると考えられることから、大気汚染について
は社会とビジネス両方にとっての影響を含めることを、チームは特に重視した。また、自社の水利用が人
々に及ぼす影響がビジネスにも影響をもたらす可能性は分かったものの、この初期評価ではスコープ
に含めないことを決めた。 

04 影響や依存度を検討する
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計測と価値評価のステージは3つの一連のステップで進める。
ステップ  各ステップが答える

問い
アクション

05 影響要因や依存度を
計測する

影響要因や依存度をど
う計測するか？ 5.2.1  活動を影響要因や依存度に対してマッピングする

5.2.2  どの影響要因や依存度を計測するかを定義する

5.2.3  影響要因や依存度を計測する方法を決める

5.2.4 データを収集する

06 自然資本の状態の変
化を計測する

ビジネスの影響や依存
度に関連した自然資本
の状態とトレンドはど
う変化しているか?

6.2.1  ビジネス活動と影響要因に関連する自然資本の変化を特定
する

6.2.2  外部要因に関連する自然資本の変化を特定する

6.2.3  自然資本の状態に影響を及ぼすトレンドを評価する

6.2.4  変化の計測方法を選択する

6.2.5  計測を実施もしくは委託する

07 影響や依存度を価値
評価する

自然資本への影響や依
存度の価値は? 7.2.1  影響や依存度の結果を定義する

7.2.2  付随するコストや便益の相対的重要性を検討する

7.2.3  適切な価値評価方法を選択する

7.2.4  計測を実施もしくは委託する

補注
このステージに取り掛かる前に、評価結果の解釈と使い方について解説している適用ステージのステップ08を理解しておくこと。目的によっ
てはステップ05～07にも関係してくる。
このステージは単純な環境データ収集から複雑な生態学的モデルや高度な計量経済学的分析にいたるまで、多種多様な方法について案
内する。このステージはこれまで解説してきたさまざまな手法の主な特長を理解するために十分な情報を提供するが、各ステップを完了する
には、ライフサイクル分析（LCA）の専門家、生物多様性の専門家、経済学的または生態学的モデルの専門家、環境経済学者といったスキ
ルを持つ人々のサポートが必要かもしれない。社内にこうしたスキルがない場合は、社外の専門家を探す必要があるかもしれない。
プロトコルは個々の計測または価値評価方法をどのようにして適用するか、詳しく指示はしない。その代わり、これらの方法について学術
的、実践的、あるいは政策関連の文献を数多く紹介している。

計測と価値評価のステージ
どのように?

自然資本プロトコル
計測と価値評価のステージ
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このステージの3つのステップは、ボックス4.1で紹介した論理的な流れに従っている。以下の2つの
例で再度説明する。
例1: 
企業は製造工程における水利用のコストと便益を評価するために、次のことを行う。
• 特定のビジネス・プロセスのために取水された水の体積を計測する（ステップ05） 
• 取水による自然資本の変化を理解することで、取水が社会やビジネスに及ぼす影響を定量化する

（ステップ06）。
• 自然資本の変化に伴い、ビジネスや社会にもたらされる結果を価値評価する（ステップ07）。
ステップ05で実施した計測だけでは取水の重大さを説明できない。ステップ06で定量化すること
で、取水によって水系に変化が生じたか、また水系に他の利用者の現在もしくは将来的なニーズを満
たすのに十分な量が残っているかがわかる。これをステップ07で価値評価することで、これらの変化
がビジネスや社会にどのような意味があるのかを明確にできる。
例2:
温室効果ガス（GHG）排出のコストと便益を評価するには、次のことを行う。
• GHGプロトコルを使ってGHGの排出量を二酸化炭素換算（CO2e）で計測する。これだけでは排出

量の実際の「影響」はわからないことに注意。
• 「影響」を理解するには、大気中にGHGを排出した結果引き起こされる自然資本の変化を理解す

る必要がある（ステップ06）。また、そのためには大気化学と気象学を理解し、気候変動が降雨パ
ターン、海の酸性度、台風の頻度と強さ、海水位等に及ぼす結果を予測できることが必要である。

• 次に必要なのが、自然資本におけるこうした変化が人々にもたらす結果を価値評価することである
（ステップ07）。GHG排出による気候変動のケースでは、現在と将来において自然と人間の共同
体に及ぼされる影響を推計し、これらを現在の経済用語で表現するということである。

大変な作業に見えるかもしれないが、このケースではあらかじめ実施されていた気候変動の科学や
経済学についての膨大な調査が存在したために比較的容易になっている。この結果、企業は科学や
政策の文献から「炭素の社会的コスト」の現時点での適切な推計を把握できる。この推計はステッ
プ06とステップ07で説明した作業をすでに取り込むものであり、したがってステップ05で計測した排
出量に直接適用できる。
とはいえ、自然資本評価における水、生物多様性、その他多くの分野では、評価の場所や文脈で適
切に利用できる事前調査は少ない。したがって、自然資本の変化を見積もるとともに、これらの変化
が社会、ビジネス、もしくはその両方にどう影響するかを評価するには、文脈に応じた綿密な調査が
まだ必要である。
以下の表MV.1は、ビジネス用途の選択に応じて、このステージのステップにどう取り組むかをまとめ
たものである 。

計測と価値評価のステージ
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表MV.1
ビジネス用途と計測・価値評価ステップの関係 

ビジネス用途 特定の計測・価値評価ステップとアクションとの関係

リスクと機会を評価する すべてのステップとアクションに関連する可能性あり
ここではステップ06が特に重要。理由は、重大な生態学的閾値に近い場合、つまり、不可逆的な変化
の可能性がある場合、リスクが高いからである。

オプションの評価を実施す
る

ステップ07において：
 − 複数のオプションについて、初期の概観的なスクリーニングと優先付けには定性的価値評価で十分
な場合もある。
 − 各オプションに伴うさまざまな影響（または依存度）を、共通のものさしで詳細に比較し、また集合
的な影響を評価するには、金銭的価値評価が役立つ。

各ステークホルダーへの影
響を評価する

効果的な分布解析を可能にするには、ステップ07で影響を受ける人 を々ステークホルダー・グループご
とに区分けする必要がある。

総合的な価値や正味の影響
を推定する

ステップ07で金銭的価値評価を行うことで、同じものさしを使ってさまざまな影響を集約することがで
きる。これにより、ビジネス価値もしくは社会的価値の観点から、評価対象の影響が正味でプラスかど
うかを判断できる。
一つの影響分野におけるネット・インパクトが焦点なのであれば、文脈を十分考慮に入れる限り、定量
的アプローチが好ましい

社内外とコミュニケーション
を図る 

ステップ05で解説したような自然資本に関する定性的、定量的な情報に関するコミュニケーションは、
従来行われてきたことであり、サステナビリティ報告においては比較的一般的である。
自然資本の（ビジネスや社会に対する）価値評価の結果（ステップ07）を伝えるのは、比較的最近の
傾向だが、ますます一般化しつつある。

このステージのアクションは、ステップ03で紹介した3つのコンポーネント（ビジネスへの影響、社会への
影響、ビジネスの依存度）の全てに適用できるものの、相対的な重要性と、特定の方法を適用できるかど
うかという点で異なる。
表MV.2に、これら3つのコンポーネントそれぞれに応じてステップがどう変わるかを簡単に説明する。
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表MV.2
各コンポーネントにおける計測・価値評価ステップの概要 

コンポーネントに応じて異なるアクション

影響要因や依存度を計測す
る （ステップ05）

 − ビジネスへの影響や社会への影響を考える場合、影響要因（例：大気への排出、水域や土壌への放
出、土地や資源の利用）を計測したり見積もったりする。
 − ビジネスの依存度を考える場合、できる限り定量化した単位で（例：水の総利用量や、製品1単位あ
たりの水の量）、自然資本への依存度（例：食物、繊維、燃料、洪水対策、地域の気候調整）を計測
する。

自然資本の状態の変化を計
測する（ステップ06）

 − ビジネスへの依存度を考える場合、このステップはさほど重要でない場合がある。しかし、自社の活
動に関連する自然資本の物理的変化が非常に大きく、跳ね返って自社にも影響する場合（例：操業
の社会的許可を失う）は重要なステップとなる。
 − 社会への影響を考える場合、各影響要因に関連する自然資本の変化を測定する（例：汚染物質の濃
度の変化、土壌の肥沃さ、森林の範囲と質、繁殖期の鳥のつがいの数など）。このステップは、影響
要因がどのようにして自然資本の物理的変化をもたらすかを理解するのに重要である。その後、この
情報に基づき、社外の人々がどのように影響を受けそうかを見積もる。
 − ビジネスの依存度を考える場合、ビジネスが最も依存する自然資本資産の物理的状態を評価するこ
とになる。これには、自然資本のトレンド（例：改善、劣化、安定）とこれらトレンドの要因、既知の生
態学的閾値にどれだけ近づいているか等が含まれる。依存度に関連するリスクのレベルを評価する
には、これら一つひとつが重要になる。

影響や依存度を価値評価す
る （ステップ07）

 − ビジネスへの影響を考える場合、関連する影響要因がビジネスに対し、現在および将来にわたりどの
ような金銭的結果をもたらすのかを価値評価することになる。価値評価は以下を見積もることで行
う。
 − 環境税、許可、罰金など、現在または将来の規制コスト
 − 処理や削減のコスト
 − 規制要件を満たす、または資源の制約に適応するための遅延および混乱のコスト（評価の範囲によ
る）。

潜在的な将来コストを予測する場合、バリュー・アット・リスク（VaR）を計算するため、こうしたコスト
が発生する確率とその規模を評価する必要がある。

 − 社会への影響を考える場合、予想される自然資本の変化が、社会に対して現在および将来潜在的に
どのような結果をもたらすかを価値評価する。プロトコルで社会への影響を価値評価するということ
は、ビジネスの影響や依存の結果引き起こされる自然資本の変化が、人々の福利をどう変化させるか
を測定するということである。社会的価値は社会全体、もしくはさまざまな形で影響を受ける特定の
集団に対して見積もる
 − ビジネスの依存度を考える場合、それまでのステップで計測した依存度に関連して、ビジネスに対す
る現在および潜在的な将来の金銭的結果を価値評価する。依存度の金銭的価値に関わる他の要因
としては、代替インプットのコストや資源効率を改善するためのコストがある（例：新たなプロセス技
術）。

計測と価値評価のステージ
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このステージをどのように計画すべきか？  
自然資本評価の計測および価値評価ステージを通じて、以下の問いを念頭に置くこと。
データの利用可能性と品質はどうか?　時間的にも予算的にも一次データを収集できない場合、所有権で
保護されているかもしれない二次データに頼ることを検討する必要がある。それができないなら、新たに
社内データを収集する承認が必要になるかもしれない。
• 社内に評価を実施できるだけの専門知識（例：環境科学や環境経済学）と能力を有する人がいるか？い

ない場合は、何のスキルが必要で、それらスキルを提供できるのは誰か？
• 目標達成の妨げとなりそうな予算または時間的制約はあるか？無料で使える統計その他のリソースはた

くさんあるが、特にバリューチェーンにおける上流または下流の評価については、所有権で守られていた
り、使用料が高い、もしくは展開に長い時間がかかるデータベースやモデルを必要とすることもある。

• 事業の中に、時間の経過とともにデータの一貫性に影響しそうな動的側面（取扱商品の季節変動、アウ
トプットの量、継続的効率化要因）はあるか？

• 影響に関する規制や、依存している主な資源へのアクセス条件はどの程度安定しているか、また将来的
な変化をどう追跡していくか？（例：段階的に厳しくなる排出量の上限）。

表MV.3は、各コンポーネントの計測・価値評価ステージに対する計画上の考慮点をまとめたものである。

表MV.3
計測・価値評価ステップにおける個々のニーズに即した計画立案

コンポーネント

個々のニーズ ビジネスへの影響 社会への影響 ビジネスの依存度

定性的、定量的、金銭的価
値評価

通常は金銭的評価だが、定性的
または定量的価値評価も可能。

社会的価値は定性的、定量的、
または金銭的単位で表現。

一般には金銭的価値評価だが、
定性的、定量的価値評価も可能｡

必要なリソース：時間とスキ
ル

必要なデータと専門知識は社内
にあるため、一般には他の2つの
コンポーネントよりも必要な社外
リソースは少なくてすむ。
依存度の評価や社会への影響の
価値評価と比較して専門的知識
は少なくて済む。

一般にはより多くのリソースが必
要。
環境および厚生経済学者の専門
知識が重要と思われる。

貴社が依存する自然資本におけ
る変化の外的要因を評価するた
め、環境/天然資源モデルの専門
家が必要とかもしれない。

ステークホルダーの参画 評価は金銭的コストと便益に関
係し、主に社内で使われるので、
一般に重要度は低い。

価値評価が特定の場所に関係し
ていて、意思決定次第でそれら
場所が大きく改変される可能性
がある場合に重要となる。
多くの場所をカバーし影響が分
散される広範な評価には関連性
が低い（例：サプライチェーン全
体の評価)｡

評価の目的により重要性は異な
るが、他のステークホルダーも同
じ自然資本に依存するかもしれ
ないので、参画が重要なことが多
い。
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05
5.1 イントロダクション
ステップ05を完了すると、以下の問いに答えられるようになる。 
影響要因や依存度をどう計測するか?

ステップ05では、影響要因や依存度に対し適切な計測方法を選択する方法を説明するとともに、分析の
ためのさまざまな指標と方法の例を取り上げる。
このステップを終了する頃には、重大な影響要因や依存度をそれぞれ計測し終えているはずである（定性
的、定量的な単位で）。
影響要因や依存度を直接計測するのは現実的でなく、代わりに情報をもとに推計する必要がある場合も
ある。これについてもこのステップで解説する。
注：文中に特に断りがない限り、すべてのアクションは3つのコンポーネントすべてに関連する。

5.2 アクション
影響要因や依存度を計測または推計するには、以下のアクションを完了する必要がある。
5.2.1 活動を影響要因や依存度に対してマッピングする。

5.2.2 どの影響要因や依存度を計測するかを定義する。

5.2.3 影響要因や依存度を計測する方法を決める。

5.2.4 データを収集する。

5.2.1 活動を影響要因や依存度に対してマッピングする 
このアクションを完了するには、まず評価に関わるすべての活動を明確にする必要がある。
図5.1に、評価の対象となる活動をじっくり考えられるよう、単純化した例を示した。サプライチェーン全体
とプラスチック・カップの製造におけるさまざまな活動を示している。この例では、主な活動が3つのバリュ
ーチェーン・ステージ（生産、処理、製造）にグループ化されており、それぞれに影響要因（インプットとアウ
トプット）がある。これら3つのバリューチェーン・ステージも、同様に自然資本とそれが提供する生態系サ
ービスおよび非生物的サービスに依存し、製造のために水をろ過する生態系やすべての操業に必要な自然
の洪水防御、廃棄物の分解吸収といった、自然資本への依存度をもたらす。
図には、明確に考慮しなければならない副産物も示されている。このケースでは、プラスチック・カップの
製造に使われている原材料の生産と処理に関連する影響要因を、これらプロセスのさまざまな副産物 
（例：石油、化学物質、プラスチック）間で割り当てる必要がある。

影響要因や依存度を計測する

05 影響要因や依存度を計測する
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図5.1
プラスチック・カップの生産に関連する影響要因と依存度を示したプロセス図 

表5.1に、影響要因や依存度に対し活動をどうマッピングするかのテンプレートを示す。

表5.1
活動の例 ‒ プラスチック・カップ生産者用のマッピング・テンプレート

評価対象 バリューチェーンの境界 自然資本の重大な影響要因や依存度

プロダクト 上流
（石油採掘、精製、処理）

影響要因
 − 温室効果ガスその他の大気汚染物質の排出（石油の採掘と処
理）
 − 淡水の利用
 − 水質汚染物質

依存度
 − 水ろ過

プロダクト 操業
（カップの押し出し、成形、販
売、流通）

影響要因
 − 温室効果ガスその他の大気汚染物質の排出

依存度
 − 低い洪水リスク
 − 安定した気候

プロダクト 下流
（使用と廃棄）

影響要因
 − プラスチック廃棄物

依存度
 − 廃棄物の分解吸収

自然資本影響要因
インプット
例、水、土地利用

原材料の生産
例、石油採掘

自然資本影響要因

アウトプット
例、非有害廃棄質、
大気汚染、排水

原材料の加工
例、精製、分解、重合

製造
例、押出成形

自然資本依存度
例、水、土地、洪水防備、
気候調整、廃物の分解吸収
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5.2.2 どの影響要因や依存度を計測するかを定義する
このアクションでは、何を計測するか（指標）と必要なデータのタイプを決める。
重大な影響要因や依存度の計測は、定性的なものも定量的なものもある。
• 定性的指標は専門家の判断に基づき、ステークホルダーの意見を参考にすることもある。定性的計測は

高、中、低、あるいはその他の定義された基準による主観的評価である。 
• 定量的指標は、排出される各種汚染物質の量（例：トン）、資源の消費量（水の立方メートル（m3）、生

息地のヘクタール）、またはプロジェクト期間中における消費速度（m3/日）などの物理単位で表される。
この指標で量を把握できるが、推計する必要がある場合は正確でないことも多い。

お気付きの方もいるだろうが、影響要因と依存度を計測するために必要なデータは同じであることが多
い。図5.1のプラスチック・カップの例では、原材料の加工にはインプットとして水が必要である。水利用に
関するデータは水への依存度を定義するために使用できると同時に、水利用は影響要因でもあり、他の利
用者に及ぼす影響の度合いを計算するために使うことも可能である。淡水生態系に及ぼす影響に関心を
持っている方もいるだろうが、それも影響要因のもうひとつの関連カテゴリーである。影響要因に関するデ
ータを依存度データとダブルカウントするのを避けるため、これらのデータが計算式におけるどこの部分
に相当するかに注意する必要がある。以降のステップでは、計測された影響と依存度は別々の主体（社会
またはビジネス）に属するのでそうしたリスクはない。このステップでは話をわかりやすくするため、影響要
因と依存度に対するデータを別々に議論する。
社内だけで利用できるデータと誰でも使える公的データ、お金を出して入手する商用データを区別する必
要もある。最も重要なのは、評価のニーズに合う指標を選ぶことである。この文脈では、指標とは影響要
因や依存度の状態やレベルを計るために使われる計測形態である。指標は一定期間におけるビジネスの
環境パフォーマンスを追跡したり、ビジネス・ユニット間と他社との間での比較に使われるので、正しい指
標を選択するには慎重な検討が必要である。
また、選択した指標が自然資本の変化の計測（ステップ06）と価値評価（ステップ07）に適していることも
重要である。このため、指標の選択は他のステップにおける計測・価値評価方法の選択と調和が取れたも
のにする必要がある。例えば、排水の影響（影響要因）を計測するための適切な指標は、ビジネスや社会
の観点から見て、放流先の水域（自然資本）に対するどのような影響が重大だと考えられるかに依存す
る。工業廃水が水質に及ぼす影響の指標として、化学的酸素要求量（COD）がよく使われる。CODは水中
の有機化合物の量を計測するため、富栄養化リスク（藻が過度に成長して水中の酸素を使い尽くし野生生
物に影響する）の有益な指標となりうる。しかし、CODは廃水の毒性に関する情報を提供しないため、汚
染物質の排出に伴うヒトの健康への影響を評価するためには使えない。
理想としては、影響要因や依存度を直接計測または推計できるとよい（例：消費した水の量や固形廃棄物
の体積）。それ以外の場合は中間的もしくは代理的指標が必要になる。これらは便利なショートカットであ
り、その後影響要因や依存度を計測または推計するため他の情報と組み合わせなくてはならない。例え
ば、エネルギー、つまり燃料使用量のデータから、大気中への温室効果ガスその他の排出物の量がわか
る。消費した電力（kWh）や使用した燃料（リットル）を排気量（グラム）に変換する排出係数（換算係数）
を紹介している書籍がさまざま出版されている。「GHGプロトコル」は温室効果ガスの排出量を推計する
ための詳細なガイダンスを提供しており、このステップの一環として温室効果ガスの排出量を定量化するた
めに使えることを覚えておいてほしい。
表5.2に影響要因のカテゴリーごとに指標の例を紹介する。これは貴社への影響と貴社が社会に及ぼす影
響についてのみまとめたものである。

05 影響要因や依存度を計測する
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表5.2
影響要因ごとの指標の例

影響要因のカテゴリー 一定の基準に従った
定性的指標の例

（特定の場所および一定期間での）定量的指標の例

水利用

大
～

小

高
～

低

深
刻

～
軽

微

表流水からの取水量（m3）

陸上生態系の使用 荒廃地から農地に転換した面積（ha）
IUCNレッドリストに掲載されている絶滅危惧種の数と操
業により影響を受ける地域におけるそれら種の生息地の
面積（ha）
生息地のうち単一栽培に転換された地域の比率

淡水生態系の使用 ダムのために浸水した渓谷の面積（ha）

海洋生態系の使用 保護/回復されているマングローブの面積（ha）

その他資源の使用 大西洋タラの漁獲量（トン）

温室効果ガスの排出 CO2換算量（トン）

温室効果ガス以外の大気汚染物質 大気中に排出されたPM2.5の量（トン）

水質汚染物質 表流水に排出されたヒ素の量（kg）

土壌汚染物質 土壌に撒かれた有機リン系農薬の量（kg）

固形廃棄物 回避した無害廃棄物の量（トン）

生活妨害 通常のレベルを超える騒音（デシベル）

表5.3に依存度のカテゴリーごとに指標の例をまとめた。ビジネスへのインプット（例：水）である依存度の
指標は、影響要因のインプットに対する指標と同じである場合が多い。これは分析の一環としてビジネス
の依存度を使う場合に必要となる。調整サービスへの依存度を評価するための適切な指標を選択するの
はより困難である。関連する指標はそのサービスを提供する生息地のエリアと質に関係する場合もあれば
（例：10ヘクタールの十分に成長した森林が水ろ過サービスを提供）、そのサービス自体に特有の場合も
ある（例：年間800万リットルの水ろ過）。
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表5.3
各依存度に対する指標の例

影響要因のカテゴリー 一定の基準に従った
定性的指標の例

（特定の場所および一定期間での）定量的指標の例

エネルギー

大
～

小

高
～

低

深
刻

～
軽

微

必
須

～
過

剰

エネルギー（kWh）

水 水（m3または濁度） 

栄養 エネルギー消費量（ジュール）

原料 木材（トンまたはm3）

物理環境の規制 水ろ過を提供する生息地の面積（ヘクタール）/植生によ
る水ろ過（m3/日） 

生物環境の規制 インシデントのリスク・レベル（例：洪水の頻度）、疾病
に対する回復力（例：森林や作物）

廃棄物排出物の規制 1kmの河川当たり分解吸収した汚染物質の量（グラム）

経験 過去の経験に基づき生態系の復元に必要とされる推定
時間

知識 生態系の回復力を高めるための特定の種の重要性（例：
生態系サービスが止まる閾値）

福祉と精神的/倫理的価値 緑地や空気と水のきれいな場所に行くことの精神的また
は肉体的健康という便益（生産性の向上）

注: まずは同業者が使っている、もしくはガイダンスや規格、協会で推奨されている指標を知ることから始
めると良い。

5.2.3影響要因や依存度を計測する方法を決める 
ここで、影響要因や依存度を定性的または定量的に計測するためにどのデータソースを使うかを決める必
要がある。下記のように、利用できるデータソースはたくさんある。
一次データ
• 実施中の評価に向けて収集した社内データ
• 実施中の評価に向けてサプライヤーや顧客から収集したデータ
二次データ
• 既刊文献、論文審査のある専門誌、灰色文献（例：ライフサイクル影響評価データベース；業界、政府

機関、社内のレポート）
• 過去の評価
• モデリング手法（例：環境拡張型産業連関（EEIO）、生産性モデル、質量平衡）を使って導いた推計
一次データの方が精度の高い結果を提供し、最もビジネス活動に沿ったものとなるが、データの収集に相
当な手間と専門的スキルが必要となるうえ、一次データはそのデータを収集した時間と場所で正しいにす
ぎない。したがって、ほとんどの企業は一次データと二次データを併用している。その方が実際的であり、
意思決定の情報源とするのに十分だからである。

 用語集
一次データ
実施中の評価に使うことを目的に収集され
たデータ

二次データ
元々は別の目的、別の評価のために収集、
公開されたデータ

05 影響要因や依存度を計測する
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一次データの収集が複雑化する要因として、代表的なサンプルを定義し、偏りのない調査方法を開発し、
最小サンプルサイズを決め、実際のデータ収集、検証、その他テストに向けリソースを割り当てる必要があ
ることが挙げられる。関連するデータを正しく収集するため、また結果の統計的有意性を判断するため、
教育研修や専門家の支援が必要になるかもしれない。また、例えば生産量の季節変動や、空間的変動が
大きい場所などでは、時間の経過とともに影響要因は変化する。
影響要因や依存度を直接計測するのが実際的でない場合、なんらかのデータをもとに推計するしかな
い。二次データに頼る手法としては、他の状況の結果を直接利用したり、モデリングに基づいて推計を調
整したりする手法がある。二次データの使用に際しては、使用するデータが自社の状況に適していること
を確認するため、前提条件、換算係数、その他の手順を慎重に考慮する必要がある。表5.4は、影響要因と
依存度の計測を推計するために二次データを使用する場合の一般的なアプローチを示す。

表5.4
影響要因と依存度を推計するため二次データを使用する例

必要な社内情報のタイプ 推計の手法 推計方法の概要

原材料の消費 ライフサイクル・インベントリ
 

ライクサイクル評価（LCA）のインベントリには、特定の製品や
原材料、プロセスに関連する排出量と資源の使用量の推計が
含まれる。通常は原材料の重量か体積の単位で表す。
LCAは必ずしも業界平均を表すわけではなく、個々の分析の結
果を表している。したがって、データを別の状況に適用する前
に、そのデータの基礎となっている情報源と仮定が適切かどう
かを考えることが重要である。

生産性モデル 業界レポートや政府統計のデータを使用できる。例えば、さま
ざまな技術を使い、さまざまな場所における生産効率に基づ
いて影響を計算することができる。

マスバランス インプット、プロセス、システムのアウトプットを詳しく検討する
ことで、さまざまな物質のインプットの量と、インプットがプロ
セスを通して流れ、廃棄物が生成され、最終製品が出荷され
るなかでこれがどのように変化するかを調べて、影響要因を明
らかにすることができる。

調達費用 環境拡張型産業連関（EEIO）表 環境拡張型産業連関（EEIO）モデルは、ある経済圏における
さまざまなセクターの環境面での影響データを、セクター間の
取引を量や価値の単位で表す従来の連関表と組み合わたもの
である。EEIOのデータが有益かどうかは、自社に業界平均が
適しているかどうかと、利用可能なデータのセクター別分類 
(例：一口に「農業」と言っても範囲が広いが、「牛の放牧」と言
えば具体的になる）による。

その他 既刊文献からの推計値の移転 例えば業界の調査など、類似する場所のデータがある場合、対
象とする場所の代理指標としてこれを使用することも可能であ
る。ただし、自社のサイトと業界調査のサイトにおける違いを反
映するため、適度な調整が必要になる。また、結果には注釈を
付すべきである。

出典：Kering （2014）、 Danish Environmental Protection Agency （2014）
 用語集 

ライフサイクル評価 （LCA）
ライフサイクル分析とも言う。材料の採掘
から使用後（廃棄、リサイクル、再使用）ま
で、製品やサービスのライフサイクルの全
ステージを通して環境への影響を評価す
るために使われる手法。LCAのアプローチ
は国際標準化機構（ISO）がISO 14040の
下で標準化した（UNEP 2015）。いくつか
のライフサイクル影響評価（LCIA）データ
ベースに、さまざまな製品とプロセスに対
する推計が有益なライブラリとして公開さ
れている。

環境拡張型産業連関（EEIO）モデル
従来の連関（IO）表は経済圏の主要セクタ
ー間での取引をまとめたものである
（Miller and Blair 2009）。例えば、靴の
製造セクターからのアウトプットは牛の放
牧から会計サービスまで、関連セクターに
おける経済活動につながる。環境拡張型
産業連関モデル（EEIO）とは、各セクター
の環境への影響に関する情報を連関表の
中に統合したものである（Kitzes 2013; 
Leontief 1970; Tukker et al. 2006）。
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表5.5に、影響要因と依存度を推計するためのさまざまな手法についてのガイダンスをまとめた。
表5.5
各推計方法の適合性評価

適性要因 ライフサイクル評価インベントリ 環境拡張型産業連関モデル
（EEIO）

生産性モデル

重大な影響を含む評価対象
組織の範囲と評価内容

中～高
評価対象範囲はその分析の実施
者により設定され、一部の影響
は実用性の理由から除外され
る。LCA基準と専門家の相互評
価は重大な影響がカバーされて
いることを確認するために利用さ
れる。

中～高
このモデルによりカバーされてい
る地域内で、モデルを適切に拡
張することですべての影響を把
握できる。ただし、単一地域のモ
デルはそのモデル地域の外で起
こっている影響を見逃すことにな
る。

不定
範囲は実施者により設定される
が、データの利用可能性により制
限されることもある。

データの対象範囲と利用可
能性

不定
過去に何の調査を行ったかによ
る

高
通常、経済圏全体をカバーす
る。

不定
業界レポートや政府統計など、
公開情報に依存

自社のビジネスに対するデー
タの特異性

中～高
データは特定の製品や材料、プ
ロセスに特有なことがあり、必ず
しも評価しようとしている自社の
活動にマッチしない。通常、デー
タは個々の分析用途であり、業界
平均を把握するために用いられ
るわけではない。

低～中
データは高度に集約されている
ことが多く、業界平均を表してい
る。

中～高 
ビジネス活動に合わせて特注の
調査を実施することが可能 。

特定の場所に対するデータ
の適用可能性

低～高
データは特定の場所を反映し、自
社の状況に合うとは限らない。

中～高 
多地域のEEIOモデルは国レベル
のデータを提供し、一部の国々
では地方レベルの推計を利用で
きる。セクター別分類の細かさ（
例：「牛の放牧」対「農業」）にも
依存する。

中～高
自社サイトに合わせて特注の調
査を実施することが可能。

関連する技術、プロセス、環
境規制のデータへの反映

不定
基礎調査の日付による。

中
ほとんどのEEIOモデルは3～5年
ごとに更新される。

中～高
最新データを使用して特注の調
査を実施することが可能。

出典：Kering （2014）
ここまで、利用できる一次データと、二次データを使うオプションを説明してきた。次に、各活動に関してど
の影響要因や依存度を計測、あるいは推計するかを明確にする必要がある。
注：社内に専門家がいないのであれば、二次データの取り扱いに社外の支援が必要になるかもしれない。
これについてはステップ07で詳しく解説する。 
表5.6は、コーヒー生産のための中間指標と影響要因を推計するために使うデータの要件と方法である。こ
こでは複数の異なる活動を検討し、それぞれに対する影響要因の例を紹介している。このケースでは、各
指標に対し、利用可能な最良の方法が選択されており、計測したデータに基づくものもあれば調査に基づ
くものもある。また、このテンプレートは、中間指標を影響要因指標に変換するための排出係数、リスク・
モデル、ライフサイクル影響評価（LCIA）データベースといった方法も示している。

05 影響要因や依存度を計測する
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表5.6
中間指標の特定例

バリューチェーン/
サイト特定者

活動/プロセス 影響要因カテ
ゴリー

中間指標 中間指標の手法 影響要因の指標
の計算

影響要因の指標

コーヒー製造業者 商業焙煎 温室効果ガス排
出

電気の使用量 
（kWh）

調査により収集 送電系統におけ
る排出係数

温室効果ガス
（kg-CO2）

コーヒー製造業者 商業焙煎 水利用 取水量 （m3） 現地で計測 現地で計測 水消費量 （m3）

コーヒー流通業者 焙煎施設に輸送 温室効果ガス以
外の大気汚染物
質

ディーゼル燃料
使用量 （l）

燃料請求書から
計算

トラックに対す
る排出係数

PM2.5, PM10, 
NOx, SOx, VOCs 
(kg)

コーヒー豆生産者 栽培 水質汚染物質 施肥量 （kg/
ha）

肥料請求書から
計算

水文モデル 表流水への窒素
とリンの排出量 
（kg）

労働者へ提供され
る食品の供給者

牛肉生産 陸地の生態系使
用

牛肉消費量 
（kg）

現地で計測 生産性モデル 土地利用 （ha）

トラクター製造業
者

トラクター製造 固形廃棄物 トラック購入台
数

現地で計測 ライフサイクル影
響評価（LCA）デ
ータベース

焼却した有害廃
棄物 （kg）

5.2.4 データを収集する
データ収集（または推計）プロセスは、評価の範囲と目的に依存する。以下に主な考慮点をいくつか挙げ
る。
• 一次データの使用が実際的かつ適切な場合、一次データを収集する。一次データの収集は予想以上に

時間がかかることが多いため、入念に計画すること。情報が正しく収集されるよう、事前にデータ収集
担当者の教育が必要な場合もある。

• データの品質を確認し、データ収集プロセスの検証を検討する（ステップ08）。
• 前述の方法に基づき、必要に応じて二次データの収集やモデル化を実施もしくは委託する。データ推計

プロセスと結果のデータをレビュー、検証する。前提のテストと、評価の結果がどう適用、伝達、報告さ
れるかは、これに左右されるかもしれないからである。

• 継続的にデータ収集できるよう、測定されたデータソースを使うことを考える。
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5.3 アウトプット
アウトプットは、選択したビジネス活動に関わる、重大な影響要因や依存度に対する指標（定性的/定量
的）のリストと、利用可能なデータおよび判明したデータ・ギャップである。

架空の例 NSCI

表5.7は、NSCIがステップ03と04で特定した主な依存度を計測するのに必要なデータの入手方法の概
略である。表5.8は計測によって得られたアウトプットの例である。
表5.7 
NSCIのステップ05のアウトプット：選択した影響要因と依存度に対する指標とデータソースの特定

課題 影響要因/依存度 定性的指標 データソース データ・ギャップ/主な
不確定要素

サプライチェーンの影
響：水利用

ビジネスでの水利用 焙煎前のコーヒー豆1ト
ンあたりの水利用量
（m3）

社内の管理システム 技術の進歩が今後10年
のうちに水の需要に影
響を及ぼす。

サプライチェーンの依存
度：授粉

コーヒー栽培に必要な
授粉

現時点での蜂の個体数
密度

ケニアの生産地帯では現時点での蜂の個体数密度
に関する公開情報はない。

製造の影響:
大気排出

粒子状物質、硫黄酸化
物、二酸化窒素、および
揮発性有機化合物の排
出

焙煎豆1トンあたりの粒
子状物質（PM2.5, 
PM10）と二酸化窒素
（NO2）の排出量（kg）

社内管理システムから
の燃料使用量（中間指
標）

N/A

製造の依存度:
洪水リスク

安定した操業環境のた
めの要件

1年あたりの許容可能な
レベルの洪水リスク

許容可能なレベルの操
業停止を社内で算定

洪水防御の有効性に対
する不確実性

表 5.8 
NSCIのステップ05のアウトプット：収集した定量的データの概要

課題 定量的指標 中間指標 データポイント

サプライチェーンの影
響：水利用

焙煎前のコーヒー豆1トンあたり
の水利用量（m3）

N/A 11,000 m3/t

サプライチェーンの依存
度：授粉

現時点での蜂の個体数密度 N/A データなし

製造の影響：大気排出 焙煎豆1トンあたりの粒子状物質
（PM2.5, PM10）と二酸化窒素
（NO2）の排出量（kg）

燃料使用量：焙煎豆1トンあたり
200 kWhの天然ガス

PM2.5: 0.002kg/t
PM10: 0.005kg/t
NO2: 0.025kg/t

製造の依存度：洪水リス
ク

1年あたり許容可能なレベルの洪
水リスク

N/A 5% 

 

05 影響要因や依存度を計測する
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06
6.1 イントロダクション
ステップ06を完了すると、以下の問いに答えられるようになる。 
ビジネスの影響や依存度に関連した自然資本の状態とトレンドはどう変化
しているか？

通常、影響と依存度の価値を評価するには、自然資本における変化を計測する必要がある。また、自然資
本におけるトレンドが、時間の経過とともに自社の影響と依存度にかかわるコストおよび便益をどう変える
かも考慮する必要がある。
このステップの行うことで、以下に際して考慮する事項の概要を把握できるようになる。
i）  自社の影響要因を原因とする自然資本の変化を計測する方法を選択、適用するとき、もしくはその作業

を委託するとき。
ii） 外部要因が自然資本の状態とトレンドにどう影響しているかを把握するとき。外部要因は貴社の影響の

程度だけなく、貴社が依存する自然資本にも影響を与える。
自然資本の変化を直接計測するのは現実的でなく、代わりに第三者の情報をもとに推計しなければなら
ないことがある。これについてもこのステップで解説する。
このステップでは、自然資本の変化を計測、推計するためのさまざまな方法に加え、これら変化が起こる
見込みを評価する方法、ならびに適切な方法を選択したり専門家に作業を委託したりする場合の例とガイ
ダンスを紹介する。
注：文中に特に断りがない限り、すべてのアクションと説明は自然資本評価の3つのコンポーネントすべてに
該当する。
このステップを実施する際は次の点に注意すること。
• ステップ07で価値移転手法を使うことにした場合など、自然資本における変化を計測する必要がない

場合でも、ステップ06を概観的に実施しておけば、自社の簡略化したアプローチが暗示もしくは仮定す
る自然資本の変化が適切であることを確証するのに役立つ。

• 各影響要因から起こる、または各依存度に影響を与える自然資本におけるさまざまな変化を考慮して作
業を組み立てるため、ステップ04で特定した影響パスウェイと依存度パスウェイを使うことができる。

• 一つの評価に複数の方法が使われているときは、それら方法の一貫性と互換性を確認すること。方法が
異なれば地理的、時間的範囲が異なるうえ、使用する指標や測定基準も異なり、それぞれ異なるやり方
で極端な観測値（異常値）を扱ったり、自然資本における変化の原因をビジネス活動に帰したりする。ビ
ジネスの影響と依存度は自然資本に関するさまざまな計測を行うことで評価でき、また一般にそうする
必要があるが、結果に影響を及ぼす可能性がある方法論の違いを考慮するとともに、そうした違いをあ
らかじめ見越しておく必要がある。

• 自然資本の変化を引き起こす行為者が複数いる場合、自社の活動に伴う影響要因によって起こる変化
の部分を特定することが必要になる。

• さまざまな影響要因に起因する自然資本の変化の程度は、場所によって異なり、その自然資本の状況に
もよる。特にローカルな活動と判断に焦点をあてた評価を行う場合、自然資本の状態における地域差を
明示的に考慮しなければならない。

• さらに高度な評価を行う場合、社内に自然資本の専門家（例：水文学者、生態学者、地質学者）がいな
いなら、外部の専門家から意見を聞く必要がある。

自然資本の状態の変化を計測する
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6.2 アクション
自然資本における状態とトレンドの変化を計測（推計）するには、以下のアクションを完了する必要があ
る。
6.2.1 ビジネス活動と影響要因に関連する自然資本の変化を特定する。

6.2.2 外部要因に関連する自然資本の変化を特定する。

6.2.3 自然資本の状態に影響を及ぼすトレンドを評価する。

6.2.4 変化の計測方法を選択する。

6.2.5 計測を実施もしくは委託する

6.2.1  ビジネス活動と影響要因に関連する自然資本の変化を特定する
このアクションでは、ステップ05で計測または推計した影響要因に起因する可能性の高い、自然資本の変
化（結果（outcome）ともいう）を考察する。
注：下記のいずれかの場合、このアクションを省いて直接6.2.2に進んでもよい。
• 自社のビジネスへの影響が、自社が社会に与える影響の大きさとは無関係である（例：多くの法規制や

税制は影響の社会的価値に基づいて決められてはいない）。
• 影響要因と自然資本の変化における関連性をすでに推計した、価値移転を含む他の調査を使っている

（例：公表されている多くのLCAデータが自然資本の変化を暗に含んでいる）。
• 自社が社会に与える影響が、自社が依存する自然資本になんら影響を及ぼさない（例：廃水の放出に起

因する人間の健康に及ぼす影響は、必ずしも淡水の利用可能性に影響しない）。
ビジネス活動に起因する自然資本の変化を評価するため、価値移転や公表されている影響要因を使って
いる場合、自社のビジネスや目的のサイトと元のソース調査の場所や文脈との相違を調整できることがあ
る。その場合、このステップを行うことで、そうした調整を行えるようになる。調整が不要な場合でも、自然
資本における変化を概観的に考察すべきである。これにより、ソース調査で説明されている自然資本の変
化のタイプや程度と、自社の評価における目的サイトで起こる変化との比較を確認できるようになる。
表6.1に、さまざまな影響要因に対する自然資本の変化の例をまとめた。直接、間接を問わず、多くの影響
要因が自然資本における複数の変化に結び付いていることに注目されたい。例えば、大気汚染物質の排
出は大気の質に影響し、人間の健康に影響を及ぼす可能性があるうえ、酸性雨を招いて結果的に生態系
と建築環境の両方に影響を及ぼす。
ステップ05で選んだ関連指標を影響要因の分類によってマッピングし、その結果として引き起こされる可
能性の高い自然資本の変化を特定すると便利である（表6.1参照）。

 用語集
価値移転
ある文脈で求めた価値を別の文脈に適用
する手法。双方の文脈が類似している、も
しくは文脈の違いを穴埋めするための適
切な調整が行われていれば、価値移転に
より価値の妥当な推計が得られる（ボック
ス7.1参照）。

06 自然資本の状態の変化を計測する
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表6.1
さまざまな影響要因に対する自然資本の変化の例

特定の場所における指標
の例（ステップ05の指標を
参照）

影響要因の分類 影響要因の結果起こる特定の場所における自然
資本における変化の例

表流水からの取水量（m3） 水利用 物理的水資源の変化（季節変動する場合もある）

牧草地に転換された森林の
面積（ha）

陸上生態系の使用 野生生物の個体数、材木および材木以外の林産物
のストック、浸食制御機能の変化

ダムのために浸水した渓谷
の面積（ha）

淡水生態系の使用 さまざまな資本ストックと生態系サービスにおける
変化（例：野生生物、炭素隔離、洪水制御）

伐採されたマングローブ生態
系（ha）

海洋生態系の使用 漁業資源と生態系サービスにおける変化（例：高潮
からの保護）

大西洋タラの漁獲量（トン） 他の資源の使用 大西洋タラの資源量の変化（個体群の回復力を考
慮することもある）

大気中に排出された温室効
果ガスのCO2換算量（トン）

温室効果ガスの排出 CO2換算濃度の変化とグローバルな気候変動への
寄与度

大気中に排出されたPM2.5 
の量（トン） 

温室効果ガス以外の大気汚染物質 PM2.5 の濃度変化とスモッグの頻度/深刻度の高
まり

表流水に排出されたヒ素
（kg）

水質汚染物質 ヒ素の濃度変化と魚類の個体数の減少

土壌に撒かれた有機リン農薬
（kg）

土壌汚染物質 有機リン化合物の濃度変化と無脊椎動物の個体数
の減少

焼却された非有害廃棄物（ト
ン）

固形廃棄物 温室効果ガス、温室効果ガス以外の大気汚染物
質、陸上生態系を参照

通常の暗騒音レベルを超え
る騒音（デシベル）

騒音 営巣する鳥類の個体数や繁殖成功率の変化

自然資本における変化を考える際は、範囲ステージで下した決定をもとにする。これには自然資本のスト
ックとフローどちらを重視するか、あるいは両方を重視するか（ボックス6.1参照）と、代替シナリオを評価
するかどうか（例：一定期間における純変化の評価についてはボックス6.2を参照）も含まれる。自然資本
における変化のうちどれを評価に含めるかの選択は、利用可能なデータ、追加データを外部委託またはモ
デル化するコスト、適切な手法、評価に利用可能な時間その他の資源によっても決まる。
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ボックス6.1 自然資本のストックやフローにおける変化を推計する
自然資本のストックとフローどちらを重点的に評価するかは、範囲ステージで特定した目的に応じて決
める。企業がこれまで実施してきた自然資本の評価はその大多数が主にフローを対象にしてきたため、
本書ではストックよりもフローの計測と価値評価についてのガイダンスをより多く提供する。
多くの場合、フローの変化を推計する方が簡単であり、その土台となる自然資本のストックにおける変化
を推計する必要もない。例えば、価値移転を使い、大気汚染の影響を概観的に評価する場合がこれに
当たる。
状況によっては、ストックの状態における変化を理解することが重要なこともある。具体的には、調達サ
ービスへの依存度を評価したり、サイトレベルの生物多様性への影響を評価したりするときに、ストック
の変化を直接観察できる（例：森林における立木の量）、もしくはフローから推測できる（例：2ヘクター
ルの伐採で減少したストック）というケースである。
自然資本のストックと便益のフロー間の時間的、空間的つながりを明示的に考える必要がある。場合に
より、フローはストックの変化とは異なる地理的または時間的スケールで起こる。例えば、炭素隔離の便
益は世界的に生じるが、炭素ストック（例：バイオマス）における変化は地域レベルで評価されることが
ある。フローの推計に基づいてストックを価値評価する方法について、ステップ07で詳しく解説する。

ボックス6.2 一定期間における正味の変化を推計する
範囲ステージでは、ベースラインとシナリオの議論で自然資本における正味の変化の問題を取り上げ
た。一定期間における自然資本の正味の変化を考慮した評価においては、さまざまなシナリオを検討す
る必要がある。したがって、各シナリオに対しステップ05の個別のアウトプットを必要とし、そのアウトプ
ットがステップ06にそれぞれのインプットを提供することになる。
これらのシナリオと並行して、各シナリオに表されている自然資本の変化それぞれについて、別々の前提
を考える必要があるかもしれない。例えば、さまざまな気候変動シナリオの下、自然資本における変化を
考える際には異なる前提が必要になる。このステップに対しては、目的のシナリオごとに分析を複数回実
行する必要がある。その後、シナリオごとの結果の差をもとに正味の変化を算出することができる。

06 自然資本の状態の変化を計測する
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6.2.2 外部要因に関連する自然資本の変化を特定する
自然資本の状態に大規模な変化を招く可能性がある外部要因も特定する必要がある。こうした外部要因
は自社のビジネスへの影響、社会に与える影響、ビジネスの自然資本への依存度の大きさに直接的にも間
接的にも影響を与えかねない。表6.2を参照のこと。
• 影響 （ビジネスまたは社会） ‒ 自社の自然資本インパクトにすでに影響を与えている、もしくはそのイ
ンパクトに変化を招く可能性がある外部要因を特定する。例えば、小規模な食品加工会社は水利用がさほ
ど多くないため、現在は淡水に与える影響は比較的小さいかもしれないが、その地域で灌漑農業が発達す
ると需給の変化が生じ、その会社の水利用がその地域でより大きな影響を及ぼすようになる。
• ビジネスの依存度 – ビジネスの依存度にすでに影響を与えている、もしくはその依存度に変化を引き起
こす可能性がある外部要因を特定する。例えば、近隣の湿地帯が干上がっている場合、自社が利用できる
水は限られる。あるいは、近隣で森林荒廃が進んでいる場合、自社のビジネスにとって便益である、火災
や洪水からの保護が弱まる。
自然資本の変化につながる外部要因には自然の力と人間活動の両方がある。これは自社のビジネスの依
存度を考える際に特に重要である。外部要因は次のとおりである。
1.  自然な変化: すべての環境、生息地、生物種は常に動的である。例えば、川は浸食と堆積のプロセスに

より流れを変え、特定の種の個体数は弱肉強食のサイクルや過酷な気象条件による大量死により激減
することがある。

2.  人間活動による変化: 多くの生態系は人的圧力（例：土地利用の変化、水利用の増加、汚染）の結果、
変化している。他の企業や政府機関、個人の活動に起因する影響要因はすべて自然資本に影響を及ぼ
し、自社のビジネスに甚大な結果をもたらす可能性がある。

自然資本における最も大きな変化の一つは、気候変動に伴うものと、大規模な暴風、洪水、干ばつといっ
た異常気象の頻発である。これは、特に天然資源への依存度、利用しやすくコスト的に見合うエネルギ
ー、温暖化関連の規制の遵守に関して、ビジネスに影響をもたらすことが考えられる。そうした変化の規模
を理解することで、企業はリスクと機会を評価したり、気候変動に適応し弾力性を高めたりする能力をいっ
そう向上させることができる。
注：ステップ05で選んだ関連指標を依存度によってマッピングし、それに影響を及ぼす可能性の高い自然
資本の変化を特定すると便利である（表6.2参照）。
表6.2
依存度に影響を及ぼす自然資本の変化の例
依存度 貴社の依存度に影響する自然資本の変化

エネルギー 水力発電の貯水池への土砂の堆積

水 プロセス水の供給源だった河川の切り回しまたは乾燥

栄養 農業生産性に影響する酸性雨

原材料 原材料（繊維）のインプットを損なう森林火災

物理環境の制御 マングローブ生息地の消失による異常気象からの保護機能の低下

生物環境の制御 鳥の個体数減少で昆虫による作物被害が増加（鳥による損害は減少）

廃棄物と排出物の制御 植被と自然による粉塵抑制機能の消失

経験 職場や周囲の環境の質に影響する第三者による汚染

知識 種の利用に関する伝統的知識の消失

幸福と精神的/倫理的価値 象徴的な種、生息地、魅力的な景観の消失
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6.2.3 自然資本の状態に影響を及ぼすトレンドを評価する
自然資本の状態に影響するかもしれない外部要因を特定したら、今度はこれらの要因に関連するトレンド
を判断する必要がある。
自然資本における変化が非線形、累積的、もしくは臨界閾値に近づいている場合、外部要因におけるトレ
ンドを理解することが特に重要である。自社の影響要因の効果は外部要因によって強調されることも、緩
和されることもある。この情報は価値評価（ステップ07参照）にも必要である。
自然な環境変化と人為的な環境変化を厳密に区別する必要はない。とはいえ、これらを区別することによ
って、評価方法や、評価に基づくアクションを適切に選択できるようになり、有益ではある。自然資本の変
化が自然なプロセスから起こる場合、生態学的パターンとプロセスに重点を置く方法を選択するのに対
し、人為的な変化については、影響要因である排出物、資源の使用、廃棄物の発生に起因する変化を考
慮した方法を選択する。
自然資本の状態とトレンドを直接計測して定量化する必要がある場合と、推計して定量化できる場合があ
る。例えば、生態系や非生物的サービスをサイトレベルで分析するには、その生態系に以前から存在して
いた圧力を理解するため、現在の状態をモデル化する必要があるかもしれない。次に、その生態系におけ
る変化のうち、自社のビジネス活動に起因する部分を求めるため、そのモデルに自社の追加の影響を投入
する。
その一方で、選択した評価方法により暗示されている前提を検証するため、自然資本の状態とトレンドを
定性的観点で考えるだけで十分な場合もある。例えば、一部の大気汚染モデルは、健康への影響が起こ
っている場所では周辺の汚染レベルがすでに閾値を超えているものと想定し、さらなる汚染の影響を評価
するには直線関係を使う。この例では、外部要因のレベルを定量化しなくても、その前提が妥当であるこ
とを確認するだけでよい。
趨勢型（BaU）シナリオや、検討中の他の代替オプションを含め、複数のシナリオを評価するにはその環境
における自然なトレンドと人間を原因とするトレンドの両方を考慮に入れることが不可欠である。

6.2.4 変化の計測方法を選択する
次に、さまざまな影響パスウェイと依存度パスウェイについて、自然資本における変化を計測または推計す
るために最も適切な方法を選択する必要がある。さらに、該当する場合には、特に依存度を評価する際、
外部要因が自然資本に起こっているさまざまな変化に影響する可能性を判断する必要もあるだろう。
（6.2.4bを参照） 
a.自然資本における変化を評価する方法
自然資本の変化を計測または推計する方法はたくさんある。自然資本における異なるタイプの変化を計測
または推計する方法について、表6.3にいくつか例を示す。この表には、変化を直接計測する方法とより大
まかで外観的な方法、推計またはモデル化の詳細な方法を掲載している。
どの選択肢が適切かは、どこまで詳細に行う必要があるか（もしくは与えられた時間と資源でどこまで行
うのが現実的か）と、検討している地理的範囲による。本書は包括的なガイダンスを提供するより、むしろ
評価の実施者がすでにある多数の方法から的確な情報をもとに自分自身で選択できるよう手助けするこ
とを目的としている。ここでは主な方法の概要と、アプローチを選択するうえでの考慮点を説明する。
自然資本における変化を直接観察できない、もしくは計測不可能な場合でも、モデル化によって変化を推
計できることが多い（ボックス6.3を参照）。例えば、モデル化することで、サプライチェーンでの活動に伴
い自然資本にどのような変化が起こりうるか、それら活動の正確な場所を知らなくても推計することができ
る。その場合、モデル化により分析に現地の知識を組み込み、自然資本の変化についてより的確な推計を
出すことができる。
社内で、あるいは専門家の手を借りて、自然資本における変化を推計するための適切な方法を選択できる
よう、表6.3を参照しながら次の問いを考え、意思決定の一助にしていただきたい。
• 検討中の変化は直接計測可能か、それとも推計もしくはモデル化しなければならないか?
• 使える時間とリソースを考えると、目標を達成するのにどの程度の精度が必要で、またその精度を達成

できるか?
• 選択した方法は自社の文脈において外部圧力と自然資本における状態およびトレンドの定量的推計を

必要とするか、あるいは別の文脈から移転した推計を使っている場合、主な前提の定性的な確認を行う
ことができるか?

• 地域の環境における変化を理解するためにどのような地域的/文脈的データが必要か?
• さまざまな方法を適用するうえで技術的に必要なことは何か?

06 自然資本の状態の変化を計測する
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表6.3
自然資本における変化を評価するための計測および推計方法の例

自然資本の変化 直接的な計測方法 モデル化手法 モデル化手法－より詳細な方法

気候変動 N/A ‒現在の排出が将来の気
候変動につながる。モデル化す
ることは可能だが、まだ起きて
いない変化があるので計測は
できない。

気候のモデル化は複雑な科学だが、IPCCは現在および将来の世界的/地域的変
化を特定できるよう、企業の評価に使えるいくつかのシナリオを公表している。
カスタムメードのモデル化も可能だが、ほとんどの企業にとっては費用対効果が
低い

土地被覆 植生の密度、年齢、種の分布、
その他の種を評価するためのト
ランセクト法

土地被覆の変化の確率は土壌と雨量の
データ、人間の定住とインフラ等から予
測できる。

土地被覆に関係する一定の変数（例：
炭素蓄積、一次生産力、水循環）を計
測・モデル化するためにリモートセンサ
ーのデータを使用可能。

大気/水/土壌にお
ける汚染物質の濃
度の変化

水、空気、土壌の質を直接計
測

ライフサイクル影響評価（LCIA）の資
料に、排出または資源使用（「基本フロ
ー」と「廃棄フロー」）の結果として起こ
る自然資本の変化を記述している「特
性化係数」がある。これら係数は潜在
的変化の一般的視点を提供するもので
あり、富栄養化や酸性化といった地域
環境や社会経済学的状況を考慮に入れ
ることは稀である。

化学物質の化学特性や生物物理学的
状態をもとに、さまざまな媒体における
特定汚染物質の残留と移動を考える一
連の運命モデルが利用できる。大気と
水については、ほとんどの方法は時間
と空間を通じた分散モデルを使う。土
壌への排出については、まず汚染物質
が土壌、空気、水中を移動するパスウェ
イを推測することが必要である。

物理的水不足の変
化

再生可能な淡水貯水池を直接
計測する。

さまざまな地理的スケールで水ストレス
指数や水欠乏指数を利用でき、水消費
量の増加または減少後の変化を推計す
るために使用できる。

水文モデルでは水循環におけるプロセ
スを単純化して見ることができ、これら
プロセスのバランスを変えることが各
部における水の可用性にどう影響する
かを推計できる。

洪水の変化 洪水の頻度と実際の洪水被害
における変化を直接計測す
る。

歴史的な洪水に基づくリスク評価 景観と気候予測の物理特性に基づいて
リスク要因を計算するため水文モデル
を利用できる。

浸食の変化 表土の消失と地域の水路の沈
殿を直接計測する。

特定タイプの土壌、気候、土地管理手
法について、公表されている要因に基
づく推計

地域の物理的景観特性、浸食につなが
る水文系および気候系、ならびに擬人
化した要因とフィードバックを考慮に入
れたプロセス・モデル

漁業資源における
変化

漁獲量や生態学的調査方法に
基づく直接計測（種と場所によ
り変動）

属データ入力による基本的な個体群動
態モデル

資源の一次データ、既存の圧力、個体
数回復統計に基づく個体群動態のより
詳細なモデル

注：観察された変化に寄与している行為者が企業だけでない場合、これらの方法には注意が必要である。
観察された変化に他者が及ぼす影響についても正当に推計することが重要である。



74

自然資本プロトコル

ボックス6.3自然資本における観察可能な変化と観察不可能な変化
影響パスウェイは、ビジネス活動とそれに伴う影響要因がどのようにして自然資本の変化につながるか
を述べたものである。場合により、これらの変化は直接観察でき、（時間とリソースさえあれば）現地で
計測可能である。その一方で、自然資本における大きな変化が（人間でも機械でも）観察できず、直接
計測できないため、間接的に推計するかモデル化するしかない場合もある。変化を観察できない理由は
以下のとおりである。
• タイムラグ – 例えば、高地に植林すれば土壌の浸食と下流の水域における土砂の堆積を抑えることは

できるが、結果を観察できるようになるまで何年もかかる。
• 距離 – 例えば、プラスチック廃棄物は地球の反対側の海洋生物にも害を及ぼすが、そこで評価を行っ

ている人たちはその影響の存在を知らない、あるいは認識していないことがある。距離の問題はサプ
ライチェーンの上流で起こる影響にも当てはまる。変化が目に見えないからといって、それが重要でな
いということにはならず、さらなる検討から除外してよいということにもならない。

• 複雑化要因 – 種の減少には多くの要因があるように（例：生息地の消失と分断、違法伐採、外来種の
侵入、他の種との競争、気候変動）、容易に判断できない複数の要因が絡み合っている場合、変化の
原因を特定の影響要因に求めるのは難しいことがある。

06 自然資本の状態の変化を計測する
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ボックス6.4では河川の例について全体的なプロセスを紹介する。なお、ボックス6.5は組織的フォーカスと
バリューチェーンの範囲に関係して、選択した評価の対象範囲と対象項目に適用できそうないくつかの関
連ポイントを示す。

ボックス6.4 企業が川の淡水を使用する際の自然資本リスクを特定して、自社のビジネスに及ぼす影
響と社会に及ぼす影響のコンポーネントを通してこれらリスクを評価する例 
ある企業が河川の水を使うと（a）、利用できる水の量は減少する。影響パスウェイにより水の流入に伴
う自然資本の主な変化と、河川と水辺の地域の淡水生態系における変化を特定した（b）。 気候変動と
需要の増大により、今後2、3年かけて利用できる水量が減少するものと予測される（c）。したがって、そ
の企業は現在の変化と、その地域の気候変動に基づく将来予想される変化を両方理解したいと考えて
いる（d）。
図は、ステップ05で特定した影響要因と、その企業の影響要因ならびに状態とトレンドに影響を与える
外部要因に関係する自然資本の変化を示している。それぞれの変化について、自然資本における変化を
推計し、それがどの影響要因によるものかを決めるための方法を特定する。

 

a）
ステップ05で計測し
た影響要因

水利用量（m3） 河川流量や水深の
直接的な変化

河川内の推量の計
測、漁獲量データ
から魚類量の推定

気候モデル、生態
系モデルによる将
来の変化の推定

競合者の需要の
増加

河川中に特定され
た取水点

渇水の増加 気候変動による降
水量の減少

年間通じて一定と
確認された取水

河川・水辺の生態
系機能や魚類の量
の間接的な変化

河川・水辺の生態
系機能や魚類の量
の間接的な変化

例、表流水の利用

b）
関連する変化の
特定

c）
状態と傾向の特定

d）
変化を推定する方
法の選択

図6.1
影響要因と外部要因から自然資本の変化を特定する方法の例
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ボックス6.5 組織的フォーカスとバリューチェーンの範囲は計測方法の選択にどう影響を与えるか
計測および推計方法を選択する際には多くの要因を考慮する必要があるが、そのうちの2つが組織的フ
ォーカスと選択したバリューチェーンの範囲である。一般に、サイトレベルの評価は直接計測するのが適
している一方、より広範なバリューチェーン境界の場合は直接計測することが不可能な場合があるた
め、シミュレーション・モデルや間接的な推計方法に頼るのが一般的である。ただし、垂直統合された
企業や、サプライヤーや顧客と強い関係を持ちサプライチェーンを深く理解している企業なら、バリュー
チェーン全体で少なくとも一部の活動については一次データを収集することが可能だと思われる。
複数の方法を混用することで、評価の各部分に対して最適なデータを使えるかもしれない。しかし、異
なる方法を混ぜると、評価の個別の部分に対し一貫性を確保する必要が出てくる。例えば、自社の業務
に直接的な計測方法を使う一方で、サプライチェーン内の観察できない活動による変化を推計するには
ライフサイクル影響評価（LCIA）の要因を使うという場合、両方とも同じ原則と前提に基づき、ある程度
比較可能であることを検証することが重要になる。

b. 変化の確率を評価するための方法
自社が重大な影響を及ぼす、もしくは大きく依存する自然資本に、甚大な変化を及ぼす可能性がある内部
または外部要因のそれぞれについて、その要因の発生確率を推計する必要がある。さらに、どれくらいの
面積でどれだけの期間にわたり、どの程度の変化が起こりそうかも検討する必要がある。これは依存度の
評価に特に重要である。
一つのアプローチとして、変化の確率を加味した推計方法を作るとよい（計算方法については下記を参
照）。多くの外部影響要因は自社の直接の管理下にはなく、その精度は未知または不確かであるため、評
価対象となるのは「バリュー・アット・リスク（VaR）」、あるいは逆にリスクを加味した収益増大機会とな
る。このため、そうしたリスク・ベースのアプローチは依存度に対して特に重要である。
リアルタイムで直接変化を観察する場合、変化の確率は単純に100%である。しかし、未来の変化や未観
察の変化に関しては、潜在的な結果には不確実性が伴う。変化の見込みを評価するには、以下のようなさ
まざまな方法を用いることができる。
• 確率ベースの分析: それぞれの関係の統計的有意性をテストすることで確率の定量的推計を導くことが

できる。例えば、観察されたトレンドに寄与する主な要因を特定するために多変量回帰を使ったり、最も
可能性の高い結果（中心傾向）を特定するために、複数のデータポイント、仮定、判断の潜在的な組み
合わせをテストするモンテカルロ解析を使ったりできる。

• 多基準分析: 変化の確率に複数の要因が寄与する場合、自然資本における変化の総合的な確率に関し
てさまざまな要因の影響を重み付けする多基準分析を使うことができる。これは上記の多変量分析に似
ているが、重みを算出するのに通常は統計でなく判断と専門家の意見を使う。

• 専門家の意見やマルチステークホルダーの評価: 場合により、定量的データを入手できず、定性的判断
や専門家の意見が必要になることがある。例えば、資源へのアクセス権に影響する政策変更の確率は
政治的な事情に依存する。その場合、確率の概算を求めるには専門家やその他ステークホルダーの見
解が役立つ。

その後、変化の確率に、変化の程度または規模を掛け合わせることで、自然資本における確率加重変化の
概算を求めることができる。ボックス6.6に、先ほどと同じく河川水に依存する企業の確率評価の例を示
す。

NATURAL CAPITAL PROTOCOL
06 Measure changes in the state of natural capital

06 自然資本の状態の変化を計測する
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ボックス6.6 河川の淡水利用へのビジネス依存度を評価する企業の例
ある企業が河川からの取水依存している（a）。同社は河川の水の供給量が自然に変化した可能性があ
ること、またその川をめぐる競争激化とアクセス権の変更という人的要因によっても変化した可能性があ
ることに気付いた（b）。これらの変化の潜在的なコストや便益を理解するには、確率加重変化（e）を計
算するため、各要因に対する変化（d）の確率（c）と程度が必要である。

X

=

a）
ステップ05で計
測した依存度

水利用量（m3） 自然の変化：水
路の変化

可能性

変化の程度

確率加重変化量

自然の変化：傾
向の統計的解析

河川中に特定
された取水点

社会的変化：水
競争の拡大

社会的変化：最
近の採水許可
申請より把握

年間通じて一
定と確認された
取水

アクセス：取水
許可量の減少

アクセス：政策
に影響を与え
る要素の多条
件分析

自然の変化：生
態系サービス供
給モデル

社会的変化：採
水許可申請よ
り把握

アクセス：提案
されている政策
文書から把握

例、表流水の利用

b）
関連する外部
要因

c）
状態と傾向の特
定

d）
変化の程度の
推定

d）
確率加重変化
量の計算

X

=

図6.2 
河川の淡水利用へのビジネス依存度を評価する企業の例

確率の評価は自然資本評価の最終結果に正比例する重要な影響を与える。しかし、確率の評価は元来不
確かなものであり、特にリスク評価に定性的アプローチを使う場合は主観的になりがちである。したがっ
て、最終結果の感度分析（ステップ08参照）は、確率のさまざまな代替値を考え、評価が別の決定につな
がる確率の閾値レベルを特定できるようにすべきである。通常、選択した閾値に対してピンポイントで正確
な確率を推測しようとするより、一定レベルの確率が「妥当」かどうかを判断する方が容易である。そのた
め、閾値の分析は評価結果を正当化し意思決定を具体化するうえで有益な方法となりうる。
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6.2.5 計測を実施もしくは委託する
最後のアクションは、上記で選択した方法を使い、各影響要因や依存度に伴う自然資本の変化について、
計測または推計を実施する、もしくはそれを外部の業者に委託することである。

6.3 アウトプット
アウトプットは、影響や依存度の観点から、ビジネスに重大な関連性がある自然資本の変化を明記するも
のであるべきである。結果として得られるデータは定性的または定量的、もしくはその両方である。さらに、
アウトプットには確率を加味した変化の推計が盛り込まれている必要がある。これは特に依存度の評価に
関してあてはまる。同様に、計測した変化の確率と程度または規模に関する情報を以降の感度分析のため
に保持しておく必要がある（ステップ08参照）。これらのアウトプットがステップ07の主要なインプットを構
成し、それに基づきビジネスや社会に対する自然資本の変化の結果を価値評価することになる。

架空の例 NSCI

ステップ04で決定した影響および依存度パスウェイを使い、NSCIチームは各パスウェイに関連する自
然資本の変化を推計した。これを行うにあたり、NSCIはまず利用可能な方法（表6.4）とデータ・ソース
（表6.5）を明確にした。表6.6にそれらの定量的結果を示す。
表 6.4  
NSCIにおけるステップ06のアウトプット：変化を計測する方法の選択

課題 自然資本における変化 自然資本における変化の計測方法

サプライチェーンの影
響：水利用

清浄な表流水と地下水
の減少

水の利用可能性における2つの変化が関係する
i） 現在の再生可能な供給量とNSCIの現在の水利用に基づいて推計し
た、NSCIの水利用の結果として起こっている現在の変化。
ii） 気候変動の結果、利用可能な水が将来的に減少するものと予想。NSCIの
チームは同地域に対し公表されている文献をもとにした既存のIPCCの推計を
使用

サプライチェーンの依存
度：授粉

蜂の個体数の減少 チームは東アフリカとその他の地域での蜂の個体数減少に関する一般公開の
調査資料をレビューした。目的の地域に関するデータはなかったものの、レビ
ューを行うことで、ビジネスにとっての問題の大きさを理解し、事前情報によ
る仮定をもとに初期評価できるようになった。

製造の影響：大気への
排出

大気の質の劣化 チームは大気への排出が周辺地域における大気品質にどのような変化をもた
らすか推計するため、公開されている大気拡散モデルを使用した。

製造の依存度：洪水のリ
スク

沿岸部の洪水リスク増
大

チームは洪水リスクの潜在的な変化を推計するため気候変動による海面上昇
に関するIPCCの予想を使用した。

06 自然資本の状態の変化を計測する
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表6.5  
NSCIにおけるステップ06のアウトプット：指標とデータソースの特定

課題 自然資本における変化 定量的指標 データソース データ・ギャップ/主な
不確実性

サプライチェーンの影
響：水利用

清浄な表流水と地下水
不足の進行

表流水の不足の進行 
（%）

社内管理システム 技術の進歩が今後10年
間の水需要に影響

サプライチェーンの依存
度：花粉媒介

蜂の個体数の減少 蜂の個体数の変化 
（%）

耕作地に対するデータは存在しないものの、それ
以外の場所で生態学的調査が実施された。

製造の影響：大気への
排出

大気の質の劣化 大気の質の変化  
（µm/m3）

公開されている大気拡
散モデル

最寄りの測候所から拡
散モデルのための気象
データを取得したもの
の、その測候所は80km
離れた場所にある。

製造の依存度：洪水リス
ク

沿岸部における洪水リス
ク増大

洪水リスクの変化（%） 将来の気候変動に対す
るIPCCの予測

将来的に洪水リスクが
変化する正確な時期

チームは現在の操業に起因する自然資本の変化と、気候変動など他の要因を考慮に入れて10年後ま
でに起こると予想される変化について結果を提示した。水利用については、水不足が進むのに伴い、水
の供給量にますます重大な影響を及ぼすと思われる。大気の質については、大気への排出が増えると
は予想してないため、大気質における変化は現状のままである。ただし、周辺の汚染レベルが上昇する
と見込まれることから、ステップ07に示すとおり、これら排出の影響は高まる見通しである。
表6.6 
NSCIにおけるステップ06のアウトプット：定量的データの概要

活動 自然資本における変化 定量的指標 - 現在の操業に起
因する変化

定量的指標 - 今後10年間で予
想される変化

コーヒー栽培 清浄な表流水と地下水不足の進
行

表流水不足が1%進行
地下水の揚水量はかん養量未満
なので、不足は進行しない

表流水不足が8%進行
地下水不足が2%進行

コーヒー栽培 蜂の個体数の減少 N/A 10年以内に蜂の個体数が最大
10%減少

製造 大気の質の劣化 下記の上昇
PM2.5: 12 µm/m3

PM10: 17 µm/m3

NO2: 68 µm/m3

下記の上昇
PM2.5: 12 µm/m3

PM10: 17 µm/m3

NO2: 68 µm/m3

製造 沿岸部での洪水リスク上昇 N/A 10年以内に洪水リスクが7%上昇
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07
7.1 イントロダクション 
ステップ07を完了することで以下の問いに答えられるようになる。 
自然資本への影響や依存度の価値は?

ステップ07では主な価値評価手法を解説するとともに、貴社の評価に最適な手法を選ぶ手助けをする。
このステップを行い、適用ステージへの準備を整えるにあたり、以下の点を覚えておいてほしい。 
• 自然資本の価値評価を行うことは有益ではあるが、これが意思決定の唯一の根拠になるわけではない

ので、結果については社会経済や法律、事業経営といったより幅広い視点を含む一連の情報の一部と
して提示すべきである。

• 価値評価にはある程度推計や不確実性が伴うことから、どこを推計しているのかを明確化し、評価の
制約として記載しておくことが重要である。文脈さえしっかり理解していれば、たとえ大まかな価値評価
だったとしても意思決定に必要な情報は提供できる。

• 自然資本の価値評価に詳しい人間が社内にいない場合、このステップで説明する方法の多くは、社外の
専門家の力を借りて行うことになる。

7.2 アクション
7.2.1 影響や依存度の結果を定義する

7.2.2 付随するコストや便益の相対的重要性を検討する

7.2.3 適切な価値評価方法を選択する

7.2.4 計測を実施もしくは委託する

7.2.1 影響や依存度の結果を定義する 
ステップ05と06で計測した影響要因と依存度、それに伴う自然資本の変化に基づき、一つまたは複数のシ
ナリオの下で起こりうる結果（ビジネスのタイプと社会的コスト/便益）を明らかにできるようになった。
選択したコンポーネントに関し、自然資本の指標（ステップ05で特定）のそれぞれに伴う潜在的なコストと
便益をリストする。
a. ビジネスへの影響の結果 
自社の活動の自然資本への影響が、自社のビジネス自体に影響をもたらすかもしれない。ビジネスへの影
響には、決算に直接影響する金銭的コストや便益が含まれる。また、評判の悪化（または向上）、許可の
遅延、従業員の採用・維持の容易さや困難さなど、決算に間接的に影響を与えるかもしれない目に見えに
くい影響もある。ビジネスへの影響としては、生産へのインプットのコスト（例：水と木材の調達コスト）、
およびアウトプットのコストや便益（例：排出許可のコスト増、廃棄物の回収とリサイクルによる収益増）が
ある。
多くの地域では環境市場のメカニズムを導入し始めており、そこでは企業が自然資本の使用や自然資本に
対する影響に対してお金を支払ったり、環境の改善に対して報酬を得たりする仕組みが出来上がってい
る。例えば、炭素クレジットの売買や環境被害に応じた生物多様性オフセットがある。これらの新しい市
場は自社のビジネスにとって新たなコストや便益を創出する可能性がある。
環境市場での価格、管理費、税金は、自然資本への最終的な影響というより、使用された資源や生成され
た排出物、廃棄物の量などの影響要因に応じて決められる。また、環境被害に対する罰金や訴訟（あるい
は生態系サービスに対する支払いからの収益）が、自然資本における計測可能な変化に繋がることもあ
る。金銭的コストも、負の影響を軽減したり環境基準を遵守したりするための建設的なアクションに繋が
ることもある（例：大気への排出を削減または管理する）。
評価の範囲が数年に及ぶ場合、将来ビジネスに与えるかもしれない直接的な影響だけでなく、自社が社会
に与える影響を通して将来間接的にビジネスに影響が生じる可能性についても考える必要がある。これら
の将来的な間接的影響については、「社会への影響」コンポーネントで評価する（下記を参照）。このコン

影響や依存度を価値評価する

07 影響や依存度を価値評価する
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ポーネントは比較的要求が厳しいが、将来のある時点で自社の内部化されている影響のリスク（と機会）を
捕えられる可能性が高い。
b. 社会への影響の結果
自社のビジネスが自然資本に与える影響は、社会にも影響を及ぼすことがある。社会への影響には、現在
の市場システムを通しては捕捉できない、自社にとって外部の個人やコミュニティ、組織が受けるあらゆる
コストや便益が含まれる（これらを「外部性」という）。社会への影響は、ステップ04で説明したとおり、自
社の影響要因に起因する自然資本の変化から起こる。該当する影響要因としては、ビジネスのインプット（
例：水と木材の利用）とアウトプット（例：固形廃棄物と大気への排出、もしくは生態系復元への投資）な
どがある。自社が社会に与える長期的な結果についても考慮する必要がある。
例えば、大気への排出の場合、特定のビジネス活動がNOxの排出を招く（影響要因）。これらの排出は大
気の質を劣化させ（自然資本の変化）、それがさらに呼吸器疾患の増加や視界の悪化、農作物の生産量
減少、その他生態系サービスの喪失など、社会に幅広い影響をもたらす。
社会への影響は、その影響の「レセプター」（例：人々、建物、農業）によって異なる。大気汚染の拡散のし
かたにより、さまざまなレセプターの存在する場所が重要になる。また、影響が時間とともにどう変わる
か、累積的効果を通してどう積み上がっていくかも考える必要がある。大気汚染の場合、大気中に放出さ
れた化学物質が重大な影響を及ぼすのは、その物質が蓄積して一定の閾値を超えたときであり、またこの
閾値は受容体によって異なる。
これまでのステップで明らかにした、価値評価に影響を及ぼす可能性がある自然資本のトレンドについて
も考える必要がある。例えば、自社の水利用は今のところは問題でないかもしれないが、5年後か10年後に
は人口の増加や気候変動など資源へのさまざまな圧力により、水利用が社会にはるかに大きな影響を及
ぼすかもしれない。
このアクションを行う際は、現在と将来予想される社会経済の状況、評価期間を通じた自然資本の変化、
評価の範囲に含まれるその他の文脈変数を考慮する必要がある。
c. ビジネスの依存度の結果
ビジネスが自然資本に依存すること自体がそのビジネスに影響を与える。ビジネスの依存度に伴う潜在的
なコストと便益は二つのカテゴリーに分類され、一つはビジネスを行うために依存している資源や財（例：
水と木材）、もう一つは自然が提供する価格を付けようがない無形のサービス（例：自然による洪水と浸食
の制御）である。
資源の利用可能性の変動は、コストと便益に影響し、より割高な代替資源を探す必要に迫られるかもしれ
ない。生態系は規模も質も低下し、提供する便益も減少する（例：洪水からの保護や水ろ過）。結果、洪水
のリスクが高まったり、これら生態系がかつて提供していた役割を別の方法で実現するために投資する必
要が生じたりする。
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7.2.2 付随するコストや便益の相対的重要性を検討する
すでにステップ05と06から多くの情報を得ているので、最も重要な影響や依存度を特定し、価値評価の
労力をどこに振り向けるべきか決めるには、まずステップ04からそれぞれに関連するコストと便益の相対
的重要性を再評価することから始める。例えば、マテリアリティ評価で水利用を重大な問題と特定したか
もしれないが、ステップ05と06を完了して、自然資本における変化とそれに伴うビジネスへの影響、社会へ
の影響を特定できるまでは、そうとは限らないかもしれない（例：近隣の湿地帯に対して予想される影響と
レクリエーションへの影響）。
注：評価の範囲によっては、現在と将来の両方で影響や依存度の程度、市場や法規制が変わる可能性、影
響が起こる地理的エリア、評価の対象期間を考える必要がある。

7.2.3 適切な価値評価方法を選択する
価値評価とは、特定の文脈において物事の重要性、値打ち、有用さを決定するプロセスである。この社会
的、経済的、あるいは環境上の文脈を理解することは重要である。これを理解していないと、価値を有意
に推計することも、結果を正しく解釈することもできない。必要な文脈情報のほとんどはステップ01から
06までで特定したが、この先へ進めていく中でレビューすることが重要である。
価値評価を簡潔に済ます方法として一般的なのが「価値移転」である。これは新規の分析のために一次デ
ータを収集するのでなく、過去の評価の結果を使うというやり方である。価値移転は正確さや信頼性に劣
ることが多いため、この方法にはいくつか重要な制約があるものの、このショートカットを使って評価する
方が手間と時間がかからないことから人気が高い。価値移転についての詳細はボックス7.1に解説されて
いる。
特定した各コストや便益に対し、価値を定性的、定量的、金銭的のどの観点から評価する必要があるのか
に応じて適切な価値評価手法を選択する必要がある。
• 定性的価値評価手法 は、定性的、つまり数値以外の観点で表されるコストや便益の潜在的規模を伝え

るために使われる（例：大気排出の増加、レクリエーションの社会的便益の減少）。 
• 定量的価値評価手法は、これらコストや便益の指標として使う数値データに重点を置く手法である（

例：汚染物質の重量（トン）の変化、レクリエーションから便益を受ける人数の減少）。 
• 金銭的価値評価手法は、コストや便益の定量的推計を共通の単一通貨に変換する手法である。 
どの価値評価手法を選ぶかは、自然資本のどの影響要因や依存度を評価したいか、選択した価値視点（
ビジネスまたは社会、もしくはその両方）、評価の最終目的、そして使える時間とリソースに応じて決める。
それぞれの価値評価手法は、評価の精度、所要時間、コスト、目的の用途に適うかどうかという点から、ど
こかで妥協することになるかもしれない。どの価値評価方法にも長所と短所があり（TEEB 2010）、一般
論として、まずコストや便益を特定して定性的に推計し、その後可能な場合は定量化、金銭化（貨幣価値
化）するという、順を追って取り組む実際的なやり方が推奨される（TEEB 2011）。価値評価を行ううえで
重要な妨げがあるとすれば、それは特に臨界閾値付近や、潜在的に回復不可能な生態系の変化が起こっ
た際に、将来のコストや便益を把握しきれないことである。したがって、文脈によっては予防的アプローチ
を取ることが望ましい（詳しくはボックス8.1を参照）。

07 影響や依存度を価値評価する
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表7.1に、一般に使われているたくさんの価値評価手法をまとめてある。これらの手法は、ほとんどのビジ
ネス用途に関連する、自然資本のストックまたはフローにおける漸増的もしくは微小な変化の価値を評価
するために使われる。同じ手法は自然資本ストックの総合的（集合的）価値を評価するのに使うこともでき
るが、これが必要になることは稀であり、追加の分析が必要になることもある。ボックス7.2で、定性的、定
量的、金銭的評価を通した自然資本ストックの価値評価について概説し、これら値のいくつかを求める際
に必要となる仮定に伴う問題を議論する。付録Bで、自然資本評価にそれぞれの価値評価手法を用いる方
法についてさらに詳しく紹介する。
注：手法を適用する際、それが実際的で適切かどうかに影響を及ぼすさまざまな要因を考えると、ここで
は専門家の意見が役立つと思われる。
定性的、定量的価値評価手法はすべて、潜在的に3つのコンポーネント全部に適用可能である。
ほとんどの金銭的価値評価手法は3つのコンポーネントすべてに使用できるが、社会への影響を価値評価
する場合は、「支払い意志額」（willingness-to-pay：WTP）を導く方法（表明選好方法と顕示選好方法
を含む）の方が適していることが多い。
支払い意志額と財やサービスに対する市場価格はまったく別のコンセプトである。WTPはある財やサービ
スに対し本人が支払う用意がある最高額である。これは個人の趣味と嗜好によって決まり、所得、つまり支
払い能力によって上限が決まっている。市場価格は財やサービスに対し実際に支払われる額である。これ
は市場と制度的要因（例：市場構造と競争、規制介入、所有権等）によって決まる。WTPと市場価格の違
いを理解すれば、社会への影響を価値評価する際に本質的な見極めができる。
金銭的価値評価で重要な点として、二重カウントを避けることが挙げられる。これは、例えば最終的なコス
トや便益だけでなく、中間のコストや便益を評価するときに起こりうる。例えば、販売されている自動車の
価格には車輪の価値が含まれている。ここで、車輪の価格と自動車の価格を両方バランスシートに記載す
ると二重カウントになる。ただし、最近では生態系サービスの共通国際分類（Common International 
Classification of Ecosystem Services: CICES）や生態系の財とサービスに関する最終分類（Final 
Ecosystem Goods and Services：FEGS）など、生態系サービスの分類が進歩したことで、二重カウント
を避けられるようになってきた（ボックス1.1と付録Aを参照）。
自社の評価にどの価値評価手法が相応しいかは、さまざまな要因に影響される。選択した範囲に対しどの
手法が最適かを決めるとともに、データの可用性、予算と時間の制約、どの程度までステークホルダーに参
画させるか、目的に対しどの程度の正確さを求めるかについても考慮する必要がある。例えば、定性的価
値評価手法は文脈の詳細と無形の価値を導き出すには良いが、数値の精度、サンプル内の差異の計測、
金銭的コストや便益に匹敵するような結果を提供することはない。
表7.1にこれら要因をまとめたので、ニーズに応じて適切な手法を選択する一助としてほしい。十分なデー
タが存在せず、一次調査を行うだけの時間もリソースもない場合、最も費用対効果の高いやり方は価値移
転を使うことであり、そこから始めるのが一般的である。とはいえ、価値移転は一次的な価値評価ほど信
頼性が高くないため、結果を適用する際にはその点を念頭に置く必要がある（ボックス7.1を参照）。

 用語集 
価値評価手法
特定の文脈において物事の重要性、値打
ち、有用さを決めるために使われる方法 
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表7.1は、時間と予算の3段階評価 (  ‒  / $ - $$$). も示している。表を使う際は、これらの評価
は必要なリソースの絶対量ではなく、あくまで相対的なものであることに留意してほしい。これらは、ある
状況において効果的に導入するのにどの手法がより少ないリソースで済みそうであるかを示すにすぎな
い。
$や$$の評価を与えられた手法が詳細に展開される場合、より多くの予算が必要ということである。高予算
の手法では一般に一次データをより多く収集する必要があったり、自然資本や社会経済の変化をより詳細
にモデル化したりする必要がある。
注：ステップ03はどの価値評価手法が最適かを左右するため、このステップに戻り、計画上の課題をもう一
度参照すること。 
表7.1
さまざまな価値評価手法の主な特長

手法 説明 必要なデータ 想定期間 想定予算 必要なスキル 長所 短所

定性的評価

意識調査* 一連の質問（例：半構造化インタビュー）を通して見解を表現
するよう作られた調査

抽出枠を決めるためのステークホルダ
ー情報

数週間 - 数か月

$$  − アンケート形式、インタビ
ュー

 − 幅広い情報を集められるようオープ
ンエンド形式

 − あまり定量化できない。
 − 結果が回答者の先入観に左右される可能性がある。

審議方式 ブレーンストーミング・セッション/ワークショップ/フォーカス・
グループ/徹底的な議論など、ディベートと学習を盛り込んだグ
ループ・ディスカッションやフォーカス・グループの促進

抽出枠を決めるためのステークホルダ
ー情報

数週間 - 数か月

$$ アンケート方式、  − 幅広い情報を集められるようオープ
ンエンド形式

 − あまり定量化できない。
 − 参加者の代表的サンプルを入手するのが難しい。
 − 結果が回答者の先入観とサンプル抽出に左右される可能性があり、
性質上、仮説に基づくことになる。

相対価値評価 入手できるデータと専門家の判断を使い、カテゴリーの点から
便益（やコスト）の相対価値を求めるため、高/中/低の値を使
う。

価値評価するすべてのパラメータに関
する情報

数日 - 数週間

$ 分析  −  非常に広範囲に亘り、希望するあら
ゆるパラメータを含めることが可
能。

 − 主観的になりがち
 − 結果が回答者の先入観に左右される可能性がある。

定性的価値評価

構造化調査* 定量的価値を導き出すために構造化した調査やアンケートを
使うことができる。「非公開の」回答選択肢からなる一貫した
質問集を採用した1対1の調査（例：イエス/ノー、採点、数字選
択）により、統計分析が可能になる。

抽出枠を決めるためのステークホルダ
ー情報

数週間 -数か月

$$ アンケートのデザイン、イン
タビュー、統計

 − より高いレベルの定量化を可能にす
る。

 − より広範な情報を捕まえる機会が減少する。
 − 結果が回答者の先入観に左右される可能性がある。

指標* 大気排出、ヘクタール当たりの生産高、種の絶滅リスク、観光
客の数など、情報を定量化するためにさまざまな指標を使え
る。

価値評価する全パラメータに関する情
報（ 理想的には定量化した情報）

数週間

$$ 分析、統計  − 非常に広範囲に亘り、希望するあら
ゆるパラメータを含めることが 
可能 。

 − 関連する価値をすべて捕えられないことがある。

スコアリングと重み付け
を使用した多基準分析
（MCA） **

一定のパラメータを選択し、ワークショップ、利用可能なデー
タ、専門家の判断を使ってスコアリングと重み付けすることで
その価値をレーティング、ランキングする。これは実際上の「価
値評価」手法であるスコアリングと重み付けである。

価値評価する全パラメータに関する情
報（ 理想的には定量化した情報）

数週間 - 数か月

$$ 分析、統計  − 非常に広範囲に亘り、希望するあら
ゆるパラメータを含めることが可
能。
 − シンプルに維持可能 。

 − 選択したレーティングおよびランキングへの感応度が高い。
 − 過度に複雑になることがある。

金銭的価値評価

市場価格と金融価
格***
 

これは以下の複数の関連アプローチを含む。
 − 市場で取り引きされる財とサービス（例：木材、炭素、水道
料金や汚染許可）に対して支払われるコスト/価格
 − その他の社内/財務情報（例：負債、資産、売掛金の推定さ
れる金銭的価値）
 − 市場データのその他の解釈（例：導出需要関数、機会コス
ト、軽減コスト/回避行動、病気のコスト）

生態系の財やサービスの市場価格
生産物を加工して市場に出すためのコ
スト（例：作物） 数日 - 数週間

$ 経済学者または計量経済
学者

 − 市場データに基づくため、透過的で
擁護できる方法
 − 実際の支払い意志額（WTP）を反映

 − 財やサービスに対する市場が存在し、価格データをすぐに入手できる
場合のみ該当
 − 市場価格は不完全な競争や政策の失敗により歪められているかもし
れないので、社会的価値の良い評価基準ではない。

生産関数 （生産におけ
る変化）

市場で販売されている財やサービスのアウトプットにおける変
化を自然資本のインプット（例：生態系サービスの質または
量）における計測可能な変化に関連付ける、経験に基づくモデ
リング・アプローチ

生産高の変更に関するデータ
因果関係に関するデータ（例：利用可
能な水の減少を原因とする作物の損
失）

数日 - 数週間

$ 経済学（農学者、水文学
者、プロセス・エンジニア
等）

 − 必要がデータがすべて揃っていれ
ば、この手法はかなり簡単に導入可
能
 − 自然資本への依存度を財務会計に
リンク可能

 − 自然資本における変化、生態系サービスや非生物的サービス、生産物
のアウトプット間の関係を認識、理解する必要がある。
 − 自然資本における変化、生態系サービス、生産への影響に関するデー
タを入手するのが難しい場合がある。

07 影響や依存度を価値評価する
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表7.1は、時間と予算の3段階評価 (  ‒  / $ - $$$). も示している。表を使う際は、これらの評価
は必要なリソースの絶対量ではなく、あくまで相対的なものであることに留意してほしい。これらは、ある
状況において効果的に導入するのにどの手法がより少ないリソースで済みそうであるかを示すにすぎな
い。
$や$$の評価を与えられた手法が詳細に展開される場合、より多くの予算が必要ということである。高予算
の手法では一般に一次データをより多く収集する必要があったり、自然資本や社会経済の変化をより詳細
にモデル化したりする必要がある。
注：ステップ03はどの価値評価手法が最適かを左右するため、このステップに戻り、計画上の課題をもう一
度参照すること。 
表7.1
さまざまな価値評価手法の主な特長

手法 説明 必要なデータ 想定期間 想定予算 必要なスキル 長所 短所

定性的評価

意識調査* 一連の質問（例：半構造化インタビュー）を通して見解を表現
するよう作られた調査

抽出枠を決めるためのステークホルダ
ー情報

数週間 - 数か月

$$  − アンケート形式、インタビ
ュー

 − 幅広い情報を集められるようオープ
ンエンド形式

 − あまり定量化できない。
 − 結果が回答者の先入観に左右される可能性がある。

審議方式 ブレーンストーミング・セッション/ワークショップ/フォーカス・
グループ/徹底的な議論など、ディベートと学習を盛り込んだグ
ループ・ディスカッションやフォーカス・グループの促進

抽出枠を決めるためのステークホルダ
ー情報

数週間 - 数か月

$$ アンケート方式、  − 幅広い情報を集められるようオープ
ンエンド形式

 − あまり定量化できない。
 − 参加者の代表的サンプルを入手するのが難しい。
 − 結果が回答者の先入観とサンプル抽出に左右される可能性があり、
性質上、仮説に基づくことになる。

相対価値評価 入手できるデータと専門家の判断を使い、カテゴリーの点から
便益（やコスト）の相対価値を求めるため、高/中/低の値を使
う。

価値評価するすべてのパラメータに関
する情報

数日 - 数週間

$ 分析  −  非常に広範囲に亘り、希望するあら
ゆるパラメータを含めることが可
能。

 − 主観的になりがち
 − 結果が回答者の先入観に左右される可能性がある。

定性的価値評価

構造化調査* 定量的価値を導き出すために構造化した調査やアンケートを
使うことができる。「非公開の」回答選択肢からなる一貫した
質問集を採用した1対1の調査（例：イエス/ノー、採点、数字選
択）により、統計分析が可能になる。

抽出枠を決めるためのステークホルダ
ー情報

数週間 -数か月

$$ アンケートのデザイン、イン
タビュー、統計

 − より高いレベルの定量化を可能にす
る。

 − より広範な情報を捕まえる機会が減少する。
 − 結果が回答者の先入観に左右される可能性がある。

指標* 大気排出、ヘクタール当たりの生産高、種の絶滅リスク、観光
客の数など、情報を定量化するためにさまざまな指標を使え
る。

価値評価する全パラメータに関する情
報（ 理想的には定量化した情報）

数週間

$$ 分析、統計  − 非常に広範囲に亘り、希望するあら
ゆるパラメータを含めることが 
可能 。

 − 関連する価値をすべて捕えられないことがある。

スコアリングと重み付け
を使用した多基準分析
（MCA） **

一定のパラメータを選択し、ワークショップ、利用可能なデー
タ、専門家の判断を使ってスコアリングと重み付けすることで
その価値をレーティング、ランキングする。これは実際上の「価
値評価」手法であるスコアリングと重み付けである。

価値評価する全パラメータに関する情
報（ 理想的には定量化した情報）

数週間 - 数か月

$$ 分析、統計  − 非常に広範囲に亘り、希望するあら
ゆるパラメータを含めることが可
能。
 − シンプルに維持可能 。

 − 選択したレーティングおよびランキングへの感応度が高い。
 − 過度に複雑になることがある。

金銭的価値評価

市場価格と金融価
格***
 

これは以下の複数の関連アプローチを含む。
 − 市場で取り引きされる財とサービス（例：木材、炭素、水道
料金や汚染許可）に対して支払われるコスト/価格
 − その他の社内/財務情報（例：負債、資産、売掛金の推定さ
れる金銭的価値）
 − 市場データのその他の解釈（例：導出需要関数、機会コス
ト、軽減コスト/回避行動、病気のコスト）

生態系の財やサービスの市場価格
生産物を加工して市場に出すためのコ
スト（例：作物） 数日 - 数週間

$ 経済学者または計量経済
学者

 − 市場データに基づくため、透過的で
擁護できる方法
 − 実際の支払い意志額（WTP）を反映

 − 財やサービスに対する市場が存在し、価格データをすぐに入手できる
場合のみ該当
 − 市場価格は不完全な競争や政策の失敗により歪められているかもし
れないので、社会的価値の良い評価基準ではない。

生産関数 （生産におけ
る変化）

市場で販売されている財やサービスのアウトプットにおける変
化を自然資本のインプット（例：生態系サービスの質または
量）における計測可能な変化に関連付ける、経験に基づくモデ
リング・アプローチ

生産高の変更に関するデータ
因果関係に関するデータ（例：利用可
能な水の減少を原因とする作物の損
失）

数日 - 数週間

$ 経済学（農学者、水文学
者、プロセス・エンジニア
等）

 − 必要がデータがすべて揃っていれ
ば、この手法はかなり簡単に導入可
能
 − 自然資本への依存度を財務会計に
リンク可能

 − 自然資本における変化、生態系サービスや非生物的サービス、生産物
のアウトプット間の関係を認識、理解する必要がある。
 − 自然資本における変化、生態系サービス、生産への影響に関するデー
タを入手するのが難しい場合がある。
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手法 説明 必要なデータ 想定期間 想定予算 必要なスキル 長所 短所（コンポーネントへの適用性を含む）

コ
ス

ト・
ベ

ー
ス

の
ア

プ
ロ

ー
チ

代替コスト 自然資本を人工的代替物（製品、インフラストラクチャ、技術）
で置き換えるコスト。推計、観察、もしくはモデル化 。

自然資本（もしくはそれに付随する生態
系の財やサービス）を人造の等価物で
置き換えるコスト（市場価格）（例：生
息地の流量調節を洪水防止策で置き換
える）。

数日 - 数週間

$ 基本的な経済学、エンジニ
アリング

 − 規制サービスに対して価値の代替的
測定値を提供（このサービスは他の
手段で価値評価するのは困難）
 − 市場データに基づく場合、常に透過
的な方法

 − サービス、もしくはサービスがない場合はビヘイビアに対する社会的
選好を考慮せず。
 − 置き換えサービスはおそらく、自然資本により提供される全サービス
のうち一部を表すにすぎない。

損害コスト回避 自然資本の保全による「節約」または便益ットとして扱われ
る、自然資本の劣化を原因とする不動産、インフラストラクチ
ャ、生産量減少の潜在的コスト。推計、観察、もしくはモデル化
される。

自然資本の減少、または生態系サービ
スの消失の結果、不動産、インフラスト
ラクチャ、生産にかかるコストに関する
データ。さまざまなシナリオ下での損
害。

数週間

$$ エンジニアリングと生物物
理学のプロセス

 − 他の手段で価値評価するのは困難
な規制サービスに対し、価値の代替
的測定値を提供（例：台風、洪水、
浸食の管理）。

 − このアプローチは主に不動産、資産、経済活動に関連するサービス
に限定。
 − 価値を過大評価することがある。

顕
示

選
好

 （
間

接
的

）

ヘドニック価格 環境要因は特定の財の市場価格を決定する因子の一つである
という見解に基づく（例：近隣の環境の質は現地不動産の価
格に影響を及ぼす）。この手法は市場価格における変動をモ
デル化し、目的の環境要因を隔離するため他の変数を制御す
る。この要因でどれだけ価格が変動するかで価値がわかる。

さまざまな自然資本の質（例：河川の
状況、緑地帯、森林からの距離）を原
因とする、不動産価格や賃金の差に関
するデータ 数日 - 数か月

$$$ 計量経済学  − 市場データとWTPに基づくことか
ら、常に透過的で擁護できる方法
 − 不動産と賃金市場は一般に感応度
が高く、価値の指標として良い。

 − アプローチは不動産や賃金に関連するコストと便益に概ね限定され
る。
 − 不動産と賃金は環境属性に加えて数多くの要因に影響されるため、
これらを特定しコントロールする必要がある（例：ベッドルームの数
や必要なトレーニング）

トラベルコスト 環境上の財やサービスと市場で販売されている財やサービス
は補完関係にあるという見解に基づく（自然を楽しめる場所を
訪れるにはお金と貴重な時間を費やす必要がある）。1回の訪
問当たりの価値を導き出すため、レクリエーションやレジャー
目的で自然資産を訪問するときに発生する旅費その他のコス
トを計測する。この支出は個人の経験の価値を最低限表現し
たものだと仮定する（そうでなければわざわざ旅行しない）

人々がレクリエーションやレジャー目的
で現地を訪れるのに費やす時間とお
金。
旅行の動機

数週間 - 数か月

$$$ アンケート形式、インタビュ
ー、計量経済学

 − 仮説として述べられたWTPでなく実
際の行動（人々が何を行うか）に基
づく。
 − 結果は比較的容易に解釈、説明でき
る。

 − アプローチはレクリエーションの便益を使うことに限定。
 − 複数の場所に旅行するときや目的が複数あるときはコストを分配す
るのが困難。

表
明

選
好

仮想評価 （CV） 個人に対し、自然資本からの非市場財/サービスにおける特定
の変化に対して最大限支払う意志（または補償を受け入れる意
志）を聞くことで、生態系の価値を推論する。

調査回答者に関する社会経済学的情
報と人口動態情報

数週間 - 数か月

$$$ アンケート形式、インタビュ
ー、計量経済学

 − 使用および非使用の価値を把握
 − 極めて柔軟 - 事実上あらゆるものの
経済的価値を推計するのに使え
る。

 − 結果は性質上仮説であり、回答者のさまざまなバイアスに左右され
ることになる。

選択実験 （CE） 個人に異なる特徴（距離、存在する種の数、自然資本のその
他の面など、さまざまな属性やレベル）を持つ代替の財/オプシ
ョンと、さまざまな価格を提示する。そして選好する選択肢を
選ぶよう指示し、それをもとに自然資本からの非市場の財やサ
ービスの価値を推測する。

CVについては上記のとおり。
主要パラメータに対しては適当な「レベ
ル」セットが必要（例：河川の水質に対
し、劣、中、良、優など）。

数週間 - 数か月

$$$ アンケート形式、インタビュ
ー、計量経済学

 − 使用および非使用の価値を把握
 − 予想される微小な変化の内訳を提
供するのに良い（例：サンゴの被覆
面積における増加率（%）当たりの
価値） 。

 − 結果は回答者のさまざまなバイアスに左右され、性質上仮説に基づ
く。
 − 回答者に与える選択肢は、調査の実施中に彼らが理解でき、比較評
価できるものに限定しなくてはならない。

 価値移転

価値（便益）移転 **** ある文脈で決定された価値評価の証拠（上記手法をどれか一
つ、または複数使って特定）に基づき、別の文脈における影響
要因を価値評価する。2つの文脈間の違いを調整する必要が
ある。

上記手法に基づく価値評価を別の同様
の調査に適用。
 ほとんどの企業にとって非常に一般的
なスタート・ポイント。
主な変数に関するデータは別の各調査
から取得（例：1人当たりGDP）

数日 - 数週間

$ 既存の調査に上記手法の知
見を使用し、関数を使う場
合は計量経済学の分析。

 − 低コスト、短期間で価値を評価する
方法

 − 使いやすい反面、慎重に適用する必要がある。
 − （しっかり準備して実施した）一次調査に比べ、結果の不確実性が
高くなりがち
 − 対象とするサービスや影響によって、既存の価値評価調査の信頼度
や数に違いがある。

 

出典：WBCSD et al. 2011, WBCSD 2013, eftec 2010, PwC 2015
表7.1に記した各コンポーネントに対する価値評価手法の適用性は一般論としては真実だが、例外が発生することもある。
特定の文脈で最適な手法を特定するには、専門家の意見が必要になるだろう。
* それ自体は一般に「価値評価」手法と考えられていないが、価値を導き出して表現できるアプローチである。
** これは各種パラメータの評価をまとめるために使う分析ツールとも考えられている。
*** 社会に対する影響の金銭的価値を評価する場合、税や補助金、その他の歪みに対し市場価格を調整する場合がある。
**** 価値移転は過去の価値評価をベースとした二次的アプローチ、もしくは「ショートカット」である（詳しくは表7.1を参照）。

07 影響や依存度を価値評価する
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手法 説明 必要なデータ 想定期間 想定予算 必要なスキル 長所 短所（コンポーネントへの適用性を含む）

コ
ス

ト・
ベ

ー
ス

の
ア

プ
ロ

ー
チ

代替コスト 自然資本を人工的代替物（製品、インフラストラクチャ、技術）
で置き換えるコスト。推計、観察、もしくはモデル化 。

自然資本（もしくはそれに付随する生態
系の財やサービス）を人造の等価物で
置き換えるコスト（市場価格）（例：生
息地の流量調節を洪水防止策で置き換
える）。

数日 - 数週間

$ 基本的な経済学、エンジニ
アリング

 − 規制サービスに対して価値の代替的
測定値を提供（このサービスは他の
手段で価値評価するのは困難）
 − 市場データに基づく場合、常に透過
的な方法

 − サービス、もしくはサービスがない場合はビヘイビアに対する社会的
選好を考慮せず。
 − 置き換えサービスはおそらく、自然資本により提供される全サービス
のうち一部を表すにすぎない。

損害コスト回避 自然資本の保全による「節約」または便益ットとして扱われ
る、自然資本の劣化を原因とする不動産、インフラストラクチ
ャ、生産量減少の潜在的コスト。推計、観察、もしくはモデル化
される。

自然資本の減少、または生態系サービ
スの消失の結果、不動産、インフラスト
ラクチャ、生産にかかるコストに関する
データ。さまざまなシナリオ下での損
害。

数週間

$$ エンジニアリングと生物物
理学のプロセス

 − 他の手段で価値評価するのは困難
な規制サービスに対し、価値の代替
的測定値を提供（例：台風、洪水、
浸食の管理）。

 − このアプローチは主に不動産、資産、経済活動に関連するサービス
に限定。
 − 価値を過大評価することがある。

顕
示

選
好

 （
間

接
的

）

ヘドニック価格 環境要因は特定の財の市場価格を決定する因子の一つである
という見解に基づく（例：近隣の環境の質は現地不動産の価
格に影響を及ぼす）。この手法は市場価格における変動をモ
デル化し、目的の環境要因を隔離するため他の変数を制御す
る。この要因でどれだけ価格が変動するかで価値がわかる。

さまざまな自然資本の質（例：河川の
状況、緑地帯、森林からの距離）を原
因とする、不動産価格や賃金の差に関
するデータ 数日 - 数か月

$$$ 計量経済学  − 市場データとWTPに基づくことか
ら、常に透過的で擁護できる方法
 − 不動産と賃金市場は一般に感応度
が高く、価値の指標として良い。

 − アプローチは不動産や賃金に関連するコストと便益に概ね限定され
る。
 − 不動産と賃金は環境属性に加えて数多くの要因に影響されるため、
これらを特定しコントロールする必要がある（例：ベッドルームの数
や必要なトレーニング）

トラベルコスト 環境上の財やサービスと市場で販売されている財やサービス
は補完関係にあるという見解に基づく（自然を楽しめる場所を
訪れるにはお金と貴重な時間を費やす必要がある）。1回の訪
問当たりの価値を導き出すため、レクリエーションやレジャー
目的で自然資産を訪問するときに発生する旅費その他のコス
トを計測する。この支出は個人の経験の価値を最低限表現し
たものだと仮定する（そうでなければわざわざ旅行しない）

人々がレクリエーションやレジャー目的
で現地を訪れるのに費やす時間とお
金。
旅行の動機

数週間 - 数か月

$$$ アンケート形式、インタビュ
ー、計量経済学

 − 仮説として述べられたWTPでなく実
際の行動（人々が何を行うか）に基
づく。
 − 結果は比較的容易に解釈、説明でき
る。

 − アプローチはレクリエーションの便益を使うことに限定。
 − 複数の場所に旅行するときや目的が複数あるときはコストを分配す
るのが困難。

表
明

選
好

仮想評価 （CV） 個人に対し、自然資本からの非市場財/サービスにおける特定
の変化に対して最大限支払う意志（または補償を受け入れる意
志）を聞くことで、生態系の価値を推論する。

調査回答者に関する社会経済学的情
報と人口動態情報

数週間 - 数か月

$$$ アンケート形式、インタビュ
ー、計量経済学

 − 使用および非使用の価値を把握
 − 極めて柔軟 - 事実上あらゆるものの
経済的価値を推計するのに使え
る。

 − 結果は性質上仮説であり、回答者のさまざまなバイアスに左右され
ることになる。

選択実験 （CE） 個人に異なる特徴（距離、存在する種の数、自然資本のその
他の面など、さまざまな属性やレベル）を持つ代替の財/オプシ
ョンと、さまざまな価格を提示する。そして選好する選択肢を
選ぶよう指示し、それをもとに自然資本からの非市場の財やサ
ービスの価値を推測する。

CVについては上記のとおり。
主要パラメータに対しては適当な「レベ
ル」セットが必要（例：河川の水質に対
し、劣、中、良、優など）。

数週間 - 数か月

$$$ アンケート形式、インタビュ
ー、計量経済学

 − 使用および非使用の価値を把握
 − 予想される微小な変化の内訳を提
供するのに良い（例：サンゴの被覆
面積における増加率（%）当たりの
価値） 。

 − 結果は回答者のさまざまなバイアスに左右され、性質上仮説に基づ
く。
 − 回答者に与える選択肢は、調査の実施中に彼らが理解でき、比較評
価できるものに限定しなくてはならない。

 価値移転

価値（便益）移転 **** ある文脈で決定された価値評価の証拠（上記手法をどれか一
つ、または複数使って特定）に基づき、別の文脈における影響
要因を価値評価する。2つの文脈間の違いを調整する必要が
ある。

上記手法に基づく価値評価を別の同様
の調査に適用。
 ほとんどの企業にとって非常に一般的
なスタート・ポイント。
主な変数に関するデータは別の各調査
から取得（例：1人当たりGDP）

数日 - 数週間

$ 既存の調査に上記手法の知
見を使用し、関数を使う場
合は計量経済学の分析。

 − 低コスト、短期間で価値を評価する
方法

 − 使いやすい反面、慎重に適用する必要がある。
 − （しっかり準備して実施した）一次調査に比べ、結果の不確実性が
高くなりがち
 − 対象とするサービスや影響によって、既存の価値評価調査の信頼度
や数に違いがある。

 

出典：WBCSD et al. 2011, WBCSD 2013, eftec 2010, PwC 2015
表7.1に記した各コンポーネントに対する価値評価手法の適用性は一般論としては真実だが、例外が発生することもある。
特定の文脈で最適な手法を特定するには、専門家の意見が必要になるだろう。
* それ自体は一般に「価値評価」手法と考えられていないが、価値を導き出して表現できるアプローチである。
** これは各種パラメータの評価をまとめるために使う分析ツールとも考えられている。
*** 社会に対する影響の金銭的価値を評価する場合、税や補助金、その他の歪みに対し市場価格を調整する場合がある。
**** 価値移転は過去の価値評価をベースとした二次的アプローチ、もしくは「ショートカット」である（詳しくは表7.1を参照）。
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自然資本プロトコル

ボックス7.1 価値移転
自然資本評価で最も正確な結果を出すには、調査サイトや文脈に即した詳細情報をもとに一次評価を
行うのが良い。とはいえ、リソースや専門知識、時間的な制約などで一次調査が行えないことがあるう
え、多くの評価目的は必ずしも一次評価を必要ともしない。
他の文脈（調査サイト）から新たな生態学的、社会経済学的文脈（評価サイト）へと既存の価値評価を
移転することを、一般に「価値移転」もしくは「便益移転」といい、一次評価に対する不完全ながらもし
ばしば有効な代替法と考えられている（Liu et al. 2012）。価値は異なるサイト間で空間的に移転される
ことがあるが、ほとんどの自然資本の価値は文脈特有であるため、これは注意して行う必要がある。自
信をもって価値の移転を行い、また適するケースとそうでないケースを理解するには、かなりの専門知識
と経験が必要である。
価値移転にはさまざまなやり方がある。
i.  単位価値移転：調査サイトでの影響または依存度に対する平均（もしくは中央値）の価値評価を使

い、評価サイトでの同様の影響要因や依存度の価値を推計する。
ii.  調整価値移転：調査サイトでの影響または依存度に対する平均（もしくは中央値）の価値評価を平

均所得における小さな違いなどいくつかの文脈要因を考慮するよう調整することで、評価サイトでの
同様の影響要因や依存度の価値を推計する。

iii.  価値関数移転：いくつかの調査サイトから、一つまたは複数の影響もしくは依存度の複数の価値評
価を使い、一つまたは複数の評価サイトでの同様の影響要因や依存度の価値を推計するために使え
る関数あるいはモデルを開発する。価値関数移転は、価値の推計に関連すると考えられる生態系の
規模、使われている価値評価方法、社会経済学的特徴といった要因の観点から、サイト間の異質性
を説明しようとする。

価値移転による推計は、例えば価値が調査サイトとはまったく異なる生態学的、社会経済学的特徴を持
つ評価サイトに移転される場合など、主に一般化に起因するさまざまな制約や潜在的な間違いの影響
を受けやすい。間違いの原因としては他にも、元の調査サイトで犯した計測ミスが評価サイトにも反映さ
れたとか、移転そのもので間違いが生じたというケースが考えられる。
自然資本への影響や依存度の経済的価値を推計するため自信をもって価値移転を使うには、次のこと
が必要になる。
i.  過去の調査を精査したうえで、自然資本への影響や依存度の経済的価値を高い信頼性で推計する。

下のリストに、価値を特定して価値移転に使えるかもしれないいくつかのデータべースを示す。
ii.  （評価サイトで）検討している、自然資本への影響要因や依存度における変化の完全な記述。これは

（ステップ05と06で実施したアクションに基づき）定性的または定量的、もしくはその両方の視点で
提示される。

iii.  調査サイトで、自然資本への影響要因や依存度の変動に応じて経済的価値がどう変化するかについ
ての知識（自然資本への影響や依存度のレベルと、微小な変化に対する支払い意志の間の関係）。

iv.  どの文脈要因が経済的価値をどの程度決定するのかについての知識（例：自然資本の変化により影
響を受ける人数、その人たちが自然資本をどう利用するか、彼らの社会経済的特徴（例：所得、年齢、
性別、教育）、および代替の財またはサービスの可用性と価格）。

（出典：eftec 2010)

07 影響や依存度を価値評価する
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ボックス7.1 価値移転（つづき）
複数の異なる価値評価方法を使って生成した証拠を選べる場合、表7.1のガイダンスをもとに価値移転
のための調査サイトを選択することができる。データソースが一つだけの場合は、評価の情報源として
十分関連性があるかどうかを確認し、もしそうであれば、結果の信頼度を報告する際に関連度を考え
る。これは、影響要因や依存度、それらの変化、場所、個体数への影響、市場構造などの観点から、調
査と評価の間の類似点と相違点を検討することで行える。価値評価の証拠を移転する元の調査の質に
ついても慎重に考慮する必要がある。そのためには元の調査で使われるデータと手順を評価する必要が
ある（例：サンプル集団は代表的なものだったか、ベスト・プラクティスの方法を使用したか）。最後に、
価値移転の結果は予想に沿うものかや、重大な食い違いを説明できるかについても考える必要があ
る。
価値移転のためのデータベース
• ベネフィット・テーブル（Benefits Table：BeTa） 

ec.europa.eu/environment/enveco/air/pdf/betaec02a.pdf 
大気汚染の外部コスト（健康と環境）を推計するため、欧州委員会DG環境向けに開発されたデータ
ベース

•  ENVALUE  
www.environment.nsw.gov.au/envalueapp 
オーストラリアで価値評価の調査を行うためのメイン・データベース。400件の調査が収められてお
り、そのうち3分の1はオーストラリアの調査。9種類の環境財をカバーしている。ただし、2001年以降
アップデートされていない。

•  環境評価資料集（Environmental Valuation Reference Inventory：EVRI） 
www.evri.ca 
イギリスの調査を最も網羅している、現在最も包括的なデータベース

•  米農務省自然資源保全局（Natural Resource Conservation Service （NRCS）, US Department 
of Agriculture）www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/technical/econ/tools/ 
各種レクリエーション活動に対する単位価値評価のデータベースとリスト

•  外部性データのレビュー（Review of Externality Data：RED） 
www.isis-it.net/red 
これは主にエネルギーその他のセクターの（ライフサイクルの視点から見た）環境コストに関する調
査リストである。一次評価の調査より、価値移転の詳細をメインに扱っている。

•  生態系と生物多様性の経済学に関する価値評価データベース（The Economics of Ecosystems 
and Biodiversity （TEEB） Valuation Database) 
www.fsd.nl/esp/80763/5/0/50 
生態系サービスの金銭的価値について1310件の評価を検索可能なデータベース

•  スウェーデンにおける環境変化の価値評価調査データベース（Valuation Study Database for 
Environmental Change in Sweden （ValueBaseSWE） ） 
www.beijer.kva.se/valuebase.htm 
スウェーデンの研究調査

さらに詳しくは、デンマーク環境保護庁（Danish Environmental Protection Agency （2007）と
eftec（2010）を参照のこと。すべてのWebリンクは2016年5月にアクセス済。
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ボックス7.2 自然資本ストックの価値評価
ボックス6.1で述べたとおり、ビジネスに対する自然資本評価の大部分は（影響と依存度のアプローチに
従い）主にフローに関係するため、当プロトコルのガイダンスもフローの計測と価値評価に重点を置いて
解説している。ここで、「ストック」から導かれるコストと便益の「フロー」における変化という視点でな
く、「ストック」として自然資本を価値評価する方法について簡単に説明する。
自然資本ストックの定性的価値評価
自然資本が便益のフローをどれくらい生み出せるかは、ストックの規模と状態に依存する面があるが、歴
史的な重要性や法的地位といったより定性的な特性にも依存する。例えば、国連の世界遺産条約により
世界自然遺産としてオーストラリアのグレート・バリア・リーフが登録されたことは、非常に素晴らしい自
然資本ストックの価値が評価されたことを示す定性的な指標と考えられる。
自然資本ストックの定量的価値評価
物理的な意味での「ストック」とは、特定区域における立木の量、特定のタイプの土地面積、指定の漁場
における商業的価値の高い魚種のバイオマス、採掘場での鉱物の確定埋蔵量、大気中の温室効果ガス
（t-CO2）（UN2014）など、ある時点における資産の総量および質を指す。さらに、例えば生息地の分断
化や連結など、生物資源のストックの状態を計測するためにさまざまな指標が使われる。これらと他の
定量的ストック指標を共通の基準で正規化し、加重し、生態学的健全性の合成指標に統合する場合も
ある。
自然資本ストックの金銭的評価
自然資本ストックの金銭的価値は、将来予想される便益のフローから推測できる。特定の資本資産から
便益の将来的な割引フローを評価するためのツールとして、純現在価値（NPV）がよく使われる。これと
同じ方法を使い、便益フロー（市場/非市場の財とサービスを含む）の価値推計に基づいて自然資本ス
トックを評価することができる。
自然資本ストックの金銭的評価に必要なデータは次のとおり。
• 便益の将来的なフローまたは（生産能力を落とさず）持続可能なベースでの資源採取の予測
• 時間の経過に伴う、便益の実際の限界価値（価格）における変化の予測（例：人口統計学的傾向また

は経済成長に起因）
• 便益（例：資源の採取）を導く将来コストの推計
• 資産の寿命の決定（年単位）。管理体制と資源の性質によっては無限のこともある。
• 適切な割引率の決定（文脈に応じて市場または社会的割引率）
課題
自然資本の将来の状態と結果的な便益のフローは、気候変動等の環境条件に影響されるため、非常に
不確かである。自然資本が現在提供している便益に対する将来的な需要についても、社会経済や技術
の変化によって変わるため、同様に不確かである。ストックの価値を金銭的観点で評価する際に将来価
値に対して割引を適用することが多いのは、将来に対するこうした不確実性が理由の一つである。事
実、ストックの正味の現在価値の推計が最も影響を受ける唯一のパラメータは割引率であることが多い
（自然資本の価値評価における割引についてはボックス7.3を参照）。

07 影響や依存度を価値評価する
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ボックス7.3 自然資本の価値評価における割引
自然資本の価値評価が企業の私的なコストや便益だけに関係する場合、将来のコストや便益を現在の
価値視点で表現するには、その企業の通常の金銭的割引率、つまりプロジェクト評価に使われる「ハード
ルレート」やその企業の加重平均資本コスト（WACC）を使うのが適切である。
とはいえ、自然資本に関する決定がその意思決定者だけに起因する純粋に私的な結果を招くことは稀
である。したがって、価値評価の際は第三者にもたらすコストや便益を考慮する必要があるというのが
一般的である（プロトコルでは社会への影響と呼んでいる）。
将来社会的コストや便益が発生する場合、今の消費と将来の消費に対し（影響を受けるすべてのステー
クホルダー間で）選好バランスを反映する割引率を適用すべきであり、これを社会的割引率（SDR）とい
う。
社会的割引率は変動するが、これらは現在生きている世代と同様に将来の世代の幸福も反映しようとす
ることから、ほとんど必ずと言っていいほど通常の金銭的割引率より低い。自然資本は他のほとんどの
資本形態と異なり、うまく管理すれば永久に便益を提供し続けられるため、これは自然資本の文脈にお
いて特に重要である。
通常の社会的割引率は2～5%の範囲だが、文脈によっては5%超や2%未満、あるいはマイナスの割引率
とすることもありうる。どの程度の割引率が適当なのかを決めるには、複数の異なる割引率を使って結
果の感度をテストする手法が一般的である。
生物多様性と生態系サービスの文脈における割引の詳細は、TEEBの「Ecological and Economic 
Foundations」レポート（TEEB 2010）に解説されている。

7.2.4 価値評価を実施もしくは委託する
これで、評価の目的、収集した情報、選択した価値評価手法をもとに、対象の価値評価を実施もしくは委
託する用意ができた。
注：一般に、自然資本の価値評価手法を自信をもって適用するには、相当な量の教育と応用経験が求めら
れるため、プロコトルはこれら手法の適用と実施に関しては詳しく述べない。ただし、付録Bに各手法につ
いて詳しく説明してある。

7.3 アウトプット
このステップのアウトプットは次の通り。
• コストと便益の（定性的、定量的、金銭的）価値評価の完了
• 主なすべての前提、データソース、使用した方法、および結果の値の文書化 
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架空の例 NSCI

NSCIはまず、影響と依存度を金銭的観点から価値評価するための最適な方法を特定した（表7.2）。
表7.2 
NSCIにおけるステップ07のアウトプット：方法の選択
問題 選択したコンポーネント（

ビジネスまたは社会）への
影響もしくは依存度の結果

選択した価値評価手法

サプライチェーンの（社
会への）影響：水利用

汚水の使用に伴う人々への
健康コスト

NSCIのチームは水媒介性の疾病（コレラなど下痢を伴う疾病）の患者数
における変化を浄水の可用性に関連付けているWHO（世界保健機関）発
行の調査資料を見つけた。
確率的生命価値の推計（例：OECD発行の推計）に基づき、WHOの調査
資料からDALYの推計を金銭的観点で価値評価。
需要は一定、ただし可用性は減少という前提に基づき将来のコストを推計

サプライチェーンの依存
度：授粉

生産高の減少または移動型
授粉サービス確立のコスト

移動型授粉サービスは米国で広く使われるようになりつつあるが、ケニア
ではまだ利用できなかった。チームは授粉業者が減少した場合に備え、移
動型授粉サービスをを提供できるようマイクロ・エンタープライズを設立す
るコストを推計した。

製造の（社会への）影
響：大気への排出

呼吸器系の健康被害 水利用に対する健康被害と同じやり方で価値評価された健康への影響の
潜在的発生（肺がん、気管支炎、心臓血管の疾病）を推計するため、WHO
発行の汚染用量反応関数が使われた。

製造の（ビジネスへの）
影響：大気への排出

人々への影響の結果として
規制の厳格化がビジネスに
及ぼすコスト（内部化）

チームは予想される規制レベルに合わせて汚染を減らすコストを推計する
ため、装置に排出量削減技術を組み込む影響軽減費用を検討した。

製造の依存度：洪水リス
ク

洪水リスクの増大がビジネ
スに及ぼすコスト

今後10年間に及ぶビジネス・コストを推計するため、洪水リスクの高まりと
闘いリスクを許容レベルに抑えるため、緑地とハード面のインフラを整備
するためのエンジニアリング・コストを使用した。

NSCIのチームは表7.3に示すとおり、現在から将来にかけて自社と社会に及ぼすコストに焦点を当てながら、ケニアのサプライチェーン
と製造工程に対する結果を提示した。結果を経営陣に分かりやすく示すため、すべての価値はケニア現地の購買力を2016年の米ドル
通貨で表している。

将来の影響と依存度は、10年間における正味現在価値（NPV）で表される。ビジネスへの私的コストは金銭的割引率（10%、社内の資
本コスト）で割り引かれ、影響は社会的割引率（3%）で割り引かれる。

07 影響や依存度を価値評価する
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表 7.3
NSCIに対するステップ07のアウトプット：定量的結果
問題 ビジネスへのコスト （ドル/年) 社会へのコスト（ドル/年）

現在のコスト 10年間での確率加重
NPV

現在のコスト 10年間での確率加重
NPV

サプライチェーンの影響：水
利用

範囲外 範囲外 11 DALYs
13万ドル

132 DALYs （割引な
し）
$150万ドル

サプライチェーンの依存度：
授粉

N/A 80万ドル 範囲外 範囲外

製造の影響：大気への排出 N/A 140万ドル 10万ドル 90万ドル

製造の依存度：洪水リスク 0ドル 210万ドル 範囲外 範囲外

計 430万ドル 240万ドル
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適用ステージは、社内で結果を解釈、適用し、その結
果をもとに行動を起こす手助けをすることで、自然資
本評価プロセスを終了する。また、この評価と将来の
評価から価値を最適化する方法について検討するこ
とも奨励する。 
適用ステージは互いに関連する2つのステップから成り立っている。

ステップ 各ステップが答える問い アクション

08 結果を解釈しテス
トする

評価のプロセスと結果をどう解
釈、確認、検証するか?

8.2.1  主な前提をテストする 
8.2.2 誰が影響を受けるかを明らかにする
8.2.3 結果を照合する 
8.2.4  評価プロセスと結果を確認、検証する 
8.2.5  評価の強みと弱みをレビューする

09 アクションを起こ
す

結果をどう適用して自然資本を既
存のプロセスに統合するか?

9.2.1   結果をビジネスにあてはめ、それに基づいて行動する
9.2.2  社内外に伝える
9.2.3  自然資本評価をビジネスの一部にする

補注
ステップ02に述べたとおり、自然資本評価はなんらかの目的のために実施された。この目的に結果を適
用するには、プロセスと結果の信頼性に自信をもっていなくてはならない。
評価の強みと弱みを説明し、結果を解釈するには、重大な不確実性、主な前提、重要な注意点を明らか
にすることが役立つ。これらを明らかにすることで、評価が目的を達成し、意思決定とアクションのベー
スとして使えるかどうかを判断、伝達できるようにもなる。
正式な検証や外部監査は本書の必須要素ではないが、評価結果を伝える相手によっては（例：社外向け
の報告）必要かもしれない。 

このステージをどのように計画すべきか?  
• ステップ02で特定したステークホルダーと、結果について話し合い、それら結果の意味を掘り下げてい

くため、社内外で会合を持つことを検討する。
• 必要かつ適切と判断した場合結果を説得力がありアクセスしやすい方法で共有する戦略について、コ

ミュニケーション部門と合意する。

適用ステージ  
次は何?

適用ステージ  
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08
8.1 イントロダクション
ステップ08を完了すると以下の問いに答えられるようになる。 
評価プロセスと結果をどう解釈、確認、検証するか？

ステップ08では、確認と正式な検証を含め、これまでのステップの結果を解釈、テストする方法について解
説する。
ステップ08の包括的な問いはさらに以下ように分解できる 
• 結果は何を意味するのか? このステップは、評価の結果を解釈する方法について実際的なガイダンスを

提供する。
• 評価プロセスと結果はどれだけ信頼できるか? 評価プロセスそのものをどう確認するかと、前提が正し

いかをテストし、結果に対する信頼度を把握するガイダンスを含む。
• 資料は評価プロセスと結果を包括的かつ正確に表しているか? 外部の検証が必要かどうかも検討す

る。
• 評価はその価値があったか? 評価の結果を踏まえてどういうアクションを起こすかを考える前に、まずは

完了したばかりの評価の価値について考える。

8.2  アクション
自信を持って評価の結果を解釈し使用するには、次のアクションを行う必要がある。
8.2.1 主な前提をテストする

8.2.2 誰が影響を受けるかを明らかにする

8.2.3 結果を照合する

8.2.4 評価プロセスと結果を確認、検証する

8.2.5 評価の強みと弱みをレビューする

結果を解釈しテストする

08 結果を解釈しテストする
自然資本プロトコル
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8.2.1 主な前提をテストする
自然資本評価には常にある程度の推計や概算が伴う。したがって、精度にこだわらず、値の範囲を示した
り四捨五入した数字で表し、またそうするという意思決定を記録に残すべきである。
結果にどの程度自信を持てるかを理解するため、感度分析を行う必要がある。これは、前提や主な変数の
変化が評価の結果にどう影響するかをテストするものである（表8.1参照）。感度分析では、前提の値が少
し変化するだけで評価結果が大きく変わる閾値を特定するため、シミュレーション・モデリングを行うこと
がある。その一方で、特定の影響や依存度に対して単に値が取り得る範囲を報告するだけの場合もある。
評価で価値移転が使われた場合、使われた値が社内の状況に即しているかを判断するため、感度分析を
実施することが不可欠である。 
表 8.1
感度分析でテストする前提の例

テストできる前提: 下記の場合、結果はどう変化するか...

影響を受ける人々の数 1,500人でなく15,000人が影響を受けるとしたら?

自然資本における変化の規模 利用できる水が半減したら?

主な価格の変化  エネルギーや水の価格の変化は（例：炭素価格が1t-CO2e当たり5米ドルから75米ドル
に急騰したらどうなるか）?

割引率の変化 割引率として 2%、5%、10% のどれを使うか?

対象期間 評価の対象期間を10年、30年、60年としたら?

 

ボックス8.1 過小評価と過大評価のリスク
価値評価では、コストや便益を過小評価または過大評価するリスクが付き物である。自然資本を価値
評価する際は、該当分野の専門家を参画させ、広く認められている方法を使うとともに、何年にもわたり
策定とテストを繰り返されてきたグッド・プラクティスのガイドラインに従えば、評価を大きく間違える確
率を大幅に減らすことができる。
不確かな分野については、意図的にベストケースやワーストケースを前提とするのでなく、最も妥当な前
提を選ぶのが好ましい*。これは、特に異なる種類の影響や依存度間で比較するために価値評価を使っ
ている場合に言えることである。その場合、比較的不確かな分野で意図的に保守的な前提を適用する
と結果を不適切に捻じ曲げ、間違った意思決定につながりかねない。不確実性の範囲が広い前提で大
きな変動の潜在的意味をテストするには、感度分析ととともに「最も可能性の高い」推計を使うのが好ま
しい。
ただし、自然資本の価値評価にもっと予防原則的なアプローチで臨んだほうが良いこともある。例え
ば、ステップ05で実施した生態学的調査やステップ06で実施した生態学的モデリングを通して重大な
生態学的閾値に近いことが判明した場合、あるいは評価をもとに下す決定が不可逆的変化（例：種の
絶滅）を招きかねない場合である。また、自然資本の一部の特性を他の資本形態で代替することはでき
ないため、別の資本形態とのトレードオフを判断する材料として自然資本の価値評価の結果を使う場合
も、予防原則的なアプローチで臨むことが重要である。
*  企業会計の中で必要とされる前提は「控え目に」することを求めている財務会計ガイダンスとは、この

点が異なる（企業会計の場合、予想されるコストは多めに見積もり、予想される便益は少なめに見積も
ることとされている）。

08 結果を解釈しテストする
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感度分析を実施する方法はいろいろあり、その多くは統計の知識を必要とする。どの方法も、精度を誇張
することなく結果に対して持ちうる信頼の度合いを理解できるようにデザインされている。
出発点として、最も一般に使われている「one-at-a-time（1度に一つ）」または「one-factor-at-a-time（1
度に1要因）」という感度分析モデルを適用するとしよう。名前のとおり、これは1度に一つの要因（前提か
変数）を変えた場合にどういう効果を生むかを調べる方法である。この分析のアウトプットは次のとおりで
ある。
• 1個の数字でなく、一定範囲の推計値。この値はさまざまな信頼度を反映している場合がある。
• 「切替え値」を識別しやすくする。切替え値とは、例えば複数のオプションの順位を入れ替えたり、結果

をマイナスからプラスに変えたり、閾値を交差したりすることによって、特定のパラメータや要因が結果
を切り替える、もしくは反転させるために得る必要がある値である。

8.2.2 誰が影響を受けるかを明らかにする 
意思決定によって誰が影響を受けるのか、またその人たちは得るのか失うのかを理解するには、分布解析
が使われる。分布解析を使うことで、自社の自然資本インパクトや依存度の結果、どのステークホルダーが
得失を受けるのか、また自然資本の評価後に予想されるアクションや対応の結果、その人たちは将来的に
何かを得るのか失うのかを明らかにできる。
分布解析は評価自体における重要な要素であるだけでなく、評価結果の解釈と使われ方にも影響を与え
る。
注：影響を受けるステークホルダーのタイプは、さまざまな価値のタイプと大きさに影響を及ぼすことを覚
えておくこと。具体的な例を挙げると、ある場所に対するレクリエーションやアメニティの価値は、その人が
地元住民かどうかで変わる。

8.2.3 結果を照合する
結果を解釈するには、まず評価に即したやり方で各数値をまとめる必要がある。これにはコスト・便益・ア
ナリシス（費用便益分析）、多基準分析、環境損益計算書（EP&L）、総寄与（A4S 2015とWBCSD 2013
を参照）など、なんらかの形の解析手法や枠組みを利用することになるだろう。評価が「総影響」や「正味
の価値」の適用をサポートする、あるいは正味現在価値（NPV）解析を使って「選択肢を比較」するように
デザインされている場合、計測した各値を合計する必要があるかもしれない。
ただし、その場合は合計できる値とできない値を明確にする必要がある。例えば、バリューチェーンの各部
分（直接と間接、上流と下流）から特定した値をすべて組み合わせると、自社に起因する追加的な信用や
責任が発生したり、また結果がダブルカウントされる可能性もある。この場合、直接的な値と間接的な値
を別々に報告すべきである。
金銭的評価でなく定量的価値評価を使う場合、計測値（例：kgやm3）をスコアに変換することで比較しや
すくできる。また、多基準解析でしばしば行われるように、スコアをそれぞれの全体的重要性の観点から
加重することでさらに比較可能性を向上できる。
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ボックス8.2 金銭的評価における比較とトレードオフ
自然資本インパクトと影響を金銭的観点で評価することは意思決定の強い助けになり、多様なカテゴリ
ーの影響と依存度を比較しやすくなる。ただし、以下の理由から、金銭的価値を解釈もしくは比較する
際には注意が必要である。 
a)  それぞれの金銭的推計はそれぞれ異なる価値視点（例：ビジネスまたは社会的）を反映しているかも

しれない。 
b) 金銭的推計の中には、全体的価値の一部しか推計していないものもある。
ビジネスへの影響とビジネスの依存度
ビジネスへの影響やビジネスの依存度を評価する際、その目的は、ビジネスに実際に及ぶ、もしくはその
可能性がある金銭的コストや便益を推計することである。一般論として、観察された市場価格や税、料
金に基づく価値は簡単に比較できることが多い一方、それ以外の手法に基づく推計はその比較可能性
という点で慎重に評価する必要がある。
社会への影響
社会への影響を評価する目的は、社会全体やその中の特定の集団に生じるコストや便益を推計するこ
とである。これらのコストや便益は、人間の福祉（人間の福利厚生ともいう）における変化の観点から
推計される。厚生経済学の理論に即した方法で得られた社会的価値は比較可能性に優れていそうだ。
しかし、常にそうとは限らない。金銭的/市場価値（「交換価値」ともいう）と福祉/福利厚生価値は区別
されることが多い。とはいえ、このような区別は価値の比較可能性を評価するうえで必ずしも役立つわけ
でない。交換価値は、その交換が行われる市場の特性によって、福利厚生の値に対する良い代理指標に
も悪い代理指標にもなりうる。さらに、福利厚生ベースの方法が一貫性なく適用されて導かれた値の間
には、交換価値と福祉/福利厚生価値の違いと同じくらいの差異が生じうる。評価結果の互換性に確信
を持てない場合は、外部の専門家のアドバイスを求めるべきである。
例えば、社会への影響に関する評価では、温室効果ガスの排出に炭素の社会的コスト、また水利用に
社内の軽減費用を適用し、その結果を使って、温室効果ガスの排出と水利用の間でその会社の影響緩
和アクションを優先付けするのは適切ではない。社内の水利用削減費用は、水利用の社会的コストの良
い指標にはならないからである。

08 結果を解釈しテストする
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8.2.4 評価プロセスと結果を確認、検証する
結果を確認、検証するうえで、自然資本評価の4つの原則である評価の関連性、厳格性、反復性、一貫性を
チェックすることが重要である。チェックのタイプによって求められる労力のレベルも変わってくるので 
(例：システマチックまたはランダム、プロセス監査、外部確認）、評価に必要な確認、検証のレベルと、望
ましい信頼性レベルを決める必要がある。
確認と検証は評価プロセスか結果、もしくはその両方を対象とする。厳密に確認、検証することのメリット
は大きい。
• 評価をもとに意思決定を下す社内の同僚から、結果の正確性と完全性の確認を求められる場合があ

る。
• 検証は、使われているデータと手法が目的に適したものであること、また評価結果がビジネスの意思決

定や社外とのコミュニケーションの基礎として使うのに十分耐えられるものであるという信頼をさまざま
なステークホルダーに与える。

ステップ01で述べたとおり、自然資本評価はさまざまなビジネス用途に実施できる。各用途は、その会社
特有、もしくは社外の組織から指示された独自の確認・検証要件を持つ（例：国際会計基準（IFRS）や各
国の一般に認められた会計原則（GAAP）の要件を満たすための財務報告）。したがって、確認、検証をど
の程度行うかは、想定される評価の利用方法とコミュニケーションに依存する部分がある。主な選択肢は
2つある。 
• 内部レビューは、理想としては評価に直接関与していない社員（例：内部監査部門）を交えて、社内で実

施できる「セルフチェック」である。社内での意思決定ならこれで十分だろう。社内レビューは比較的柔
軟かつ簡単に実施できるものの、社外レビューと同程度の信頼性は得られない。

• 外部レビューは通常、社外の人々が行う。結果を自発的に外部のステークホルダーに伝えてもよいし、ま
た必要に迫られてそうする場合もある（例：報告書の公表、カスタマー・リレーションのサポート、法令
遵守の実証）。その場合、独立した専門家に検証してもらえば、評価プロセスと結果に対する信頼性が
増す）。一般に、外部レビューは内部レビューを実施するよりコストと時間がかかる。

外部レビューが必要な場合、以下のことを行う必要がある。
• レビューを実施するのにふさわしい外部組織を決める。
• レビューのスコープとタイムテーブルに合意する。
• 意思決定とプロセスをまとめた文書を提供する。
• レビュー・プロセスの中でステークホルダー（例：データ所有者）にインタビューする場合、彼らにその旨

伝える。

 用語集 
確認
技術的信用度、主な前提の適切さ、結果
の強さなど、評価の質をチェックするため
の内部または外部プロセス。このプロセス
は必ずしも公式なものとは限らず、自己評
価に依存することも多い。

検証
評価の文書化が完全かつ正確か、またプ
ロセスと結果を本当に表しているかをチェ
ックするため、専門家のレビューを交えて
行う独立したプロセス。「検証」は「監
査」や「保証」といった言葉とほとんど区
別されずに使われる。.
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参考までに、社内や社外で評価を確認、検証する際に答えるべき問いの例を下記に挙げる。
• 評価のスコープは適切に定義されたか?
• 選択したスコープは評価を通じて一貫して適用されたか?
• 与えられた時間とリソースで、関連データをできる限り完全な形で得られたか?
• 代理指標、平均、直接計測したデータなど、データとデータソースは信頼できたか?
• 異なるソースから収集したデータは適切に統合されたか、また一貫性が求められる場合、一貫した形で

統合されたか?
• データの不確実性に関する情報は定性的に提供されたか?　 また定量的データがある場合はそれも提

供されたか?
• ベースライン、空間的、時間的境界は適切に選択され、一貫して適用されているか?
• 前提は妥当で適切、一貫しているか?
• どの科学的不確実性、推計の不確実性を考慮したか?
• 結果は評価の目的に即しているか?
• 感度分析はどれだけ多くの変数や前提を対象に行われたか?
• 評価プロセス（スコープ設定、計測、価値評価を含む）の記録は適切であり、かつ透明性があるか?
• データの収集・計算の記録は適切であり、かつ透明性があるか?
• 結果とそのビジネス用途の記録は適切であり、かつ透明性があるか?
完了したレビューには、評価プロセスと結果に対する信頼度、使用した前提に関する注釈事項、まだ残っ
ている不確実性について要点を記す必要がある。信頼度の表現は定性的でかまわない（例：「非常に低
い」から「非常に高い」まで段階順）。
レビューでは、結果に対する自信を高めるためのアクションについても焦点をあてるとよい。このアクション
を実行にうつすかどうかはあとで決めることになる。実行する場合は、評価の一部をやり直すことになるか
もしれない。 

08 結果を解釈しテストする
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8.2.5 評価の強みと弱みをレビューする
自然資本評価を完了したら、評価の強みと弱みは何だったかを知りたいと思うだろう。これを知っておけ
ば将来の評価に役立つうえ、改善すべき点を特定できる。この最後の「評価の評価」には、実施したばかり
の確認や検証からの情報が活かされる。
評価が期待にそぐわない場合、何をどうやればうまくできたかを突き止めるようにする。これは、将来さら
に評価を行う予定がある場合に特に重要である。
結果に対して全面的な自信を持てないことがある。これは、結果にたどり着くために重大な注意点や前提
がある場合などにあり得る。追加の情報があれば不確実性を減らし結論が変わる可能性はあるだろう
か？そのような場合は、評価結果が意思決定の判断材料として信用できる基礎となるよう、前のステップに
戻って評価を改善する必要があるかもしれない。また、評価実施者としては結果に基づいて先に進んでも
よいと思っていても、他のステークホルダーから評価とその結果について納得できるように追加情報を求
められる場合もある。このようなステークホルダーが自分たち自身で判断ができるよう、該当する注意点や
前提を必ず報告するべきである。
一般論として、結果に不確実性がある（例：データ不足）ものの、過去に戻って評価しなおすのが不可能
な場合（例：リソースの制約など）、予防原則的なアプローチで臨むことが推奨される。これは、自然資本
評価の結果に基づいて下した決定が、重要な生態学的限界や閾値を超える可能性がある場合に特に重要
である。その場合、決定を延期する必要があるかもしれない。
当初の目的でないものの、貴重な視点を与えてくれそうな追加情報を入手することもあるだろう。
評価レビューの一環として、次の問いに答えてみてほしい。 
• 評価結果は目的どおり意思決定の判断に役立つか?
• 評価を完了するまでどれだけの時間、資金、その他リソースを費やしたか?
• ステークホルダーが感じた主なギャップや限界、強みや弱みは何か?
• 評価は外部のステークホルダーとの関係にどういう影響を与えたか?
• 当初の目的にはなかったものの、貴重な追加情報を入手したか?
• 総合的に、評価は努力する価値があったか?　タイムリーだったか?
注：これは評価の強みと弱みをリストする単純な主観的作業にしてもよいし、もっと詳しく追跡するため社
内データ収集/管理システムを確立することことを考えてもよい。
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8.3 アウトプット  
このステップの主なアウトプットは、結果の解釈を説明する文書である。この文書には以下を含める必要が 
ある。
• 主なメッセージ、注意点、前提、不確実性。感度分析を実施した場合はそれも含める。
• 結果に関する前提や不確実性に関する客観的な認識を含む、評価のプロセスと結果に関する確認なら

びに内部/外部検証からのアウトプット
• 重要な前提をどうテストしたか、評価結果への信頼度とその理由を含む、レビュー・プロセス自体に関す

る記録

架空の例 NSCI

表8.2
NSCIのステップ08のアウトプット

主な前提のテストと、影
響を受ける人の範囲

結果をより理解するため、チームは前提をテストしてそれぞれの前提がどの時点で異なる結果につながる
のかを把握しようと、感度分析を実施した。 
例えば、チームは洪水リスクに対し、さまざまな気候変動シナリオを試し、地球温暖化による気温上昇を
1.3℃未満に抑えることができれば、洪水リスクの増大は最小限で済むことを突き止めた。しかし、2℃以
上上昇することを示唆する強い証拠が見つかったことから、洪水は対策を要する重大（マテリアル）なリ
スクであると結論付けた。

結果の照合 NSCIの操業は、現段階で自然資本の劣化にさらされていないものの、チームが分析したところ、今後10
年間で自然環境の変化がビジネスに及ぼすコストは430万ドルになるとの結果が出た。NSCIの製造とサ
プライチェーンもこの期間に社会に及ぼす影響が大きくなり、水利用と大気汚染を合わせて正味現在価
値（NPV）で240万ドルに相当すると推計された。

評価プロセスとその結
果の確認、検証

チームは分析結果を他の調査と比較することで確認した。例えば、大気汚染の影響について米国での包
括的な学術調査を見つけ、DALYの比較を使って都市部の製造施設周辺における単位排出量当たりの影
響を価値評価することでそれら数字のスケールをチェックした。

強みと弱みのレビュー 評価プロセスと結果のサマリーはレビューのためNSCIの上級管理職に提出された。

08 結果を解釈しテストする
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09
9.1 イントロダクション
ステップ09を完了すると以下の問いに答えられるようになる。 
結果をどう適用して自然資本を既存のプロセスに統合するか?

ステップ09では、結果をもとにどう行動するか、それら結果をどう意思決定に役立て、ステークホルダーを
参画させるか、自然資本評価をどう継続的に社内の方針とプロセスに組み込むかを考えていく。
この問いは次のように細分化できる。 
• 結果をどう使うか? これには、目的とスコープに応じて結果をビジネスの意思決定にどう使うかについて

のガイダンスが含まれる。
• さらなる自然資本評価は価値があるか？ 完了した評価を部分的に再評価または深掘りしていく必要は

あるか?　新規の評価や追加の評価を行うことでビジネスに何か恩恵はあるか?
• 結果をどう伝えるべきか? 機密保持を意識しながら、評価の結果とそこに至るまでのプロセスをどう伝

えるかについて、いくつかの考慮点を提供する。
• 自然資本評価をどのようにしてビジネスに組み込むか? 評価プロセスは社内の既存もしくは新規の意思

決定プロセスにどう関係し、また社内のビジネス・システムに自然資本評価を埋め込むにはどんなリソー
スや意思決定が必要か?

このステップでは、以下をどう実施するか、その方法を考えるとよい。
• 既存のビジネス戦略を活用する。別のやり方を新たに作るのでなく、すでに実施していることに自然資

本を組み込むという考え方。つまり、結果をサステナビリティ部門に留め置かず、戦略・事業上の意思決
定に活用するということである。究極的には、自然資本への取り組みがビジネスの一部として自動的に
組み込まれており、別途取り組む必要がないというのが理想である。

• 自然資本評価が成功したと判断するための、明確で一貫し、ビジネスに関連性のある基準を確立する。
これはさらに評価を実施すべきか判断するための基準となる。

• 社内における他の関係する評価プロセスから学び、またそれらプロセスにリンクする。自然資本に密接
に関係するプロジェクトと活動であっても、違う言葉を使っているため、その関係が見えにくくなっている
ことがある。例えば、環境リスクの管理は自然資本保全の一つの形態と考えることができるが、その担当
者は両者の関連性を見出していないかもしれない。

9.2 アクション
社内に自然資本評価を埋め込むには、以下のアクションを行う必要がある。
9.2.1 結果をビジネスにあてはめ、それに基づいて行動する 

9.2.2 社内外に伝える 

9.2.3 自然資本評価をビジネスの一部にする

アクションを起こす

09 アクションを起こす
自然資本プロトコル
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9.2.1 結果をビジネスにあてはめ、それに基づいて行動する 
ビジネスの意思決定が客観的情報だけに基づくことはめったになく、意思決定プロセスには感情や人間関
係も関わることを覚えておきたい。したがって、意思決定プロセスに関わる人たち（ステップ02で特定）に
は、評価を理解してプロセスとその結果に自信を持てるよう、十分な背景情報を提供することが重要であ
る。
もちろん、評価が目的（ステップ02で特定）を満たしたか、どのように満たしたか、意思決定の判断材料に
なるかどうかを考える必要がある。評価の結果は、活動の変更につながったかもしれないし、行動計画の
修正や追加の緩和措置につながったかもしれないし、あるいは、すでに行われている活動に対しさらなる
正当性を与え変更の必要がないことを示したかもしれない。例えば、代替アプローチに比べ、いくらのコス
トが節約された（あるいは追加で掛かった）かなど、評価がビジネス戦略やビジネス目標にどう寄与した
かを計測する必要があるかもしれない。
選択したビジネス用途に応じて（表1.2参照）、例えば以下の決定を下すことになる。
• 異なる種類の土地利用または異なる市場を模索する。
• 特定の経済活動を減らす、もしくは増やす。
• 調達先を選定する。
• 立地場所を選択する。
• 投資を行う（例：景観の回復）
• ステークホルダーとの関係に基づき活動を調整する。
• 新製品を開発する、または既存の製品を改良する。
• 報告に自然資本を含める。
• 自然資本に関する自社のパフォーマンスを時間を追ってモニタリングする。
他にも追加のアクションとして以下が考えられる。

a. 別の評価を実施する
本書を適用することで、自然資本評価により改善できる他の意思決定についても、さまざまなアイデアが生
まれているかもしれない。これらの追加的なビジネス意思決定は、何が最もマテリアルか（ステップ04で
特定）を明らかにすることに基づいたものであったり、最初の評価で明らかになった、想定外の新たな自
然資本への影響または依存度に焦点を当てたものであったりするかもしれない。
さらなる自然資本評価の実施の入り口としたり、社内でより幅広い支持を得ることに繋がる戦略的重点分
野が他にもないか考える。
表9.1に、新たなビジネスチャンスの探求、評価のスコープの拡大、社会的価値も含める評価の広範化な
ど、さらなる評価を実施するためのいくつかのアイデアを紹介する。

09 アクションを起こす
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表 9.1
将来の評価の例

すでに下記を検討した場合... 下記を検討することはできるか...?

自然資本のリスク（例：不安定な水供給） 自然資本にリンクされているビジネスチャンス（例：新たな製品や市場）

直接的な企業活動 上流と下流での活動

一つの場所  複数の場所を比較

一つの製品 複数の異なる製品、または全社的評価

よく知られた影響（例：温室効果ガス） 他の自然資本への影響

自然資本への影響 自然資本への依存度

ビジネスへの価値 社会への価値

定性的または定量的価値評価 金銭的評価

b. 外部性を内部化する
評価結果に基づいてアクションを取る際、特定した外部性を将来内部化できるか、もしくは内部化するつも
りがあるかを検討することもあり得る。例として、将来の決定に社内で設定する炭素や水の「シャドープラ
イス」を含めたり、これら外部性を盛り込むよう財務諸表を改変したりすることが挙げられる。 
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9.2.2 社内外に伝える
これで評価は完了し、意思決定者に意思決定の判断材料となる情報を提供できるようになった。この情報
には、適用する前提、不確実性、制約など、評価プロセスと結果を説明するための情報を含めるべきであ
る。
a. 意思決定者に意思決定に必要な情報を提供する
スコープ・ステージで、評価の目的と、評価を判断材料とするさまざまな意思決定者を特定した。評価結果
をビジネスの意思決定に最も効果的に反映させるには、すべての関係者に必要な情報を適切なフォーマッ
トで提供する必要がある。可能であれば、情報は既存のプロセスを通して社内で共有することが望まし
い。例えば、既存の役員会資料に内容を追加し、社内のリスク・プロセスに情報を統合するか、事業運営プ
ログラムに情報を組み込むとよい。 
b. 社内および社外のステークホルダーとコミュニケーションを図る
自然資本評価とそれによる意思決定についての情報を明快かつ透過性を持って共有すれば、関係を強化
し、さらなる評価の根拠を構築し、自然資本を日頃のビジネスに組み込むのに役立つ。
必要に応じて、以下を考えるとよい。
• 誰とどうコミュニケーションするか？
• 誰からのコミュニケーションがあるか？コア・ビジネス、および自然資本評価をもとにした意思決定を担

当するビジネス分野と明確なつながりを持つコミュニケーションが最も効果的であることが多い。
• 社内や社外のレポートを発行する予定か？評価結果を業界のイベントで発表するか？Webサイトにニュ

ース記事を掲載するか？他の同じような調査を参照するか？
• 誰とどの程度の量の情報を共有するか？一部の結果は機密情報かもしれないが、それでも社外とのコミ

ュニケーションは可能であり有益である。例えば、金銭的価値を報告しなくとも、指数や割合を使って
重要機密の結果を「匿名化」することで、主な成果を共有できるようになる。例えば、単に「オプション1
のコストは1億米ドル、オプション2のコストは1億5,000万米ドル」と公表しなくても、「オプション2のコ
ストはオプション1より50%高い」という言い方もできる。

• 自然資本評価は意思決定にどれだけの情報源となったか、また結果と今後行う、もしくはすでに行った
アクションに、どれだけの自信を持っているか？透明性が重要であり、前提や不確実性、制約を事前に
共有しておくとよい。

コミュニケーション専門家は、社内向けには社員にこのトピックについて詳細を伝え、評価結果が彼らにど
う影響するかを説明する方法、また社外向けにはどのメッセージをどう公開すべきかをアドバイスするな
ど、伝え方についてガイダンスを提供できる。 
社外ステークホルダーからは、評価プロセスと結果についてだけでなく、そもそもその会社がなぜ評価を
実施しようと考えたのかについても、異論や質問を提起されることがある。下記の質問についてはあらかじ
め考慮しておくとよい。
• 主要な社外ステークホルダーをすでに把握していて、彼らと関係を持っているか？
• 異議を申し立ててくるかもしれない相手に答えたり議論する用意はあるか？
• 建設的な批評をしてくる可能性がある自然保護団体や社外ステークホルダーはいるか？

09 アクションを起こす
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9.2.3  自然資本評価をビジネスの一部にする 
自然資本評価を通して、社内と自然環境の関係について新たな考え方が生まれる可能性があるし、そうで
あるべきである。評価の結果、社内のそれまでのビジネス・モデルやマネジメント・プロセスに何か影響を
与えたか、与えたとしたらどう影響を与えたかを考えよう。例えば、それまで認識していなかった、生態系
サービスや非生物的サービスへの大きな依存度に関心が寄せられたり、自然資本の変化を通して、社会に
与える間接的影響に伴う、以前は認識してなかったリスクや機会が明らかになるかもしれない。
極端なケースでは、自然資本評価がビジネス・モデルを根本的に否定する、もしくは完全に支持することが
あるだろう。しかしほとんどの場合は、自然資本評価の評価は数多くある判断材料の一つであり、それがど
のように意思決定に役立ったかを正確に特定することはできない。
一般に、自然資本を意思決定に体系的に含めると、ビジネスへの影響は増していく。特定のビジネス用途（
表1.2参照）を定期的に検討し、既存または新規のビジネス・プロセスに組み込むことができる。例えば、
• 社内では現在どの環境システムとプロセスが使われており、自然資本評価をそれらとどう連携、補完、

統合させているか？
• さらなる自然資本評価の入り口として用いることができ、社内の幅広い支持を得られる戦略的な環境評

価対象（例：水、温室効果ガス、土壌）が既にあるか？ 
自然資本を事業経営の一部にするには、計測と価値評価ステージ（ステップ05-07）だけに目を向けるの
でなく、本書の全ステップを適用することが重要である。下記を検討することも有益だろう。 
• 評価を追跡・監視するシステムを開発し、できれば財務報告システムなどの既存システムに組み込む。ま

ずは現在使われている既存のシステムとプロセス、およびそれらが自然資本評価とどう連携、補完し、
統合するかをレビューすることから始めるとよい。

• 主要な社内ステークホルダーが自然資本に事業価値を見出し、そのプロセスに積極的に寄与してはじめ
て自然資本をビジネスに組み込める。自然資本評価は役員会の議題として取り上げられなければなら
ず、これら評価の開発と実施には上級管理者層が関与していなければならない。

• 廃水や温室効果ガスなど、環境問題にすでに取り組んでいる社員に自然資本評価の教育を受けさせ、
評価を実施させてもよいだろう。このような社員は、将来「自然資本の推進派」になるかもしれない。

表9.2に、企業でよく利用されている、自然資本評価のデータと結果を使う既存のプロセスをいくつか紹介 
する。 
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表 9.2
自然資本評価を活用するビジネス・プロセスの例 

既存または新規の社内プ
ロセス 

説明 自然資本評価を含めることの価値

費用便益分析 プロジェクトや方針の費用と便益を比較する分析。ビジ
ネスまたは社会的視点から便益費用比、正味現在価値
（NPV）、内部収益率（IRR）といった純便益を分析する
ために使える。 

 − 自然資本にどのコスト節約や収益機会
がリンクされているかを特定する。
 − 意思決定の判断材料にするため、社会
的価値に基づき、ビジネスに関わる影響要
因に対し信頼できる「シャドープライス」を
推計する。

天然資源のダメージ評価 環境へのダメージ、修復用件、および環境責任と汚染事
象に関わるコストと補償を計算する様々な手法を伴うア
プローチ。 

 − 社会への影響に対する価値、および汚染
除去と回復が社会とビジネスに与えるコス
トと便益を含める 。

戦略的目標設定と進捗監視 企業は戦略にますますサステナビリティ目標を盛り込む
ようになっている。自然資本評価はベースラインの確立、
前提のスコープ設定、フィージビリティ評価など、目標設
定プロセスの判断材料になる。さらに、予定どおり進行し
ているかを把握するうえでも役立つ。

 − 各種課題をマテリアリティに基づいて優先
付けする。
 − スコープ、影響、ベースラインをしっかり理
解・定義する。
 − 実行可能で野心的、意義のある目標を確
立する。
 − ビジネスや社会にポジティブ/ネガティブな
影響を示している、信頼できるデータに基
づいて達成度を計測する。 

環境管理システム 組織が環境に及ぼす重要な影響を管理するための構造
化された枠組み。これらの枠組みには、環境に影響を及
ぼす活動、製品、プロセス、サービスの評価と、環境の影
響緩和/改善プログラムが含まれる。 

 − 自然資本の情報と分析を一貫して適切に
使用するための枠組みを提供する。 

環境社会影響評価（ESIA） 開発、プログラム、政策に伴う、潜在的な幅広い環境社
会影響を評価するための体系的アプローチ。ESIAは乗数
効果、直接的/間接的雇用創出、便益の分配の影響など、
プロジェクトの地域経済への影響を評価するための経済
的影響評価を含めることがきる。

 − 意思決定の判断材料となる価値評価の要
素を追加することで、操業、融資、戦略等
により豊富な情報を提供する。
 − 未評価の社会的影響に起因するプロジェ
クトの遅延を減らす。
 − 悪影響を最小化/軽減/相殺するための費
用対効果の高い選択肢を特定する。
 −  操業許可の維持に役立つ 。

リスク評価 さまざまな媒体に直接さらされたり影響を受けたりする
人々へのインパクトを含む、企業の製品や操業が生態系
に及ぼすリスクの分析 。 

 − 意思決定の判断材料となる価値評価の要
素を追加することで、操業、融資、戦略等
により豊富な情報を提供する。
 − 文脈に合わせてリスクを評価するため幅広
い価値の測定を導入する。

09 アクションを起こす
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既存または新規の社内プ
ロセス 

説明 自然資本評価を含めることの価値

内部監査 組織のリスク管理、ガバナンス、内部統制プロセスが有
効に働いていることを独立した立場から保証するプロセ
ス。内部監査の範囲は財務リスクを超え、成長、評判、環
境、労使関係といった諸問題も扱うこともある（出
典：Chartered Institute of Internal Auditors 2015）。

 − その会社が策定した自然資本評価の手順
を遵守していることを保証する。
 − リスクとその影響の定量化を改善する。

ライフサイクル評価 ライフサイクル評価（ライフサイクル分析ともいう）は、ラ
イフサイクル全体にわたり排出量、利用した資源、および
製品に伴う環境と健康への影響を定量化するための構造
化された管理ツール。 

 − LCAに含める環境への影響を価値評価/
優先付けするための構造化されたアプロ
ーチを提供する。
 − LCAでさまざまな影響を合算したり、比較
するために金銭的評価を使う。

企業報告 社外、とりわけ株主その他の社外ステークホルダーに対
して行われる、環境、社会、財務情報の報告 。

 − 企業の報告書に記載する環境への影響を
優先付けするための構造化されたアプロ
ーチを提供する。
 − 株主その他のステークホルダーにより厳格
で信頼できる情報を提供することで企業
の評判を高め市場リスクを減らす。

財務会計 社外または社内向けの財務分析。企業の最終損益に対し
て直接的な金銭的意味を持つコストと便益に焦点を当て
る。企業または事業部門の「損益計算書」と「貸借対照
表」の元となる数字。

 − 自然資本に関係するコスト、収益、資産、
負債を明確にする。
 − 社会的価値に基づき、シャドープライス、
環境コスト/便益の会計を開発する。 

管理会計  製品ラインや活動、投資に関係する、直接的な金銭的意
味を持つコストと便益に焦点を当てた、社内向けの財務
分析。例えば、価格の決定、予算策定、資本投資の決定、
ディスカウント・キャッシュフロー、正味現在価値、内部
利益率、投資利益率、回収期間などを含む。

 − 重大な自然資本への影響や依存度にリン
クされている金銭的コストと収益を特定す
る。
 − 社会的価値に基づき、シャドープライス、
環境コスト/便益の会計を含める。

（持続可能な） 製品ポート
フォリオ

定期的にさまざまな基準に基づいて会社の製品とサービ
スを評価するプロセス 。 

 − 自然資本評価の結果により、より全体論的
視点から会社の製品ポートフォリオを見る
ことができる。サステイナビリティ・パフォ
ーマンスを改善するためポートフォリオを
段階的に変えていく理由付けになる。 

出典： WBCSD et al. 2011
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9.3 アウトプット
このステップのアウトプットは次のとおり。
• 評価の結果、行うアクション
• コミュニケーション計画
• 自然資本評価を事業経営の一部にするための計画

架空の例 NSCI

NSCIの上級管理者層と評価チームは、評価結果のレビュー後、次のステップの候補をリスト化した 
（表9.3）。 
表 9.3
NSCIのステップ09のアウトプット

課題 結果のビジネスへの適用、それに基づくアクション

サプライチェーンの影響： 
水利用

水の影響を軽減：水利用がサプライチェーンに与える影響の深刻化が懸念されていた。対策として、
上級管理者層は、点滴灌漑や農家の指導など、水の必要量を減らすための技術改善を調査するタス
クフォースの立ち上げを決めた。
水利用のビジネスへの影響を考える。水利用が社会に与える影響の大きさを考え、チームは法規制
や操業許可の喪失など、これら影響に起因するビジネスへの将来的な潜在コストを再度検討するこ
とに 
した。

サプライチェーンの依存度：
花粉媒介

蜂の個体数の減少に対処するため協働する。授粉媒介者の減少は他の企業やステークホルダーにと
っても懸念材料なので、NSCIは減少のスピードを抑え対応策を分担し合う方法について他のステー
クホルダーと話し合うべくワークショップを主催することにした。

製造の影響：大気汚染 大気汚染の規制案に影響力を行使するため政策論議に参画する。NSCIは製造過程での大気への排
出により大きなコストをもたらしている。そこで同社チームは、より詳細な調査を実施し、規制当局者
を交えながら、社会への影響と、ビジネスへの将来的なコストをいかに抑えるかについて、透明かつ
証拠に基づく議論を行うことにした。特に、ローカルなキャップ・アンド・トレード制度、排出量規制、
テクノロジー・アップデート義務など、多様な規制案に伴う広範な経済的、環境的、社会的影響を調
査することを決定した。

製造の依存度：洪水リスク 洪水防護を強化するため協働する：チームは洪水の影響にさらされリスク軽減に関心を持っている
他の主要ステークホルダーを特定し、対策を準備している。

自然資本を既存のプロセスに埋め込む: NSCIのチームは将来、広範なデータをより効率良く取り込めるよう、社内の環境管理システム
（EMS）をアップデートすることした。これにより、上記の重大な自然資本インパクトと依存度に伴うパフォーマンスとリスク、機会を高
い信頼性で監視できるようになる。

 
これで自然資本プロトコルの9つのステップを完了した。自然資本評価を実施した上でのフィードバックや
経験、学んだことなどあれば、ぜひ自然資本コアリションにもお知らせいただきたい。皆さんの情報は、 
｢ビジネスが自然資本を保全し豊かにする」という当コアリションのビジョンに向けて前進していくうえで貴
重なものとなる。 

09 アクションを起こす
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付録A：生態系サービスの分類
ミレニアム生態系評価（MA）では生態系サービスを「人々が生態系から得る便益」と定義するとともに、サ
ービスを調達サービス、調整サービス、文化的サービス、基盤サービスに分類しており、これらは学術、政
策の場でも一般化している。しかし、なおいっそう正確な定義と、下記を明確に区別する厳格かつ体系的
な分類法が必要だという認識が高まっていることも事実である。 
• 自然が人々に提供する最終的便益つまり中間的な便益や機能、プロセス（例：栄養循環）でなく、直接

享受、消費、使用したりする便益。
• 人々に対する便益の価値（例：経済的価値評価を通して計測）ではなく、サービスの量（例：生物物理

学の観点で計測）。
この考えに則り、「最終的生態系サービス」という別の定義も提案された。これは「人々に福祉をもたらす、
直接享受され、消費、使用される自然界の要素」である（Boyd and Banzhaf 2007）。この定義は、特定の
受益者と経済セクターの観点から、生態系サービスの計測、モデル化、マッピング、価値評価、コミュニケ
ーションを容易にできる改訂版の分類法の基盤となるものである。
生態系サービスに対する分類法として現在主流なのは、「生態系サービスの共通国際分類」（CICES）と「
最終生態系の財とサービス分類体系」（FEGS-CS）である。これら2つの分類体系の重要な特長は、受益
者により直接消費、使用される生態系アウトプット（最終生態系サービスともいう）に重点を置いているこ
とである。両分類法は現在も発展し続けている。
CICESはMA（2005a）やTEEB（2010）といった既存の概念的枠組みと一貫性を持ちながら、標準的な経
済統計と同様、さまざまな用途に使える標準化した統計情報を生成するために簡単に使える分類法を作
成することを目的に開発された。CICESは調達、規制、文化的サービスについては認識するものの、「サポ
ート・サービス」については生態系の基礎をなす構造、プロセス、機能の一部と考え除外している。CICES
は生態系会計との適合性を考慮して作られている階層構造に従って、さらに生態系サービスを分類した
（Haines-Young and Potschin 2013; EEA 2016）。
FEGS-CSは最終生態系サービスを生態系と受益者の標準的カテゴリーにリンクする。例えば、海、陸、大
気の生態系クラスはさらに森林、農生態系、ツンドラなどのサブクラスに分類される。同様に、農業、商
業、自給といった受益者は、さらに農家、食料調達者、自給生活者などに分類される。FEGSは最終生態系
サービス（例：水、植物、空気、陸、花粉媒介など）により21のカテゴリーに分類され、合計342の固有、特
有で計測可能なFEGSに細分化されている（Landers and Nahlik 2013）。

自然資本プロトコル
付録A：生態系サービスの分類



112

自然資本プロトコル

付録B: 自然資本評価に対する価値評価手法
環境経済学と本書では、価値評価は貨幣換算だけを意味するわけではない。価値評価とは、特定の文脈
における、人々に対する自然資本の相対的重要性、価値、有用さを推計するプロセスである。価値評価に
は定性的、定量的、金銭的アプローチがあり、それぞれを組み合わせることもできる。
付録Bでは、表7.1をもとに、主な定性的、定量的、金銭的価値評価手法についてさらに詳しく解説していく
（WBCSD 2013とWBCSD et al. 2011に基づく）。目的はビジネス・マネジャーの方々に各手法の基本と
主な考慮点を理解してもらうことである。
比較的複雑な手法については順を追ってやり方を説明していく。.

定性的価値評価
定性的価値評価は、単に「重要」という評価から、影響と依存度の相対的価値をより正式に評価するもの
でさまざまである。
意識調査は、一連の質問（例：半構造化インタビュー）を通して、関連する幅広いステークホルダーの見解
を表現する手段である。特定の文脈における自然資本の相対的重要性や値打ちを導くことで、価値を定性
的に推計できる。質問は実際もしくは架空のシナリオに基づき、一定数の関連ステークホルダーから回答
を求める。調査は対面や電話、インターネットで実施する。サンプルの選択、シナリオの枠組み、質問の言
葉使い、データ分析など、調査の仕方に何か偏りを招く要素はないか考えることが大切である。調査は定
量的分析に使われることもあるが（下記の「構造化調査」を参照）、結果を裏付け、回答者に定量的質問を
「理解」させるためにも、必ず定性的質問を含めるべきである。
議論的手法は、ステークホルダーが特定の文脈において自然資本の相対的価値を議論するための、グル
ープ・ディスカッションやフォーカス・グループといった構造化フレームワークである。さまざまな見解の要
点を理解して適切な定性的価値評価で合意に達するために、多岐にわたる意見を議論によってまとめたい
場合に特に有益である。
相対的価値評価は特定の文脈において価値を相対的に表現したもの。値は低、中、高で表現されたり、適
切であれば正の値か負の値かで示される。正負の値は赤色、黄色、緑色など単純に色分けされることもあ
る。例えば5ポイントまたは10ポイント・スケールや+3から-3といった数値スケールを使った場合、その価
値評価は定量的評価となる。
相対的価値評価の主なステップ
1.  評価対象に起因する価値の変化（ポジティブとネガティブ両方）の観点から潜在的に関連する影響の

範囲を特定する。
2.  各影響に対し使用する定性的価値のスケール（例：高、中、低。定量的アプローチの場合は例えば0-5

のスコア）に合意し、このスケールにおけるこれら用語の意味を定義する。
3.   一貫したアプローチと関連する情報を使い、各影響に対する定性的価値（または価値の変化）を割り

当てる。これは専門家の判断、ステークホルダーとのインタビュー、ステークホルダーのワークショッ
プ、利用できるデータのレビュー（定量的情報を含む）に基づいて実施してもよい。

4.  理想としては、結果に信頼性を加えるため、何らかの形で合意を形成する（例：スタッフや社外の専門
家、他のステークホルダー、学者を含む）。

付録B: 自然資本評価に対する価値評価手法
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注：
•  可能な場合、それぞれのレベルの定性的価値に対し定義が明確化された、一貫性のあるアプローチを採

用する。
• 実用的であれば、定量的情報を持つ定性的価値評価を支持する。
•  相対的価値評価は環境経済学者が実施するのがベストであり、他の専門家、特に生態学者にも参加し

てもらえば理想的。水文学者や大気質の専門家、社会学者などを交えてもよい。
•  価値評価プロセスやアウトプットのレビューに幅広いステークホルダーを関与させることで、評価を様々

な批評に耐えうるものにし、信頼度を高める。

定量的価値評価
自然資本評価にはさまざまな方法の定量的価値評価を使用できる。定量的価値評価は定性的価値評価
に数値データを追加でき、自然資本の金銭的評価に不可欠である。定量的価値評価の代わりとなるアプ
ローチには、構造化アンケート調査からさまざまな非金銭的指標（例：健康の影響を加味した障害調整生
存年数（DALY））、さらにシミュレーション・モデルや多基準分析（MCA）といった複雑な分析手法まであ
る。多基準分析は一般に環境調査で代替管理オプションを比較する手段として使われる。
方法としてはステップ05（影響要因や依存度を計測する）で述べた方法に近いことに注目してほしい。違
いは、価値評価では、これら方法の結果は文脈に置かれ、相対的値打ちや重要性を示すことである。
構造化調査は、人々の選好（ランク付けした結果）、行動（消費水準）、その他の事実（場所）に関するデー
タなど、定量的価値を導き出すための有力な手段である。調査は実際または架空のシナリオに基づいて実
施でき、幅広いステークホルダーから回答を集めることができる。調査は対面や電話、インターネットで実
施でき、一貫性のある質問のセットで構成される。閉じた質問（例：イエスかノーで答える質問など）を含
む。サンプルの選択、提供方法、シナリオの枠組み、質問の言葉使い、結果の分析など、調査の仕方に何
か偏りを招く要素はないか考えることが大切である
定量的調査の結果は多基準分析や金銭的価値評価など他の価値評価方法へのインプットとして使われる
ことが多 あ々る。結果を裏付け、回答者が質問を理解したことを検証するため、定量的調査に定性的質問
も織り交ぜるとよい（上記の定性的「意識調査」参照）。
指標は、ステップ05で解説したとおり、自然資本の計測値を定量化するために使える。ただし、計測値は
文脈内で表現されて初めて価値を示す。例えば、1立方メートル（m3）の水という単純なデータは、取水し
ている集水域において、アウトプット単位当り、または利用可能な水全体のうち何パーセントであるかな
ど、文脈内に置かれることで価値を表すのに使える。
原単位当たりの水不足における変化を計測するため水利用（原単位当たりm3）と水不足指標を組み合わせ
る場合など、さまざまな情報源から定量的測定単位を組み合わせることで自然資本の価値に対する視点
を得られる。定量的指標は、障害調整生存年数（DALY）や質調整生存年（QALY）など、人間の福祉と健
康における変化を直接評価するために使うこともできる。DALYやQALYは特定の人口における健康状態の
決定因子を評価・比較するため医療業界で広く使われている。
多基準分析（MCA）は、代替のプロジェクト・オプションや決定について、一般に環境的、社会的、経済的
問題（財務コストを含む）をカバーする一連のパラメータを特定し評価するものである。パラメータはまず
影響の程度（例：10または100のスケール）に基づいてスコアを付けられ（レーティング）、次にプロジェク
ト/決定の文脈内で相対的重要性に基づきながら加重される。すべての基準にわたって加重平均を算出す
ることで、オプションに総合的なスコアとランキングを付与し最も望ましいオプションを明らかにできる。
スコアと加重によって、実際上の「価値評価」手法となっている。
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主なステップ
1. 目的、意思決定者、その他主要ステークホルダーの観点から意思決定の文脈を確立する。
2. 関連オプション（プロジェクトや意思決定）を明らかにする。
3. 目標、および各オプションの結果に伴う価値を最も反映している基準（パラメータ）を明らかにする。
4. 基準に対し、各オプションの予想パフォーマンスを記述しスコアを付ける。
5. 意思決定における相対的重要性を反映するよう各基準に加重を割り当てる。
6. 各オプションに対する加重とスコアを組み合わせることで総合的な価値を導く。
7. スコアや加重の変化に対する結果の感度分析を行う。
注：
• 包括的かつ相互に排他的（MECE）な基準のセットが含まれていることを検証する。
• ステークホルダーを参画させ適用したスコアと加重に合意する。

金銭的評価
特に金銭的価値に対しては、二次的（間接的）価値評価と文脈特有のデータを使用した一次的アプロー
チのどちらを使うか選ばなくてはならない。十分なデータがないとか、一次調査を実施するだけの時間や
リソースがない場合、最も費用対効果の高いアプローチは「価値移転」を使うことである。ただし、価値移
転は他の文脈からのデータに依存することから、一般に一次的な価値評価ほど信頼性が高くないことに
注意が必要である（ボックス7.1を参照）。場合により、価値移転は一次的価値評価の結果をデザインある
いは確認するうえで有益な情報を提供できることがある。
市場価格と財務価格があるときはそれを使用できる。このアプローチは影響と依存度に関する評価でよく
使われる。
市場価格を使う場合、それらの価格は財またはサービスを売り買いする人々にとっての価値を表すことに
留意する必要がある。したがって、市場価格は自然資本における変化から起こる社会にとっての完全な価
値を表すとは限らない。市場価値は社会への影響を評価する際にも使えるが、その場合は社会的価値に
対する代理指標として使われる。例えば、水市場が存在する場合でさえ、水の価格は行政によって設定さ
れることが多く、その価格は実際の経済的価値より低いかもしれない。理由は、意図的、意図せずに水に
補助金が出されていることが考えられる。
同じことは他の生態系サービスや非生物的サービスにも当てはまる。例えば、釣り人が特定の海で魚を釣
る権利を得るため許可料を払うことがあるが、その料金は釣り人が払ってもよいと考える金額よりはるかに
安いかもしれない。しかし、自然資本が提供する財とサービス（例：調整的な生態系サービス）に対しては
市場が存在しないことが多く、そのため直接観察できる価格はない。
自然資本を消費目的で使用する場合、市場価格または市場コストに基づくさまざまなアプローチを使うこ
とができる。詳しくはCanadian Council of Ministers of the Environment（2010）とUnited Nations 
Statistics Division（2007）を参照されたい。以下にいくつか例を紹介する。
• 派生需要関数: 家計やビジネスにとっての自然資本インプットの総価値は、さまざまな価格で買われた

観察済数量の統計的回帰分析に依存する「逆需要関数」に基づいて決定される。
• 機会コスト: なんらかのアクションを実施した結果失われた価値（逸失機会のコスト）は、ときとして仮

の価値として使われる。例えば、農地の一部を保全のために割り当てた場合の価値は、少なくとも生産
されなかった農産物の価値ほどはあると考えることができる（補助金の純額）。 

付録B: 自然資本評価に対する価値評価手法
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• 軽減コスト/回避行動：環境への影響を軽減するために支払われたコストは、軽減を実施した人々に対
するそれら影響の価値の最小の代理指標となるかもしれない。例えば、水質汚染の損害の価値の代理
指標として水処理のコストを使用できるかもしれない。環境への損害を軽減するための架空のコストは
必ずしも価値の指標ではなく、個人もしくは組織が実際に支出を引き受ける用意がある、または法律に
よりそうすることを義務付けられている場合に限り該当する。後者の場合、環境への影響の価値は法律
により、少なくとも軽減コストと同じ大きさとして暗示的に評価される。

• 疾病コスト：汚染のコストは、人々の健康に影響が生じたときの疾病コストに基づいて推測されること
がある。関連コストとしては医療費や労働生産性の低下による損失がある。 

収益確保やコスト管理のため、主に自然資本における変化が財務にもたらす意味を知りたいという場合、
市場価格を使って自然資本インパクトを評価するのが適切だろう。
生産関数アプローチは「生産における変化」または「生産への影響」メソッドともいい、市場で取り引きさ
れている財やサービスのアウトプットを生態系サービスの質または量における計測可能な変化に関連付け
る手法である。例えば、自然資本に由来する特定の財やサービスの量または質が低下することで農作物や
ビジネスのアウトプットがどの程度減少するかを推計することができる。とはいえ、因果関係を突き止める
のは困難であり、結果を正確に予測するには複雑な式と計算が必要にある。
主なステップ：
1.  アウトプットの量または質と、ビジネスや社会への便益の提供の間に明確なつながりがある場合に、価

値評価する財やサービスを特定する。
2.  生態系サービスや非生物的サービスがインプットである生産プロセスを特定する（例：作物の収穫高や

鉱物の採掘量）。
3.  生産関数を推計する。生産のインプット/アウトプットの量と単位コストに関するデータを収集するか、

以前の同様の評価を参照し同様の前提を使いながら必要に応じて文脈の違いを調整する。
4.  自然資本における財やサービスの変化を反映しながら、ビフォアとアフターのシナリオを作成する。現

在の状態を計測または推計し、将来の状態をモデル化または推計する。
5.  生態系インプットにおける変化前の純収益を推計する。
6.  生態系インプットにおける変化後の純収益を推計する。
7.  純収益における変化を計算する。
注：
• 市場によって簡単に吸収される程度のささやかな価格変動でなく、計測可能な大きな価格変動につな

がる、生態系サービスや非生物的サービスの量または質における変化（もしくは自然資本におけるその
他の変化）を明らかにしようとするのは意義のあることである。

• アウトプットにおける変化を推計するには、同様の調査の経験則や専門家ヒアリングを利用することが
できる（例：水利用を10%増やしたら作物の収穫高も10%増えると想定）。このように証拠を移転する際
は、標準的な価値移転のガイドラインに従うこと。
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コスト・ベースのアプローチ
代替法は金銭的評価によく使われるコスト・ベースのアプローチである。代替法は、特にビジネスが影響を
与える、または依存する調整的な生態系サービスを価値評価するために使用できる。また、自然資本への
投資を正当化するために使われることも多い。1番目のケースでは、水浄化や洪水防備のサービスなど、調
整サービスを提供する自然資本の価値は、自然資本が失われた場合、同水準のサービスを建造物が提供
することで、それらサービスの代替コストと同等であると想定できる。
代替法で評価する場合、人工物の長期的な保守・運用コストと、同等の自然資本により提供される他の生
態系サービスや非生物的サービスの価値の得失を考慮に入れる必要がある。この結果、人々は失われた生
態系サービスや非生物的サービスを代替するための投資に実際にお金を支払うという前提に基づいて価
値評価を行うことになる。これは該当の自然資本が法の遵守に不可欠な場合に明らかである（例：飲用水
の基準）。それ以外の場合は適切な前提ではないかもしれず、その場合は生態系サービスや非生物的サー
ビスのレベル低下を評価するため他の価値評価法を適用することになる（例：生態系サービスが市場の財
やサービスに寄与する場合は生産関数アプローチ、そうでない場合は顕示選好もしくは表明選好の価値
評価法）。代替コストを推計、観察、もしくはモデル化することがある。 
主なステップ：
1.  価値評価する生態系サービスや非生物的サービスを見つけ出す。
2.  生態系サービスや非生物的サービスの使用の規模と程度を評価する。
3.  現在の使用規模で生態系サービスや非生物的サービスを代替するのに必要な人工的な財やサービス、

建造物の性格を決める。
4.  人工的代替物のコスト（資本、運転、保守、撤去コストを含む）を推計、観察、モデル化する。
5.  影響を受ける他の生態系サービスや非生物的サービスを見つけ出し説明する。
注：
• 代替コストの価値評価では、生態系が提供するより広範なサービスを考慮する必要がある（例：湿地の

生息地は多くの調達、調整、文化的生態系サービスを提供する）。
• 代替サービスの質やレベルは元の生態系の質やレベルを反映するものでなくてはならない。例えば、湿

地が水ろ過機能を部分的にしか果たさない場合、その価値は高度なろ過施設と同等ではなく、湿地と同
じレベルまで水ろ過する施設と同等である。

• 「最小フルライフ・コスト」の人工物は関連する価値：提案された人工物には関連期間における保守費
を含むようにする。自然資本が永久に生態系サービスや非生物的サービスを提供できる場合、結果がタ
イムスケールや割引率の影響を受けることがある。

付録B: 自然資本評価に対する価値評価手法
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調整的サービスと気候変動の影響を価値評価するうえで、回避された損害コストは特に有用である。この
方法は調整サービスや影響の有無にかかわらず、損害の予想価値の推計に基づく傾向がある。損害価値
における差は提供されたサービスの価値に等しい。価値の予測方法は生態系サービスや非生物的サービ
スに依存するが、「消費的価値評価」手法は一つの選択肢である（例：大気汚染の深刻化による疾病のコ
スト）。
正確な値が要求される場合、このやり方は複雑になる可能性がある。例えば、洪水に関係する値を求める
には洪水の頻度（例：2年に1回、50年に1回、100年に1回など）に伴う「年平均損害」を計算、比較しなけ
ればらならない。必要なデータが存在しない、あるいはモデル化するのが難しい場合もある。これは気候
変動に特に言えることだが、この場合はIPCCの調査結果など、すでに文献で確立されているモデルのアウ
トプットを使うことができる。
保険会社は異常気象の損害コストを調査し始め、これを自然資本の劣化と気候変動にリンクさせ始めてい
る。 
主なステップ：
1.  価値評価する生態系サービス（通常は調整サービス）や非生物的サービスを見つけ出す。
2.  サービスが提供されない（またはプロジェクトがサービスに影響しない）状況での考えうる損害コスト

を推計する。これは確率の関数であり、可能性のある結果の価値である。
3.  同じ価値評価手法を使い、サービスが提供されている（またはプロジェクトが生態系サービスに影響を

与えている）状況での考えうるコストを推計する。
4.  上記2つの状況間での価値の差を求める。
注：
一次価値評価の証拠が他の調査から移転されている場合、価値移転のガイドラインに従うこと。
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顕示選好アプローチ
ヘド ニ ッ ク 価格 法は、自然資本が市場で販売している商品の価格にどのような影響を与えるかを価値
評価するための有益な顕示選好アプローチである。例えば、風光明媚な場所の近くと遠くで住宅地の市
場価格が異なるのは、そうした場所の快適さという価値も含まれているからである。市場で販売されている
商品の価格に影響を及ぼすさまざまな要因を解明するため統計分析が使われる。これら要因とは、ベッド
ルームの数、宅地面積、風景、川や公園といった重要な環境要素からの距離などである。 
主なステップ：
1.  データを照合する（例：不動産価格や、価値評価の焦点である環境特性を含む一次調査のデータセッ

ト）。
2.  一連の説明変数を使い不動産価格の回帰分析を実施する（環境財/サービスを含む）。
3.  総合的なインプリシット物価関数を導出する。
4.  関心のある特性に対する需要曲線を推計する。
5.  （需要曲線を統合することで）環境財/サービスにおける限界変化に起因する総合的価値の変化を推

計する。
注：
このアプローチを正しく実施するには膨大なデータと時間が必要になる。
• もっと簡単な方法は、現地の不動産業者に、特定の環境属性に対して価格が何パーセント上乗せされる

か概算を出すよう依頼することである。
• 他のサイトから証拠を移転することで得られる概算は低コストであることがあり、ニーズを満たすには十

分だと思われる。例えば、既存の調査は緑地に近接していることは不動産の価値を一定の比率押し上げ
ることを示唆しているかもしれない。このような証拠を使う場合は、あとで必ず価値移転のガイドライン
に従うようにしてほしい。

付録B: 自然資本評価に対する価値評価手法
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トラベルコスト法（TCM）も顕示選好アプローチの一つであり、公園や釣りに行くなど、消費以外で使う自
然資本のレクリーションやアメニティの価値を求めることができる。TCMは、個人にとってレクリエーショ
ンでどこかに行くことの価値は、少なくともそこに行くのにかかるコスト（時間その他のコスト）と同じくら
い大きな価値であるという考えに基づいている。適切な構成のアンケート調査を駆使してビジター情報を
収集することで、需要曲線（旅費に応じて行く回数がどう変化するか）から、レクリエーションの個別、平
均、ならびに総合価値を推測できる。個別または地域別のTCMを実施できる。前者の方が一般的であり、
ここで説明しているのも前者である。このアプローチが適切か判断する前に、現地へのアクセスのしやすさ
や、近隣の観光スポットに一緒に訪れる可能性など、さまざまな点を考慮する必要がある。
主なステップ：
1.  アンケートの構成を決める（収集するデータは居住地、人口統計、態度情報、目的、頻度、目的地訪問

の期間と費用など）。
2.  ビジターにアンケート調査を実施する（サンプル数が十分であることと、幅広いビジター層を表してい

ることに注意）。
3.  データを分析し、現地を訪れるすべてのビジターを代表する需要関数を推計する（訪問の頻度や現地

までのコストなどの要因をもとに需要関係を求める計量経済学の手法を使用）。
4.  レクリエーションの平均的価値を推計する（一個人当たりの娯楽の平均価値を推計するため需要曲線

より下の部分を「統合」することで推計）。
5.  （一定の期間）個人の平均価値にビジター数を乗算することでレクリエーションの総価値を求める。
注：
• トラベルコストの調査を始める前に十分考えてほしい。この調査は人々の行動に基づくとはいえ、人々が

目的地を訪れる理由はたくさんある。訪問の頻度や費やした時間、支出額は、必ずしも人々がその目的
地に感じている完全な価値を反映しているわけではない。

• トラベルコスト法は表明選好法と組み合わせることができる。2つの価値評価を比較することで結果の
信頼性をテストし向上させることが可能となる。

• 例えば、ビジターのコスト（例：旅行の費用と時間）をビジター数で乗算することで、おおよその概算を
適用できる。ビジターのコストの推計が他の目的地から移転されている場合、価値移転のガイドライン
に従う必要がある。
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表明選好アプローチ 
表明選好アプローチは、特定の人口の代表的なサンプルにアンケート調査を行い、特定の財やサービスに
対する好みを聞き出す方法である。これらの手法は、自然資本における量または質のわずかな改善に対す
る消費者の「支払い意志」（WTP）、もしくはわずかな低下に対する「受け入れ意志」（WTA）を確かめる
ためによく使われる。
表明選好の調査には主に2つのタイプがある。
• 仮想評価法（CV）は一般に、消費者に物事（通常は市場で流通されないさまざまなレベルの便益を提

供する代替オプション）に対するWTPまたはWTAを直接表明するよう求めるやり方である。
• 選択実験法（CE）（または選択モデリング）は回答者に一式の選択肢からどれか一つの選好オプション

を選ぶよう求める。5つか6つの異なる属性（パラメータ）があり、そのうちの一つは回答者が支払わなく
てはならない価格である。計量経済学によるモデル化を通して、各属性のさまざまなレベルの金銭的価
値を導くことができる。

上記アプローチの主な利点としては、環境的、社会的、経済的な資産または影響を柔軟に価値評価できる
ことがある。実際、これらは非使用（もしくは「存在」）価値を求められる唯一の価値評価法である。さら
に、CVとCEでは特定の課題に対応する一次データ収集と価値評価を行うことができ、得られる結果が影
響を受ける人 を々代表するものであるように設計することができる。
表明選好アプローチの欠点は、これを包括的かつ評価・検証に耐えうる調査にするには時間とコストがか
かることである。これは、一つには架空のシナリオにおいて、信頼性の低い、または無意味な結果を招かな
いよう、さまざまな潜在的バイアスの原因を克服する必要があるからである。例えば、回答者があえて意図
的に高い、もしくは低い支払い意志を表明しているかもしれず、また何を評価するよう求められているのか
よく理解しておらず、結果的に正しくない回答になってしまうこともありうる。また、結果は回答者の実際の
行動ではなく、あくまで意向に基づいているにすぎないことも認識しておく必要がある。
とはいえ、表明選好法の活用は急速に普及しており、信頼性が向上しコストは低くなっている。さらに、イ
ンターネットによる調査が一般化したことも、さらなるコストダウンにつながっている。
CEまたはCVの主なステップ：
1.  何を価値評価するかのスコープを把握するため、最初のリサーチを行う。ここで、価値をより理解する

ため、価値移転を通して既存の関連する価値評価の証拠とその使用についてレビューすることもでき
る。

2.  調査方法（例：対面、郵便、電話）と価値評価の手法（CVまたはCE）を選ぶ。
3.  サンプルリングの母集団（インパクトによって影響を受けるすべての人 （々例：現地を訪れる人 ）々または

特定の地域や国の全世帯など）とサンプリング方法（例：ランダムまたは層化抽出）を選ぶ。
4.  アンケートの構成と形式（例：WTPのフリーアンサー、ペイメント・ラダー）と支払い方法（例：請求書、

税金、寄付、駐車場での請求）。
5.  アンケートの言い回しと理解度をチェックするため、フォーカス・グループ（特に新たなトピックの場

合）とパイロット・テストを使い、アンケートをテストする。
6.  統計上有意な結果を得るため、十分な大きさのサンプルを使って本調査を実施する。
7.  異常値（例：極端に高い値付け）や、異議票（例：提示されたシナリオの拒否）などを特定する作業を

含む、計量経済分析を行う。
8.  有効性と信頼性をテストする。
9.  集計・報告する。

付録B: 自然資本評価に対する価値評価手法
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注：
• 表明選好法の設計と結果の分析は、適切な訓練を受け、経験を積んだ専門家の関与を求めること。一

見簡単そうでも、せっかくのアンケートが無意味な結果に終わる設計をしがちである。分析の質が低かっ
たり、偏見に基づく回答に誤った対処をした場合も結果の有益性を阻害することになる。

• 調査結果が代表的な集計値を得られるように、調査サンプルが対象とする集団を代表していることを
確認する。

• 適切かつ妥当なサンプルサイズを選択するようにする。質問の数は250個程度にすることを推奨する（
最大100万人の母集団、95%の信頼区間と仮定）。ただし、適切な注意事項を付けることで、100程度の
サンプルサイズでも有益な結果を導けることがある。

• 架空、情報、戦略、開始点、支払い形態のバイアスなど、このアプローチに伴う大多数のバイアスを克服
するために十分努力すること。

• 調査を構成するときは、価値評価の対象を分かりやすく説明するため、シンプルかつ効果的な視覚情報
を使うことを考えるとよい。

• 支払いシナリオが現実的で政治的に受け入れられるものであることをチェックする。置かれた前提が控
え目で分かりやすく記述されているか確認する。

価値移転
価値（または便益）移転は、一次的な金銭的評価手法に代わる低コストのアプローチとして発達してきた。
これは既存の経済的価値評価調査（「評価の対象とする場所」）から意思決定が行われている場所へと
価値の推計を移転するというものである。価値移転についてはボックス7.1に詳しく解説されている。 
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注）　自然資本プロトコルの執筆に当たっては、可能な限り標準的な英語（アメリカ）と標準的な環境経
済学の用語（それぞれ、普通の辞書や良い教科書が適切な定義をするもの）を使うよう心がけた。本プロ
トコルに特化した新しい用語を導入する必要があった場合もいくつかあった。そのような用語の定義は、科
学論文や専門家の意見に基づいて設定され、「本書では」と明記して提示されている。

依存度 「自然資本への依存度」を参照

依存度パスウェイ 依存度パスウェイは、あるビジネス活動が自然資本の個々の要素にどう依存するかを示す。自然資本に
について観察されている、もしくは今後観察されると考えられる変化が、ビジネスを行うコストや便益
にどう影響するかを明らかにする。

一次データ 実施中の評価にに使うことを目的に収集されたデータ

影響 「自然資本への影響」を参照

影響パスウェイ 影響パスウェイは、あるビジネス活動の結果、特定の影響要因がどのように自然資本の変化を引き起こ
し、またこれら変化がどのようにさまざまなステークホルダーにどう影響を与えるかを示す。

影響要因 本書において、影響要因とは、生産へのインプットとして使われる天然資源の計測可能な量（例：建設
に使われる砂と砂利の体積）、またはビジネス活動の計測可能な製品以外のアウトプット（例：製造施
設から大気中に排出されるNOxの質量）である。

外部性 行為者以外の人に影響を及ぼし、その行為者が補償も罰則も与えられないアクションの結果。外部性
はポジティブなこともあればネガティブなこともある(WBCSD et al 2011)。

価格 あるものに対して支払いとして期待される、要求される、または与えられる金額（通常、市場が必要）。

確認 技術的信用度、主な前提の適切さ、結果の強さなど、評価の質をチェックするための内部または外部
プロセス。このプロセスは必ずしも公式なものとは限らず、自己評価に依存することも多い。

価値 あるものの重要さ、値打ち、有用さ

価値移転 ある文脈で求めた価値を別の文脈に適用する手法。双方の文脈が類似している、もしくは文脈の違い
を穴埋めするための適切な調整が行われていれば、価値移転により価値の妥当な推計が得られる

価値視点 本書において、価値を評価する視点。評価にどのコストや便益を含めるかは価値視点で決まる。

・事業価値：事業・ビジネスにとってのコストと便益。内部、私的、財務、もしくは株主価値とも言う。

・社会的価値：広く一般社会にとってのコストと便益。外部、公的、もしくはステークホルダー価値（ま
たは外部性）とも言う。

価値評価 本書では、人 （々もしくは企業）にとって特定の文脈における自然資本の相対的重要性、価値、有用さ
を見積もるプロセス。価値評価は定性的、定量的、金銭的アプローチをどれか一つ、もしくはこれらを
組み合わせて行う。

価値評価手法 特定の文脈において物事の重要性、値打ち、有用さを決めるために使われる方法

環境拡張型産業連関（EEIO) 従来の連関（IO）表は経済圏の主要セクター間での取引をまとめたものである（Miller and Blair 2009）。
例えば、靴の製造セクターからのアウトプットは牛の放牧から会計サービスまで、関連セクターにおける
経済活動につながる。環境拡張型産業連関モデル（EEIO）とは、各セクターの環境への影響に関する
情報を連関表の中に統合したものである（Kitzes 2013; Leontief 1970; Tukker et al. 2006）。

金銭的評価 自然資本インパクトや依存度の価値を評価するため、共通の単位として通貨（例：$, €, ¥）を使う価値
評価

空間的境界 例えばサイト、流域、敷地、国、世界レベルなど、評価対象とする地理的エリア。空間的境界は影響と
依存度によって異なる可能性があり、また評価対象、バリューチェーン境界、価値視点その他の要因に
も依存する。

経済的価値 市場価値と非市場価値をすべて含む、人々にとってのあるものの重要さ、値打ち、有用さ。より専門的
に言えば、ある与えられた量の物品またはサービスに対する個々人の嗜好の総和。経済的価値は通
常、限界変化に対して貨幣（例：$/単位）を単位として表される。

計測 本書では、自然資本とそれに伴う生態系や非生物的サービスの量、範囲、状態を物的単位で表現する
プロセス。

用語集

用語集
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検証 評価の文書化が完全かつ正確か、またプロセスと結果を本当に表しているかをチェックするため、専門
家のレビューを交えて行う独立したプロセス。「検証」は「監査」や「保証」といった言葉とほとんど区
別されずに使われる。

コンポーネント 本書が認識する完全な自然資本評価の3要素: 「ビジネスへの影響」、「社会への影響」、「ビジネス
の依存度」

時間的境界 評価の対象期間。現在の「スナップショット」、1年間、3年間、25年間、もしくはそれ以上など。

市場価格 あるものが市場で売り買いできる金額

自然資本 人々に一連の便益をもたらす再生可能および非再生可能な天然資源（例：植物、動物、空気、水、土、
鉱物）のストック（出典：Atkinson and Pearce 1995; Jansson et al 1994）

自然資本評価 適切な手法により、関連性のある（「マテリアルな」）自然資本への影響と依存度を計測、価値評価す
るプロセス。

自然資本プロトコル 自然資本への直接的および間接的影響（ポジティブとネガティブ）や依存度を特定、計測、価値評価
するための標準化された枠組み

自然資本への依存度 事業活動が自然資本を頼りにしていること、自然資本を使用すること。

自然資本への影響 事業活動が自然資本に及ぼすネガティブまたはポジティブな影響

シナリオ 考えられる未来を記述したストーリー展開。シナリオは、プロジェクトの代替オプション、ビジネス･ア
ズ･ユージュアル、代替ビジョンなど、不確実な未来についてさまざまな視点と選択肢を探求する。

スコーピング 本書において、自然資本評価の目的、境界、マテリアルな焦点を決定するプロセス。

ステークホルダー 意思決定やプロセスの結果に「利害関係」を持つ個人や組織、セクター、もしくはコミュニティ。

生態系 一つの機能単位として相互作用する、動植物と微生物、およびそれらの非生物環境の動的複合体。例
として砂漠、サンゴ礁、湿地帯、熱帯雨林がある（MA 2005a）。生態系は自然資本の一部である。

生態系サービス 生態系サービスの最も一般的な定義は、「ミレニアム生態系評価 (MA 2005a)」の「人々が生態系から
得る便益」という表現である。MAは、生態系サービスをさらに4つのカテゴリーに分類している。

・供給：自然からの原料アウトプット（例：海産物、水、繊維、遺伝物質）

・調整：生態系プロセスの調整を通して作り出される自然からの間接的便益（例：炭素吸収による気候
変動の緩和、湿地帯による水ろ過、植生による浸食防止や高潮からの保護、昆虫による花粉媒介）

・文化：自然からの物質的でない便益（例：スピリチュアル、景観、レクリエーション等）

・基盤：他の生態系サービスの提供を支援する基礎的な生態学的プロセス（例：栄養循環、一次生
産、土壌形成）。

生物多様性 すべての生物（陸上生態系、海洋その他の水界生態系、これらが複合した生態系その他生息又は生育
の場のいかんを問わない）の間の変異性。種内の多様性、種間の多様性及び生態系の多様性を含む
（UN 1992）。

定性的評価 自然資本インパクトや依存度を言葉で表現し、高い、中程度、低い、といったカテゴリーにランク分け
する価値評価

定量的評価 自然資本インパクトや依存度を評価するため、数値（例：複合指数）、面積、質量、容積などの金銭以
外の単位を使う価値評価

天然資源 天然資源とは生産や消費に使用できる自然界で発生する各種原料のこと。

・再生可能資源：これらの資源は、使用速度が再生速度を超えない（つまり、他に大きな攪乱がない
前提においてストックが再構築できる）限り無限に使用可能である。再生可能資源を再生の速度を超
えて使用した場合は、再生不可能になる（過剰捕獲が種の絶滅を招くように）（UN 1997）。

・非再生可能資源：一度開発すると、実用的な期間内には再生できない資源。非再生可能資源は再利
用可能資源（例：ほとんどの金属）と再利用不可能資源（例：燃料炭）に分けられる。

二次データ 元々は別の目的、別の評価のために収集、公開されたデータ
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バリューチェーンの境界 自然資本評価に含められる企業のバリューチェーンの部分。分かりやすくするため、本書ではバリュー
チェーンを上流、直接的な企業活動、下流の大きく3つに分類している。製品のライフサイクルをフルに
評価する場合、これら3つの部分すべてにわたって評価することになる。

・上流（ゆりかごから入口まで）: 購入したエネルギーを含む、サプライヤーの活動。

・直接的な企業活動 (入口から出口まで）: その企業の直接の管理下にある活動（株式の大多数を保
有する子会社を含む）。

・下流 (出口から墓場まで）: その企業の製品やサービスの購入、使用、再使用、回収、リサイクル、最
終処分に関わる活動。

反事実 活動や操業が行われなかった場合に想定される状況と環境条件を記述したシナリオ（出典: 
Cambridge Natural Capital Leaders Platform 2013）。

ビジネス用途 本書では、意思決定に役立てるため自然資本評価の結果をどのように用いるかという使用目的

非生物的サービス 基礎的な地質学的プロセス（例：鉱物、金属、石油と天然ガス、地熱、風、潮流、年間を通じた季節）
から得られる便益。

評価対象 本書において、評価するビジネスの部分（例：会社全体、ビジネス・ユニット、製品、プロジェクト、プロ
セス、サイト、もしくはインシデント）。議論を簡単にするため、以下の3つのレベルに分ける。

・コーポレート: すべての子会社、ビジネス・ユニット、部門、異なる場所や市場などを含む、企業もし
くはグループの評価。

・プロジェクト: 特定の目的のために計画した事業またはイニシアティブの評価。すべての関連サイト、
活動、プロセス、インシデントを含む。

・製品: 生産に使われる原材料やサービスを含む、特定の物品やサービスの評価

ベースライン 本書において、事業活動に起因する自然資本の変化を比較対照できる開始点またはベンチマーク。

マテリアリティ 本書において、意思決定に使われる情報の一部として自然資本への影響や依存度の価値を考慮した
結果、その意思決定が変わる可能性がある場合、自然資本への影響や依存度はマテリアルであるとす
る（出典：OECD 2015とIIRC 2013）。

マテリアリティ評価 本書において、自然資本評価の目的と用途に照らして何がマテリアルか、あるいは何がマテリアルにな
りうるかを検討するプロセスである。

ライフサイクル評価（LCA） ライフサイクル分析とも言う。材料の採掘から使用後（廃棄、リサイクル、再使用）まで、製品やサービ
スのライフサイクルの全ステージを通して環境への影響を評価するために使われる手法。LCAのアプ
ローチは国際標準化機構（ISO）がISO 14040の下で標準化した（UNEP 2015）。いくつかのライフサ
イクル影響評価（LCIA）データベースに、さまざまな製品とプロセスに対する推計が有益なライブラリ
として公開されている。

用語集
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本プロトコルの開発のために、公開・非公開の方法論を自主的に共有してくれた全ての協力者に感謝す
る。その上、非公開の方法論を客観的に評価してくれた方法論評価パネルのメンバーに感謝する。自然資
本コアリションのウェブサイトからは、さらに多くの情報が入手できるようになっている。

全てのURLは2016年5月にアクセスされた。
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Masiello-Riome, formerly Natural Capital Coalition （seconded from A4S）; Dorothy Maxwell, 
formerly Natural Capital Coalition; Deborah McSkimming, formerly Natural Capital Coalition 
（seconded from A4S）; Nathalie Olsen, IUCN; Patrick O’Neil, Broadminded Communications; Ben 
Packard, The Nature Conservancy; Michel Scholte, True Price; Francesca Sharp, ICAEW; Andreza 
Souza, Natura; Sangwon Suh, VitalMetrics; Sanjeev Sanyal, Deutsche Bank; Alasdair Townsend, 
Sherlock Digital; Sara van Wijk, formerly Natural Capital Coalition; Luciana Villa Nova, Natura; 
Jasmin Willis, Natural Capital Coalition の視点、時間、情熱、支援に対して。 
50を超えるパイロット団体（ディープダイブを行った10社を含む）： Coca Cola; Dow; Hugo Boss; 
Kering; Olam; Natura; Nespresso; Nestlé; Roche; Shell. Other pilot testers included AkzoNobel; 
Arcadis; CEMEX; CPFL Renováveis; Desso; DSM; H&M; InterfaceFlor; Interloom; 
JaguarLandRover; LVMH; M&S; Novartis; Pearson; Natural Capital Partners; Organic Cotton 
Colours SL; Royal Philips NV; Skanska; South West Water; Suez; Tata Chemicals; Tata Power; 
Tata Steel; TD Bank; Thames Water Utilities; The Crown Estate; Yorkshire Water/Kelda Group 
and Votorantim Industrial.
専門家評価パネルメンバー: Tom Baumann; Becky Chaplin-Kramer; Strahil Christov; Andrew 
Collins; Robert Costanza; Cynthia Cummis; Helen Ding; Bob Eccles; Stathis Gould; Oliver 
Greenfield; Lois Guthrie; Tony Juniper; Rashila Kerai; Ashok Khosla; Mervyn King; Martin Lok; 
Zhiyun Ouyang; Sarah Owen; Davide Parisse; John Purcell; Bill Rahil; Leila Rohd-Thomsen; Tracey 
Rouleau; Todd Scaletta; Diana Shand; Pavan Sukhdev; Jo Treweek; Sissel Waage; Tim Youmans. 

謝辞

謝辞



コンサルテーションに協力してくれた団体: ACCA; AECOM; Ag Resource Strategies; Altus Impact; 
Anglian Water; Anteo; Anthesis Group; Arcadis; B2Consultancy; BCSD Portugal; BCSD UK; 
Biocensus; BirdLife International; British American Tobacco; BSI; Capitalactiv; CDSB; CH2M; 
CII-ITC Centre of Excellence for Sustainable Development; CIMA; CIRIA; Client Earth; 
Conservation International; Cotton Research and Development Corporation; CSO; Denkstatt; 
Dow; Earth Economics; Ecoacsa Reserva de Biodiversidad; EcoValue; EnviroMarket Ltd.; Mumbai 
Environmental Management Centre; EY; FFI; Forestry Commission; Forum for the Future; Fujitsu 
Laboratories Ltd.; Global Canopy Programme; Global Nature Fund; Hugo Boss; ICAS; ICMM; 
IEMA; IUCN; IUCN-CEESP; Irbaris; Irish Forum on Natural Capital; Jacobs; Joint Nature 
Conservation Committee; KPMG; Landmark Information Group; Landmark Public Policy Advisers 
Asia; Lebanon Green Building Council; Liverpool John Moores University; Mahindra Lifespace 
Developers Limited; Malik Institute; Mango Impact; Middlesex University; Mother Earth Trust; N2 
Inc; PBL - Netherlands Environmental Assessment Agency; Perrigo; Ramboll Environ; RSPB; SC 
Consulting; SIG; Skanska; Stanford University; Suez Environment; Sustainable Business 
Australia; The Biodiversity Consultancy; Tetra Pak; The Geological Society; Thinkstep; The 
Nature Conservancy; Toulouse Business School; Trucost; UNEP-WCMC; Unilever; Vale; WBCSD; 
Weyerhaeuser; Wolfs Company; and WWF. コンサルテーションは、Collaboraseを用いて行われた。
会議をホスト： Deloitte; EY; ICAEW; IUCN; KPMG; Mitsubshi Corporation; PwC; WBCSD.
国際的コミュニケーションの支援： Jennifer Hole （コピーエディット） CtrlPrint （編集ソフト提供）、 
and Radley Yeldar （デザイン）。 
ガイダンスと監督
The Coalition Board 
Nanno Kleiterp, FMO （Chair）; Michael Meehan, GRI （Deputy Chair）; Liz Barber, Yorkshire 
Water; Aron Cramer, BSR; Jessica Fries, HRH the Prince’s Accounting for Sustainability project; 
Robert Hodkinson, ICAEW; Jennifer Morris, Conservation International; Tony Gourlay, Global 
Initiatives; and former board members; Peter Bakker, WBCSD; Gerard Ee Hock Kim, formerly EY; 
Ernst Ligteringen, formerly GRI; Sarah Nolleth, HRH the Prince’s Accounting for Sustainability 
project; Sanjeev Sanyal, Deutsche Bank; Peter Seligmann, Conservation International; and Pavan 
Sukhdev, GIST Advisory.
プロトコルとセクターガイドの開発への資金提供:
Gordon and Betty Moore Foundation; IFC with the support of the Swiss State Secretariat for 
Economic Affairs （SECO） and the Ministry of Foreign Affairs of the Government of the 
Netherlands; The Rockefeller Foundation; United Nations Environment Programme （UNEP）; 
and the UK Department for the Environment, Food and Rural Affairs （DEFRA）. コアリション事務
局をホストしてくれている Institute of Chartered Accountants in England and Wales （ICAEW） にも
感謝する。 
プロトコル運営グループのメンバーに感謝をこめて：
Richard Fleck, Herbert Smith Freehills （Chair）; Rosemary Bissett, National Australia Bank; 
Helen Dunn, DEFRA; Michelle Lapinski, IFC, SustainBiz; Ivo Mulder, UNEP; Sarah Nolleth, HRH 
the Prince’s Accounting for Sustainability project; Richard Spencer, ICAEW; Elizabeth White, IFC; 
and Heather Wright, Gordon and Betty Moore Foundation.
日本語版の作成
資金提供： KPMGあずさサステナビリティ株式会社、三菱商事、地球環境基金、一般社団法人コンサベー
ション・インターナショナル・ジャパン 。監修：一般社団法人コンサベーション・インターナショナル・ジャ
パン、KPMGあずさサステナビリティ株式会社。
引用例
自然資本コアリション．2016．自然資本プロトコル．（オンライン） URL:  
www.naturalcapitalcoalition.org/protocol 
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自然資本コアリションは、「ビジネスが、繁栄する社会と経済を守る自然資本を保全し拡大させる世界」を
共通のビジョンとして、自然資本について取り組みを進める様々なイニシアティブや団体を結びつけます。
コアリションは、研究、科学、学界、ビジネス、アドバイザリー、メンバー、会計、報告、スタンダード設定、
金融、投資、政策、政府、保全、および市民に関連する主体の協働です。その強みは、この多様性から生ま
れ、個別で行動するより協力することでより大きなことを成し遂げられるという信念を共有しています。

自然資本コアリションについて

@NatCapCoalition #NatCapProtocol
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